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１ 計画策定にあたって  

 

（１）計画策定の趣旨  

総合振興計画のうち基本構想は、基礎的自治体として民主的かつ効率的な行政を確保し、 地域

における総合的かつ計画的な行政経営を行うための最上位計画です。 

本市においては、これまで５次にわたって総合振興計画を策定し、計画的な行政経営を行って

きました。  

 

第１次 昭和４６（１９７１）年度～昭和５５（１９８０）年度  

第２次 昭和５９（１９８４）年度～平成 ６ （１９９４）年度  

第３次 平成 元 （１９８９）年度～平成１２（２０００）年度  

第４次 平成１０（１９９８）年度～平成１９（２００７）年度（平成１６（２００４）年度一部

改定）  

第５次 平成２０（２００８）年度～平成２９（２０１７）年度（平成２５（２０１３）年度一部

改定）  

 

また、第５次計画期間中には、日本の人口減少が明らかになり、東日本大震災をはじめとした

多くの自然災害の発生など、日本全体が大きな転機を迎え、本市を取り巻く環境も人口減少・少

子高齢化、市民の価値観の多様化、地方分権の進展など、著しく変化しています。  

特に、地方分権一括法の施行などにより、地域の実情に合ったまちづくりを地域が主体的に担

うことが求められています。この時代の流れに対応し、個性あるまちづくりを進めていくため、

本市のまちづくりについて誰がどのような役割を持ち、どのように進めていくのかといった基本

原則を定めた「羽生市まちづくり自治基本条例」を制定し、平成２２（２０１０）年４月に施行

しています。（平成２６（２０１４）年度に一部改定）  

これまでの行政経営の経緯を十分に踏まえ、新たに目指すべき目標を設定し、総合的かつ計画

的な行政経営を行うため、新たに第６次の総合振興計画を策定しました。  

 

（２）計画の性格  

総合振興計画は、本市のまちづくりを進めるための最上位計画であり、行政経営の基本的な姿

勢、基本理念を定め、長期的展望の下に目指す将来都市像を明確にし、その実現のための政策、

施策、主な事業を示したものです。  
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（３）計画の構成 

①基本構想  

将来都市像や施策の大綱を示すものです。  

計画期間 平成３０（２０１８）年度～令和９（２０２７）年度  

 

②基本計画  

基本構想を実現するための施策を体系的に示すものです。基本構想の計画期間を前期５年間

と後期５年間とし、策定します。 

計画期間 前期 平成３０（２０１８）年度～令和４（２０２２）年度       

後期 令和  ５（２０２３）年度～令和９（２０２７）年度  

 

③実施計画  

基本計画に掲げた施策を実現するための具体的な取り組みを示したものです。 計画は３ 年

間で、毎年度実施内容を見直すローリング方式とします。  

 

第６次総合振興計画の構成  

 

 

 

 

 

 

 

 

第６次総合振興計画の期間 

 
平成 30 

（2018）

年度 

令和元

（2019）

年度 

令和 2

（2020）

年度 

令和 3 

（2021）

年度 

令和 4 

(2022)

年度 

令和 5 

（2023）

年度 

令和 6 

（2024）

年度 

令和 7

（2025）

年度 

令和 8

（2026）

年度 

令和 9

（2027）

年度 

基本構想 
 

  

 

      

基本計画 

 

 

 
  

 

   

 

 

 

実施計画 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

   

 

 

 

 

 

将来都市像、まちづくりの姿勢、まちづくりの基本理念 

施策の大綱（政策）      計画期間 10 年間 

 

８つの政策 － 42 の施策   計画期間 ５年間 

 

主な取り組み         計画期間 ３年間（ローリング方式） 

前期 後期 
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２ 本市の現状  

 

（１）位置・面積・気候 

本市は、関東地方のほぼ中央、埼玉県の北東部に位置し、都心から６０km、さいたま市（浦和

区）から４０km の距離にあり、東と南は加須市、西は行田市、北は利根川を隔てて群馬県に隣

接しています。  

市域は東西１０．２５km、南北６．７１km、面積５８．６４㎢です。  

気候は、内陸型気候に属し、夏は蒸し暑く、冬は「からっ風」といわれる強い季節風が吹き、

令和３（２０２１）年の平均気温は１６．０℃、降水量は１，１７７㎜（熊谷気象台観測）です。  

 

（２）交通  

本市の主な交通機関には、東武伊勢崎線、秩父鉄道、東北自動車道羽生インターチェンジ、国

道１２２号、国道１２５号バイパスがあります。  

東北自動車道により東京方面・宇都宮方面の各都市へ短時間で結ばれています。また、圏央道

（首都圏中央連絡自動車道）により東名高速道路から東関東自動車道までの５つの高速道路とつ

ながり、神奈川方面から成田国際空港方面までの関東各地へのアクセスが向上したことから、企

業立地や観光での優位性が高まると期待されています。  

 

本市の位置  
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（３）人口の推移と見通し 

①人口の推移 

本市の人口は、平成１２（２０００）年をピークに減少に転じています。６５歳以上の人口

比率（高齢化率）は上昇を続け、令和２（２０２０）年には３１．３％となりました。  

 

本市の人口の推移 

出典：国勢調査  

 

本市の年齢３区分別構成比率の推移 

出典：国勢調査 （不詳除く） 

注：構成比は小数点以下第 2 位を四捨五入しているため、合計しても必ずしも 100 とはならない｡ 
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本市の総人口は、平成１２（２０００）年をピークに減少に転じていますが、世帯数は増え

続けており、１世帯あたり人数は減少しています 

 

本市の総人口、世帯数、１世帯あたり人数 

出典：国勢調査  

 

本市では、近年死亡数が出生数を上回る自然減が続いています。令和２年度に社会減に転じ

た社会増減は、令和３年度に社会増となったものの、総人口は減少が続いています。  

 

本市の出生数と死亡数、自然増減 

 

出典：統計はにゅう 
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本市の転入数と転出数、社会増減 

 

出典：統計はにゅう 

 

本市の自然増減と社会増減、人口増減 

 

出典：統計はにゅう 

注：人口動態には、出生・死亡、転入・転出以外に職権記載があるため住民基本台帳上の増減とは一致しない。 
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②人口の見通し  

本市の人口は、国立社会保障・人口問題研究所の将来人口推計（平成３０（２０１８）年３

月）によれば、令和２７（２０４５）年に約４０，６００人まで減少すると推計されています。

年齢３区分をみると、０～１４歳の年少人口、１５～６４歳の生産年齢人口が減少し続けます。

６５歳以上の人口は令和２２（２０４０）年をピークに減少に転じますが、その人口比率は令

和２７（２０４５）年まで増加し続け、４１．０％となります。  

 

本市の将来人口推計（年齢３区分別人口数） 

出典：国立社会保障・人口問題研究所の将来人口推計（平成３０（２０１８）年３月） 

 

本市の将来人口推計（年齢３区分別人口比率） 

出典：国立社会保障・人口問題研究所の将来人口推計（平成３０（２０１８）年３月）  
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（４）産業  

①産業構造  

本市の産業別就業者の割合は、昭和６０（１９８５）年には、第１次産業が１０．１％、 第

２次産業が４５．１％、第３次産業が４４．５％であったものが、令和２（２０２０） 年には、

第１次産業が３．１％、第２次産業が３１．８％、第３次産業が６１．６％と変化し、第１次

及び第２次産業の割合が低下し、第３次産業の割合は上昇しています。  

農業や製造業などの就業者の減少と、サービス部門の就業者の増加により、産業構造がソフ

ト化・サービス化傾向にあることがうかがえます。  

 

本市の産業別就業者割合の推移 

出典：国勢調査  
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②農業  

本市の農業は、水田による稲作が中心で、きゅうり・なすなどの野菜も栽培されています。 農

家数及び経営耕地面積は減少傾向にあり、また、農業従事者の高齢化が進んでいます。 

農業経営体において小規模経営体の減少が著しく、反面、大規模経営体は増加しており、耕

作地の集約化が進んでいることがうかがえます。  

耕作放棄地面積については、令和２年度には減少したものの増加傾向にあります。  

本市の農家数、経営耕地面積の推移 

 

出典：平成１２（２０００）年世界農林業センサス 平成１７（２００５）年農林業センサス 

    平成２２（２０１０）年世界農林業センサス 平成２７（２０１５）年農林業センサス 

       令和  ２（２０２０）年農林業センサス 

本市の経営耕地面積規模別経営体数（経営体） 

 

出典：平成１２（２０００）年世界農林業センサス 平成１７（２００５）年農林業センサス 

    平成２２（２０１０）年世界農林業センサス 平成２７（２０１５）年農林業センサス 
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本市の耕作放棄地面積の推移 

出典：統計はにゅう 
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③工業  

本市は、江戸時代末期以降、青縞（あおじま：藍染めされた糸で織り上げられた無地の木綿

地）の生産地であり、大正時代以降、被服・足袋の生産に替わり、電気裁断機等の導入により

学生服が大量に生産されたという経緯もあり、現在でも繊維工業に係る事業者が数多くみられ

ます。現在は、多種多様な産業の集積がみられ、機械器具製造業や化学工業の事業所の従業者

や製造品出荷額等が多くなっています｡ 

また、本市には大沼工業団地や小松台工業団地、川崎産業団地が整備されており、「工場立地

法」に基づく工場適地とされています。 更に、令和元（２０１９）年度から、新たに羽生上岩

瀬地区産業団地の事業化が進められ、令和４年度に完了しました。 

事業所数は長期間減少傾向にあり、従業者数についても近年はやや減少しています。製造品

出荷額については近年横ばいです。  

 

本市の事業所数、従業者数、製造品出荷額 

 

出典：経済産業省 工業統計調査「市区町村編」 

      総務省・経済産業省 経済センサス‐活動調査 製造業（市区町村編） 
注：平成２２（２０１０）年、平成２４年（２０１２年）～平成２６年（２０１４）年は工業統計調査 

    基準日各年１２月３１日現在 

平成２９（２０１７）年以降は工業統計調査 基準日各年６月１日現在 

事業所数及び従業者数は６月 1 日現在、製造品出荷額等は前年１月～１２月の合計  

平成２３（２０１１）年は平成２４年経済センサス活動調査 基準日平成２４年２月１日 

事業所数及び従業者数は２月 1 日現在、製造品出荷額等は平成２３年１月～１２月の合計  

平成２８（２０１６）年は平成２８年経済センサス活動調査 基準日平成２８年６月１日 

事業所数及び従業者数は６月 1 日現在、製造品出荷額等は平成２７年１月～１２月の合計  
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④商業  

本市では、市街地へ自然発生的に集積した店舗により、現在７つの商店街が形成されていま

す。令和元（２０１９）年度より、埼玉県ＮＥＸＴ商店街プロジェクト事業に採択され始まっ

た地域活性化事業を継続して実施することで、商店街周辺エリアも含めた賑わいの創出に取り

組んでいます。 

一方、近年は郊外に大型店・専門店が増えており、令和２（２０１９）年には岩瀬グローバ

ルタウン構想により、大型商業施設が集積する「愛藍タウン」もオープンしています。 

事業所数は減少から増加の兆しも見られるが、従業者数、年間商品販売額は増加傾向にあり、

店舗の大型化が進んでいることがうかがわれます。  

 

本市の事業所数、従業者数、年間商品販売額 

 

出典：経済産業省 商業統計調査 「市区町村表」 

      総務省・経済産業省 経済センサス‐活動調査 卸売業、小売業 産業編（市区町村表） 
注：商業統計調査：平成１１（１９９９）年、平成２６（２０１４）年は７月１日現在、平成１４（２００２）

年～平成１９（２００７）年は６月１日現在 

    平成１１（１９９９）年～平成１９（２００７）年の年間販売額は、前年４月～調査年の３月、平成２６（２

０１４）年の年間販売額は、前年１月～１２月の合計 

経済センサス活動調査：平成２４（２０１２）年は２月１日現在、平成２８（２０１６）年は６月１日現在、

年間販売額は、前年１月～１２月の合計 

    尚、商業統計調査と経済センサスでは、一部調査対象が異なることから単純比較はできない。 
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⑤観光  

本市には、淡水魚ばかりを集めた全国でも珍しい「さいたま水族館」があり、羽生水郷公園

の宝蔵寺沼ムジナモ自生地は、食虫植物「ムジナモ」の国内唯一の自生地として国の天然記念

物に指定されています。隣接する三田ケ谷農林公園「キヤッセ羽生」には、地場産の農産物や

特産品の販売所などがあり、休日には多くの家族連れや買い物客で賑わいます。  

平成２２（２０１０）年１１月に第１回「ゆるキャラ®さみっと in 羽生」（現 世界キャラク

ターさみっと in 羽生）が開催され、県内でも最大級の来場者を迎えるイベントになっていま

す。運営には当初から実行委員会方式がとられており、観光振興に市民が活躍する機会となっ

ています。  

また、イオンモール羽生、羽生パーキングエリアの「パサール羽生」（下り）や「鬼平江戸処」

（上り）によって、全国的な注目を集めています。 平成２６（２０１４）年８月には、市民プ

ラザ内に「キャラクターミュージアム」がオープンし、街なかにも集客拠点が整備されました。 

また、近隣の加須市や行田市と連携した回遊や、山梨県富士河口湖町との観光経済交流協定

締結など、広域的な連携体制を構築しています。  

令和元（２０１９）年に減少した観光入込客数は、新型コロナウイルス感染症の影響から令

和２（２０２０）年には更に落ち込み、観光産業は大きなダメージを受けました。今後、感染

症の収束による観光需要の復活が期待されています。 

 

本市の観光入込客の推移 

出典：埼玉県観光課 観光入込客統計調査結果 
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⑥雇用  

本市における産業別の従業員数は、産業大分類では、製造業、卸売業・小売業、医療・福祉

が多く、産業中分類では、社会保険・社会福祉・介護事業、飲食店、輸送用機械器具製造業が

多くなっています。  

 

本市の従業員数（産業大分類） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：平成２８（２０１６）年経済センサス 

 

本市の従業員数（産業中分類） 

 

出典：平成２８（２０１６）年経済センサス  
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（５）市財政  

本市の財政は、埼玉県財政状況資料集（令和２（２０２０）年度）の市町村財政比較分析 

表（普通会計決算）において、埼玉県平均と比較したところ、財政力、財政構造の弾力性以外

は劣位にあります。特に、将来負担、公債費負担の状況は大きく県平均を上回っています。  

 

本市の財政に係る指標比較 

財政指標等 本市 埼玉県平均 

財政力 

（財政力指数 高い方が強いとされる） 
０．８１  ０．７９  

財政構造の弾力性 

（経常収支比率 低い方が弾力性が高いとされる） 
９１．７％ ９３．７％ 

人件費・物件費等の状況 

（人口１人当たり人件費・物件費等決算額少ない方が

効率的とされる） 

１１６，５６０円  １１６，３７７円  

将来負担の状況 

（将来負担比率 低い方が望ましいとされる） 
７３．１％ １６．０％ 

公債費負担の状況 

（実質公債比率 低い方が望ましいとされる） 
９．４％  ５．０％  

定員管理の状況 

（人口千人あたり職員数 少ない方が効率的とされる） 
６．８５人  ６．６４人  

給与水準（国との比較） 

（ラスパイレス指数 低い方が適正とされる） 
９７．０  (※)９８．８  

（※）全国市平均 

 

本市／埼玉県平均（財政力１．００より大きいほど良い、その他は１．００より小さいほど良い） 
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本市の市及び関連団体を合わせた借入金現在高は、平成２２（２０１０）年度末では約３１

０億円であったものが、令和２（２０２０）年度末では約２７７億円となり、１０年間で約３

４億円減少しています。 

また、財政調整基金は、平成２２（２０１０）年度末では１４億円でしたが、その後増減を

繰り返し、令和２（２０２０）年度末に約１０億円まで減少しています。  

 

本市の市及び市関連団体借入金残高の推移（各年度末） 

出典：統計はにゅう 

 

本市の財政調整基金の推移（各年度末） 

出典：統計はにゅう  

注：財政調整基金：年度によって発生する財源の不均衡を調整するために設けている基金 
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３ 本市を取り巻く社会環境  

 

まちづくりは、長期的展望の下に進める必要があるため、本市を取り巻く社会環境を以下の

とおり整理しました。  

 

（１）人口減少・少子高齢化  

日本の人口は、平成２０（２００８）年の１億２，８０８万人をピークに減少に転じました。 

埼玉県の総人口は引き続き増加しているものの、地域間格差もあり、増加幅は縮小している

ほか、１５～６４歳の生産年齢人口は平成１２（２０００）年をピークに減少しています。近

い将来、総人口も減少に転じるものと推計されています。  

少子化の状況を見ると、昭和４６（１９７１）年から昭和４９（１９７４）年の第２次ベビ

ーブーム時には、全国で年間２００万人から２１０万人程度あった出生数が減少を続け、平成

２８ （２０１６）年には１００万人を割り込み、令和２（２０２０）年には８０万人台となっ

ています。  

全国の６５歳以上の人口比率（高齢化率）は、平成２７（２０１５）年の２６．６％から、

５０年後の令和４７（２０６５）年には３８．４％まで増加すると見込まれています。 

人口減少・少子高齢化という大きな課題に対し、①「東京一極集中」の是正、②若い世代の

就労・結婚・子育ての希望の実現、③地域の特性に即した地域課題の解決、の３つの視点を基

本として、魅力あふれる地方を創生していくことを目標に、平成２６（２０１８）年１１月に

「まち・ひと・しごと創生法」が成立しました。これに基づき、国、都道府県、市区町村にお

いて「人口ビジョン」と「まち・ひと・しごと創生総合戦略」が策定され、毎年度見直しを行

いつつＰＤＣＡサイクルによる効果的な事業展開が推進されています。 

  

（２）社会資本の老朽化  

我が国全体として、これまでに形成した社会資本を維持し、長期に利用していくことが必要

不可欠となっています。特に、埼玉県及び県内市町村は、高度成長期の急激な人口の流入に対

応して整備した公共施設等（道路、橋りょう、上下水道等）が老朽化する時期を迎え、安全の

確保、維持管理コストの低減、長寿命化が求められています。 

しかしながら、人口減少や厳しい財政状況から、公共施設等をこれまで通りの規模で維持管

理することは極めて困難となっています。  

平成２４（２０１２）年１２月の中央自動車道笹子トンネル天井板崩落事故を契機として、 平

成２５（２０１３）年６月に閣議決定した「日本再興戦略」に基づき、インフラ老朽化対策の推

進に関する関係省庁連絡会議において、同年１１月に「インフラ長寿命化基本計画」がとりまと

められました。 国、自治体は、行動計画（地方自治体は、公共施設等総合管理計画）を策定し、

効率的で効果的なマネジメントを実施することで、安全・安心で持続可能な公共施設等の維持管

理に取り組んでいます  
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（３）国際情勢の変化と新型コロナウイルス感染症の影響 

大国の覇権争いが激しくなる中、ロシアによるウクライナ侵攻に端を発した安全保障上の脅

威が急速に高まり、国際協調から分断への流れが加速し、エネルギーや食料価格の高騰等、グ

ローバル化により複雑化した国際情勢や経済情勢の先行きは、極めて不透明な状況となってい

ます。 

新型コロナウイルス感染症は、人の移動とともに瞬く間に全世界へ拡散し、経済活動の停滞

は世界中に張りめぐらされたサプラーチェーンにも大きな影響を与え、世界経済への打撃は極

めて大きく、今なお回復の途上にあります。 

政治的・経済的な状況等から移民・難民が増加し人権問題としても取り上げられる一方、日

本国内でも地域に住み働く外国人労働者の増加から、多文化共生の社会づくりが求められてい

ます｡ 

 

（４）官民挙げたデジタル化の加速 

新型コロナウイルス感染症の拡大は、行政サービスや教育、医療、働き方など、様々な分野

で我が国のデジタル化の遅れを顕在化させることとなりました。 

令和２（２０２０）年１２月に閣議決定された「デジタル社会の実現に向けた改革の基本方

針」において、「デジタルの活用により、一人ひとりのニーズに合ったサービスを選ぶことがで

き、多様な幸せが実現できる社会～誰一人取り残さない、人に優しいデジタル化～」との、目

指すべきデジタル社会のビジョンが示されました。また、令和３（２０２１）年９月にデジタ

ル庁が設置され、デジタル庁を核としたデジタル・ガバメントの確立、民間のＤＸを促す基盤

整備を加速し、全ての国民にデジタル化の恩恵が行き渡る社会を構築するとされました｡ 

まずは自治体が自らＤＸに取り組むとともに、民間においては積極的なＤＸやデジタル投資

による経済社会全体の生産性向上が求められています。同時に、ＡＩ、ＩｏＴやビッグデータ

を活用し､新たな付加価値の創造に期待が寄せられています。 

 

（５）地球温暖化対策とエネルギー政策  

温暖化を始めとする地球環境問題は、人類の将来の生存と繁栄にとって重要な課題となって

います。温暖化による気候変動の影響は、世界各地で発生している大雨による洪水や干ばつに

よる農作物被害・大規模山林火災、生態系の変化等様々であり、発生頻度は高まり、規模は拡

大しています｡ 

令和３（２０２１）年１０月に開催された、国連気候変動枠組条約第２６回締約国会合（Ｃ

ＯＰ２６）では、パリ協定の１．５℃努力目標達成に向け、今世紀半ばのカーボン・ニュート

ラル及びその経過点である２０３０年に向けて野心的な気候変動対策を締約国に求める内容と

なっています。 

日本政府は令和２（２０２０）年１０月、２０５０年までに温暖化の要因となっている温室

効果ガスの排出をゼロにするカーボン・ニュートラルを打ち出し、令和３（２０２１）年４月

には、２０１３年度比で３０年度の温室効果ガス排出量の削減幅を従来の２６％から４６％に

拡大し、さらに５０％の高みに向けて挑戦を続けていくと表明しました。 

   令和３（２０２１）年１０月に策定された第６次エネルギー基本計画は、気候変動問題への
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対応と日本のエネルギー需給構造の抱える課題の克服という、二つの大きな視点を踏まえたも

のとなっています。 

 

（６）災害や新たな危機、犯罪への不安の高まり 

平成２３（２０１１）年３月１１日に発生した東日本大震災は、沿岸部の地域を中心に多く

の尊い人命を奪うとともに、かつてないほど広範な地域に大きな被害を及ぼしました。豪雨や

台風による洪水被害は頻度を増し､熊本地震や北海道胆振東部地震など大規模地震も相次ぎ、災

害の恐ろしさと対策の難しさを再認識させられました。更に､今後首都直下型地震や南海トラフ

地震の発生も予測されています。 

令和元（２０１９）年１２月に中国で初めて確認された新型コロナウイルス感染症は世界を

席巻し、ワクチン接種は進展しているものの先行きは不透明な状況となっています。 

高齢者を狙った振り込め詐欺などの特殊詐欺は後を絶たず、一方高齢者が加害者となる交通

事故も相次いでいます。令和４（２０２２）年４月１日からは、成年年齢が１８歳に引下げら

れたことから、若者の消費者被害の拡大も懸念されています｡ 

経済状況の悪化や新型コロナウイルス感染症による孤立化、高齢者世帯や高齢者一人世帯の

増加等、家族や地域とのつながりが希薄化していることが、不安を増大させる一因ともなって

います。 

 

（７）人権の尊重、男女共同参画、女性活躍の推進 

我が国は、普遍的価値としての人権及び基本的自由の擁護・促進を基本とし、また法の支配

の確立を重視しています。 

しかしながら女性や高齢者、障がいのある人、外国人等に対する人権上の課題が存在し、イ

ンターネット上においては、匿名による書き込みが可能なことを悪用した人権問題が発生して

いる他、子どもが加害者や被害者となりトラブルに巻き込まれる事案も発生しています｡ 

最近では、性的少数者（ＬＧＢＴ）に対するする差別や偏見に対する話題が取り上げられる

ことも多く、性的少数者に対する社会的な関心がとても高まってきています。また、同性カッ

プルに婚姻に準ずる関係を認める「パートナーシップ制度」を設ける自治体も見られるように

なっています。 

平成２７（２０１５）年に「女性の職業生活における活躍の推進に関する法律」が成立し、

令和２（２０２０）年１２月に閣議決定された「第５次男女共同参画基本計画」では、２０３

０年代には、誰もが性別を意識することなく活躍でき、指導的地位にある人々の性別に偏りが

ないような社会を目指すとしています｡ 

   しかしながら、世界経済フォーラムが２０２２年７月に公表した「The Global Gender Gap 

Report ２０２２」では、各国における男女格差を測るジェンダーギャップ指数（Gender Gap 

Index：ＧＧＩ）において、日本の順位は１４６か国中１１６位と、先進国の中では最低レベル

となっており、ジェンダー平等への取り組みが一層求められています。 
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（８）共助社会づくり  

平成７（１９９５）年の阪神・淡路大震災を契機として、ボランティアやＮＰＯの活動が盛

んになり、東日本大震災発生時には、地域コミュニティにおける住民の自発的な支え合い、ボ

ランティアやＮＰＯと行政との協働が行われ、その重要性が再認識されました。 

平成２４（２０１２）年４月に特定非営利活動促進法（ＮＰＯ法）が改正施行され、地方自

治体において、ＮＰＯ法人の認証・認定がなされています。令和４（２０２２）年３月末現在

で認証法人は約５万１千団体あり、認定法人は１２００団体を超えています。 

平成２７（２０１５）年３月、内閣府「共助社会づくり懇談会」が公表した「共助社会づく

りの推進について～新たな『つながり』の構築を目指して～」において、地域や社会の課題を

解決するために、共助社会＝「個人の多様な価値観や意思が尊重されながら、新たな「つなが

り」が構築され、全員で作りあげていく社会」の実現を目指す必要があるとされた。人口減少

を始めとした、地域社会が抱える数多くの構造的な諸課題を克服するための処方箋の一つとし

て、「共助社会づくり」を進めることを提言しています。  

埼玉県においても県民、ＮＰＯ、事業者など、地域社会を構成する様々な主体が力を合わせ

て地域の課題を解決する、「共助の取組」を推進しており、これは、パートナーシップで目標を

達成しようという SDGｓの目標とも一致した取組となっています。 

 

（９）経済状況の不透明感と社会状況の変化 

    長びくデフレからの脱却を目指してきた我が国の経済を後戻りさせず、経済の好循環を加

速・拡大させるため、まず新型コロナウイルス感染症対策を重点的に実施し、経済を立て直す

ことが急務となっています。 

    更に、不透明感と危機感が増す世界情勢の変化を見極めつつ、国内の課題に向き合い解決策

を講じる必要があります。 

    人生１００年時代の到来という経済社会の急激な変化を踏まえ、子どもから若者、子育て世

代、現役世代、高齢者まで、全ての世代が安心できる社会保障の基盤を構築することが求めら

れています。 

経済環境の変化が激しく、雇用形態や収入・世帯状況により、次世代の子どもたちの学力や

進路にまで悪影響を及ぼす格差の拡大や固定化も問題となっています。 

高齢者については、令和７（２０２５）年を目途に、高齢者の尊厳の保持と自立生活の支援

の目的のもとで、可能な限り住み慣れた地域で、自分らしい暮らしを人生の最期まで続けるこ

とができるよう、地域の包括的な支援・サービス提供体制（地域包括ケアシステム）の構築を

推進しています。 

また、子どもの教育では、Society 5.0 時代を生きる子どもたちに相応しい、誰一人取り残

すことのないＧＩＧＡスクール構想が進められており、新型コロナウイルス感染症下のような

場合であっても、学びの機会が保障される環境が整備されつつあります。 
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（１０）SDGｓの推進 

   ＳＤＧｓ（Sustainable Development Goals：持続可能な開発目標）は、２０１５年９月の国

連サミットで採択された「持続可能な開発のための２０３０ アジェンダ」にて記載された、２

０３０年までに持続可能でよりよい世界を目指す国際目標です。 

発展途上国のみならず、先進国自身が取り組むユニバーサル（普遍的）なものであり、１７

のゴールと １６９のターゲットから構成され、日本としても積極的に取り組んでいます。  

ＳＤＧｓは、貧困や飢餓から環境問題、経済成長やジェンダーに至る広範な課題を網羅して

おり、豊かさを追求しながら地球環境を守り、「誰一人取り残さない」との理念により、経済・

社会・環境の三側面における課題に対して統合的に推進するものです。 

また、取組にあたっては、普遍性・包摂性・参画性・統合性・透明性の原則を重視すること

としています。 

持続可能なまちづくりや地域活性化に向けた取組を推進するにあたり、１７のゴールを追求

することによって地域課題を解決するとともに、地域における資金の還流と再投資による自律

的好循環を生み出し、ＳＤＧｓを原動力とした地方創生を推進していくことが求められていま

す。 
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４ まちづくりの主要課題  

 

本市を取り巻く社会環境を踏まえ、本市の今後の主要課題を以下のとおり設定します。 

  

（１）協働・文化の分野  

「羽生市まちづくり自治基本条例」、「羽生市協働のまちづくり指針」に基づいて推進してき

た「市民参加、市民参画、市民協働」の更なる推進を図り、市民と行政の適正な役割分担、市

民活動団体等との連携による自立性の高い地域社会の実現を目指す必要があります。 

新型コロナウイルス感染症の流行は、地域コミュニティにおける人と人との繋がりの希薄化

を招いています。 

少子高齢化と人口減少が進展する中、歴史・伝統・文化の継承や多文化の共生を図る上でも、

これまで以上に地域の支え合いが必要とされています。同時に、グローバル化する社会の中、

国際交流や他都市との交流を継続していくことも大切です。 

更に、多様性が尊重され、互いを認め合う社会の実現を目指し、さまざまな人権問題への対

応や男女がともに活躍できるまちづくりが求められています。 

 

（２）子育て・教育の分野  

少子化が進む中、子育て・教育への市民ニーズと期待は高まっており、家庭・地域・学校が

一体となって対策に取り組むことが必要です。 

保育サービスの充実、ワーク・ライフ・バランスや経済状況に配慮した子育て環境の整備と

ともに、学力の向上のみならず子どもたちの「生きる力」を育み、グローバル化やデジタル化

にも対応した義務教育の充実と、高等教育機関等と連携した幅広い学びの場の提供が求められ

ています。  

また、グローバル化に対応した国際理解教育や、人生をより豊かにするために、生涯学び続

けられる充実した環境の整備が重要です。 

 

（３）福祉・健康の分野  

誰もが安心して地域で暮らしていくためには、多様な主体による支え合い・助け合いの関係

構築が重要です。 

高齢者の尊厳の保持と自立生活の支援のために、可能な限り住み慣れた地域で、自分らしい

暮らしを人生の最期まで続けることができるよう、地域の包括的な支援・サービス提供体制（地

域包括ケアシステム）の更なる充実が求められています。  

また、障がい者に対する理解の促進や権利擁護の取り組み、福祉サービス等とともに、社会

の一員として安心して暮らせる共生社会のまちづくりが課題となっています。 

更に、高齢者になっても健康的に生活できることが大切です。健康長寿のためには、健康を

意識し生活習慣病等の予防対策も必要です。体力増進と健康保持のためには､生涯にわたりスポ

ーツに親しめる環境づくりも求められています。 

市民の健やかで安心できる生活を支えるため、社会保障制度の適正かつ安定的な運用が重要

です。 
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（４）安全・安心の分野  

頻発かつ激甚化する自然災害、火災、事故、犯罪などの市民生活への脅威に対して、行政や

関係機関とともに地域や市民が一体となって取り組むことが重要です。 

本市では、総合的かつ計画的な防災対策を定めた羽生市地域防災計画を令和５（２０２３）

年３月に改定し、体制の強化に取り組んでいます。後とも、堤防強化などの治水対策や公共施

設等の防災力の強化とともに、自主防災組織への支援や防災訓練などを通じた、災害対応力の

高いコミュニティづくりの推進が一層重要となっています。  

また、市民の命と暮らしを守るため、医療体制の充実、防犯や交通安全、消費生活の安全確

保においても、関係各機関や地域住民等との連携強化が課題となっています。  

 

（５）産業・雇用の分野  

地域経済を維持発展させるためには、地域の特色を生かし、地域資源を効果的に活用するこ

とが重要です。行政と商工団体等の連携による、中小企業や個人事業者への積極的な支援とと

もに、農・商・工連携や市民による主体的な活動も期待されます。 

    農業においては、次世代農業の担い手づくりとともに、農業基盤の整備や農地集積の継続を

積極的に推進しており、「生産性の高い儲かる農業」への転換が求められています。また、賑わ

いと活力のあるまちをつくるためには、中心市街地等の活性化が課題です。 

企業誘致については、交通の優位性を生かした工業・産業用地の創出も含めて、積極的に進

める必要があります。雇用については、雇用機会の創出、就業支援、定住対策を目的とした地

域雇用対策等も重要です。 

交流人口、関係人口の創出・拡大や移住対策のためにも観光事業に対する期待は大きく、地

域ブランドの創出や推進、シティプロモーションにつながる効果的な取組が求められています。  

 

（６）都市基盤の分野  

本市は、人口減少と少子高齢化が進む中、羽生市都市計画マスタープランに基づき、日常生

活圏が小さく、かつエネルギー効率が良い「コンパクトシティ」化を目指しています。  

市民の快適な居住環境や産業活動のためには、市街化区域の秩序ある整備の促進と、市街化

調整区域における集落機能の維持・集約及び豊かな自然的環境の保全が必要です。 

市内及び広域を結ぶ公共交通・道路のネットワークの維持・整備に加え、増加する高齢者等

に対する移動手段の確保が求められています。  

また、市民の憩いの場である公園が持つ機能の充実や魅力の向上、緑地や親水空間の保全に

は、市民との協働による取組が重要となります。 
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（７）生活環境の分野  

生活環境を維持していくためには、市民一人ひとりに対する環境意識の醸成と、市民・事業

者・行政による連携が必要です。 

し尿・汚泥など生活雑排水を処理する水質浄化センターや汚泥再生処理センターの適切な維

持管理が必要です。また、新たなごみ処理施設が稼働するまでは、清掃センターの安定的な運

営が求められます。ごみの発生抑制や資源循環の推進、脱炭素社会の構築は世界規模の課題と

なっています。  

空き家・空き地については、防犯・防災に加え、良好な景観形成や地域活性化のためにも、

発生防止とともに、有効に活用する取組が重要となります。 

 

（８）行政経営の分野  

頻発化・激甚化する自然災害や新たな感染症の流行等､様々な危機から市民を守る対策の強化

が求められています。 

少子高齢化・人口減少が進む中、財政状況は厳しさを増すことが予想され、持続可能で安定

した財政運営と、行政経営の一層の効率化が重要となります。  

公共施設等については、公共施設等総合管理計画に基づき計画的な保全と維持管理を行い、

長寿命化に取り組むことで、財政負担の軽減と平準化に努めることが必要です。 

正確な情報を適切な方法で広く市民に提供し、共有することで相互理解を促進し、行政経営

の透明性を確保するとともに、行政がもつ情報を適正に取り扱うことが求められています。  

また、職員の人材育成やデジタル技術の活用、民間活力の導入、広域行政の推進等が重要と

なっています。 



     

 



     

 

基本構想  
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（１）まちづくりの姿勢  

様々な場面において、「市民が主役のまちづくり」を基本とした行政経営を実施し、市民の参画

を進め、そのために必要な支援を行います。  

 

 

 

（２）まちづくりの基本理念  

「市民が主役のまちづくり」を進めるため、市民と行政の役割分担を明確化し、協働による自

主性、自律性の高いまちづくりを推進していきます。そのための第一歩は、行政への参加であり、

参加を通じて計画の立案に参画する段階へと進み、更には、自ら主体的にまちづくりを実践する

協働（市民との協働、行政との協働）へとステップアップします。  

また、まちづくりを進める際には、常に次の世代のことを考え、次の世代に誇れるような日本

一魅力ある羽生市を目指します。  

 

 

 

 

 

 

  

市民が主役のまちづくり 

市民参加、市民参画、市民協働 

次世代に引き継ぐ、次世代に誇れるまちづくり 

１ まちづくりの姿勢と基本理念 
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（１）将来都市像  

将来都市像を、「羽生市まちづくり自治基本条例」の前文に掲げた  

 

 

 

として、総合振興計画を定め、その実現に向けて総合的に推進します。  

 

（２）将来人口  

本市の人口は減少傾向にあるものの、羽生市人口ビジョン（平成２８（２０１６）年２月策定）

に基づき、本計画の目標年度である令和９（２０２７）年度の将来人口を ５４，５００人としま

す。  

 

 

 

 

人口ビジョンの目指すべき人口  

令和 ２（２０２０）年に ５４，６００人（平成２２（２０１０）年比  ３％減少）  

令和２２（２０４０）年に ５１，７００人（平成２２（２０１０）年比  ８％減少）  

令和４２（２０６０）年に ４５，６００人（平成２２（２０１０）年比 １９％減少）  

 

本市の目指すべき人口（人） 指数は平成２２（２０１０）年を１としたとき 

平成 22 

（2010）年 

（実績） 

 

平成 27 

（2015）年 

令和 2 

(2020)年 

令和 7 

(2025)年 

令和 12 

(2030)年 

令和 17 

(2035)年 

令和 22 

(2040)年 

令和２7 

(2045)年 

令和３2 

(2050)年 

令和３7 

(2055)年 

令和４2 

(2060)年 

56,203 54,804 54,621 54,512 54,494 53,200 51,695 50,096 48,524 47,000 45,594 

指数 0.9751  0.9719  0.9699  0.9696  0.9466  0.9198  0.8913  0.8634  0.8363  0.8112  

注：羽生市人口ビジョンの「目指すべき人口」は、「羽生市まち・ひと・しごと創生総合戦略」に基づく、合計出

生率の向上、人口の流入を見込んでいるため、国立社会保障・人口問題研究所の将来人口推計とは異なる。 

  

２ 将来都市像 

誰もが幸せを感じる、住み続けたいまち 羽生 

令和９（２０２７）年度の将来人口 ５４，５００人 
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（３）土地利用構想  

 

①土地利用の基本的考え方  

土地利用にあたっては、自然環境を保全しながら、市民の利便性・安全性・快適性の向上及

び健康で文化的な生活環境の確保を図るため、農業・商業・工業のバランスのとれた振興と住

環境の保全に資するよう、総合的かつ計画的に行うこととします。 

   

②土地利用構想  

１ 住居系ゾーン  

良好な住宅地の保全・充実を図るとともに、空き家や未利用地等の有効利用を促進します。  

岩瀬土地区画整理事業については、早期完了と、より魅力的な質の高い住宅地の形成を目指

します。  

２ 商業系ゾーン  

羽生駅及び市民プラザ周辺の商業地については、市民の日常生活の中心地として、居住、公

益施設、商業・業務施設、交通アクセスなどの様々な都市機能をコンパクトに配置し、利便性

の向上を図ります。  

岩瀬土地区画整理事業地内の国道１２２号や南部幹線の沿道は、賑わいづくりや沿道サービ

スを目的とした施設の誘導を図ります。  

３ 工業系・流通系ゾーン  

道路網や地理的優位性から、産業集積と企業誘致の実現性が高い羽生インターチェンジや広

域幹線道路周辺の地域については、環境に配慮しながら製造・流通業務用地の整備を促進しま

す。  

また、既存工業地については、良好な操業環境の維持・保全を図りつつ、区域の拡張に向け

た取り組みも進めます。  

その他、企業誘致検討ラインとして、国道１２２号や国道１２５号バイパス、南部幹線の沿

道のうち、農業振興や周辺環境との調和が図られる地域については、製造・流通業務の企業誘

致を積極的に検討します。  

４ 農業共生ゾーン  

優良農地については、その保全・整備を促進します。  

農村集落については、良好な景観を保全するとともに、道路等の生活環境の充実・維持に努

めます。  

また、農業を通じた地域活性化のため、農村・観光交流エリアを核とし、農村と都市住民等

の交流を促進します。  

５ 幹線道路  

人の移動や産業活動を支える広域幹線道路網の整備を促進します。  

また、南北、東西方向を連絡する市内幹線道路網の整備を進めます。  
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③ 土地利用構想図 
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施策の基本的考え方を示す施策の大綱の柱立てを以下のとおりとします。 

 

政策１ 協働・文化 

地域とともに生きるまちをつくる 

 

政策２ 子育て・教育 

子どもを育て学びを高めるまちをつくる 

 

政策３ 福祉・健康 

元気で助け合えるまちをつくる 

 

政策４ 安全・安心 

いのちと暮らしを守るまちをつくる 

 

政策５ 産業・雇用 

活気と魅力あるまちをつくる 

 

政策６ 都市基盤 

インフラを整え生活を支えるまちをつくる 

 

政策７ 生活環境 

きれいで自然を感じるまちをつくる 

 

政策８ 行政経営 

健全な経営で自律するまちをつくる 

 

３ 施策の大綱 
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政策１ 協働・文化 ～地域とともに生きるまちをつくる～ 

●「羽生市まちづくり自治基本条例」に基づき、「市民参加・市民参画・市民協働」を進めます。  

●自治会活動を支援しコミュニティの充実を図るとともに、市民活動団体との協働を推進します。 

●人権の尊重と男女共同参画を進め、誰もが活躍できるまちをつくります。  

●地域における多文化共生と国際交流を進めるとともに、伝統文化を伝え、新たな文化・芸術の創造

を支援します。 

 

政策２ 子育て・教育 ～子どもを育て学びを高めるまちをつくる～ 

●相談・支援体制を整え、子育てを包括的に支援し、保育サービスを充実します。  

●家庭教育を充実するとともに、子どもの「生きる力」を育むための「知・徳・体・コミュニケーシ

ョン能力」の向上を図る義務教育を推進します。  

●高等教育機関等との連携を強化し、専門的な学びの機会をつくります。  

●社会の変化に対応して、生涯にわたり学び続けられる多様な学習機会を提供します。 

 

政策３ 福祉・健康 ～元気で助け合えるまちをつくる～ 

●地域の助け合い・支え合いの仕組みづくり、担い手づくりを進めます。  

●障がい者、高齢者への支援を充実し、地域包括ケアシステムの構築を進めます。 

●社会保障制度を適正に運用し、生活困窮者の自立を支援します。 

●生涯にわたるスポーツを振興し、健康づくりを推進します。  

 

政策４ 安全・安心 ～いのちと暮らしを守るまちをつくる～ 

●水害や地震等に対する防災や、火災・事故・病気に対する消防・救急・救助体制の充実を図ります。  

●地域医療体制の充実と市内医療機関との連携を強化します。  

●防犯、交通安全対策を市民、関係団体と協働して進めます。  

●消費者被害の防止と消費者に優しい地域体制をつくります。 

 

政策５ 産業・雇用 ～活気と魅力あるまちをつくる～ 

●農業の多様な担い手の育成と確保を進め、農業生産基盤を整備し、都市と農村の交流を進めます。  

●商工団体との連携による賑わいづくりや、地場産業をはじめとする中小企業の振興を図るととも

に、 創業を支援します。  

●工業用地の創出と新たな企業誘致を推進するとともに、既存企業における市内での事業拡張の支援 

に取り組みます。  

●社会経済の変化に対応し、雇用の増加、就労の促進、勤労者の福祉を向上させます。  

●観光については、これまでの取り組みと人のつながりを生かし、常に新たな展開を図ります。  

●シティプロモーションを展開し、特産品等のブランド化を進めます｡ 
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政策６ 都市基盤 ～インフラを整え生活を支えるまちをつくる～ 

●「羽生市都市計画マスタープラン」に基づき、人口減少と高齢化に対応した既存市街地における「ま

ちなか居住」を推進するとともに、郊外の集落機能を維持します。 

●道路、橋りょうや公園・緑地については、防災対策を踏まえた整備と、市民と協働した維持管理を

行います。  

●上水道については、施設と設備の老朽化対策を行い、事業の効率化と経営の安定化を図ります。  

●高齢化や社会状況の変化に対応した移動手段の確保に取り組みます。 

 

政策７ 生活環境 ～きれいで自然を感じるまちをつくる～ 

●ごみやし尿の処理体制の効率化を図り、市民とともにごみの減量化と排出抑制、再利用、再資源化 

を推進します。  

●下水道については、ストックマネジメントを推進し、事業の効率化と経営の安定化を図ります。  

●空き家や空き地対策を進め、公害を防止し、快適な環境を守ります。 

 

政策８ 行政経営 ～健全な経営で自律するまちをつくる～ 

●全市・全庁的な危機管理体制の構築・充実を図ります。  

●財政基盤を強化し、持続可能な財政運営を行います。  

●公共施設等の安全で効率的な維持管理・適正配置を進めます。  

●情報通信技術（ＩＣＴ）を活用し、行政情報の適正な公開とセキュリティの確保を徹底します。 

●ＩＣＴなどの新技術を積極的に取り入れた行政経営の効率化、職員の人材育成及び周辺自治体をは 

じめとした広域連携を推進します。 
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基本計画の各施策の見方 

 

 

 
■施策の目的 

 自主防災組織の支援や地域別防災訓練などの実践による防災コミュニティ

づくりを推進するとともに、防災用品の備蓄や内水害対策、建築物や道路・

上下水道管の耐震化など、災害に対する備えを充実させ、災害発生時の被害

を最小限に抑えます。 

 

■関連するＳＤＧｓ 
 

 

 

 

 

■施策の現状             

日本各地で自然災害が多発、激甚化し、防災・減災の必要性がますます高ま

っています。前期基本計画期間中においては、避難所開設訓練の実施やメール

配信サービス等の防災情報発信の充実、利根川堤防強化事業や中川河道改修事

業等の治水対策等、地域防災力の強化を進めてきました。 

また、令和元年東日本台風を教訓に、避難所ごとの担当職員の配置や防災備

蓄資機材の配備等を行うとともに、新型コロナウイルス感染症に配慮した避難

所開設訓練を実施しています。 

更に、災害時の拠点を結ぶ道路ネットワークの整備や公共工事における耐震

資材の使用等、公共施設の防災力の強化にも取り組んでいます。 

令和４（２０２２）年度からは、３ヶ年計画で防災行政無線のデジタル化を

進めており、災害時に市民が迅速に判断し行動できるよう、スムーズな情報発

信が可能となるシステムを導入していきます。 

令和４（２０２２）年度に見直しを実施した「羽生市地域防災計画」に基づ

く防災対策を着実に実行するとともに、地域防災力を強化するため、自主防災

組織や関係団体との更なる連携強化を図っていきます。また、流域治水対策や

国・県との連携強化も必要です。 

 
■施策の課題 

１ 感染症や風水害の経験を踏まえた防災対策の推進 

２ 防災情報の迅速かつ的確な周知 

３ 利根川や中川の治水対策の推進 

４ 公共施設の防災力の強化 

 

■主な取り組み 

（１） 「羽生市地域防災計画」の推進 

「羽生市地域防災計画」に基づき、日頃から災害に対する備えを進めます。 

また、災害に強いまちづくりを推進するため、国、県、防災関係機関、自主

防災組織、消防団、ボランティア等との連携を強化し、防災体制の充実を図り

ます。 

【主な事業】 

○ 羽生市防災会議の開催 

○ 「羽生市地域防災計画」修正事業 

○ 防災備蓄品の確保 

 

 

４－１ 防災対策の推進 －災害に強いまちをつくります－ 
政策及び施策の番号 

「施策」名称です。 

「施策の目的」 

当該施策を実施する

ことで目指す内容を

記載しています。 

施策と関連する 

SDGｓのロゴマーク

を掲載しています。 

当該施策を実施する

背景や、これまで取

り組んできた内容や

現状について説明し

ています 

現状を踏まえ、施策

の目的を達成する上

での主な課題を記載

しています。 

課題を解決し、目的

を達成するために

実施する主な取り

組みとその内容及

び主な事業を記載

しています。 

なお、具体的な事業

は実施計画に定め

ることとします。 



     

37 

■目標指標 

指標名(単位) 指標の説明 
現在値 目標値 

R3（2021） R9（2027） 

防災訓練を実施した自主防災

組織の数（団体） 

自主防災組織７

４団体のうち防

災訓練を実施し

た団体数 

※１７ ７４ 

災害応援協定の締結数（件） 

近隣市町や友好

都市、民間企業等

との締結数 

６１ ７１ 

 

 

 

 

 

■市民の役割 

・防災に関する自助・共助の意識を持ち、行動することが望まれます。 

・訓練への参加や備蓄など、平時の備えを充実することが望まれます。 

 

 

■関係計画等 

・羽生市地域防災計画（昭和５５（１９８０）年３月策定） 

・羽生市浸水対策基本計画（平成２７（２０１５）年１２月策定） 

・羽生市雨水管理総合計画（平成３０（２０１８）年３月策定 

・羽生市国土強靭化地域計画（令和３（２０２１）年３月策定） 

・羽生市建築物耐震改修促進計画（令和 3（２０２１）年度～令和 7（２０２５）

年度） 

 

 

 

  

当該施策の目的を達成

するため、後期基本計画

期間中に目指す目標指

標を示しています。 

なお、現在値に※印が付

してあるものは、新型コ

ロナ感染症の影響を受

け、数値が低くなってい

るものです。目標値は、

感染症拡大前の実績や

感染症の影響を勘案し、

設定しています。 

施策の目的を達成す

るためには、市民との

協働が必要です。施策

を実施する上での市

民の役割を記載して

います 

当該施策における市

の分野別の関連個別

計画を掲載していま

す。 
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1 2 3 4

貧困 飢餓 保健 教育

1 市民協働・参画の推進

2 コミュニティ支援

3 都市交流・国際交流の推進 ●

4 文化の継承・振興 ●

5 人権施策の推進 ●

6 男女共同参画の推進 ●

1 子育て支援の推進 ● ● ● ●

2 家庭教育の充実 ●

3 義務教育の充実 ● ●

4 高等教育機関等との連携 ● ●

5 生涯学習の推進 ● ●

1 地域福祉の推進 ● ●

2 障がい者支援の推進 ● ● ●

3 高齢者支援の推進 ● ●

4 健康づくりの推進 ● ● ●

5 生涯スポーツの振興 ● ●

6 社会保障の適正運用 ● ● ● ●

1 防災対策の推進 ●

2 消防・救急・救助体制の充実 ●

3 地域医療の充実 ● ●

4 防犯対策の推進

5 交通安全対策の推進 ●

6 消費者行政の推進 ●

1 農業の振興 ●

2 商工業の振興 ●

3 観光の振興 ●

4 勤労者支援・雇用の促進 ● ●

5 企業誘致の推進

6 シティプロモーションの推進

1 市街地等の整備

2 道路の整備 ●

3 移動手段の確保 ●

4 上水道の整備 ●

5 公園・緑地の整備

1 下水道の整備

2 ごみ処理の適正化

3 環境保全の推進

4 空き家・空き地対策の推進

1 危機管理の充実 ● ●

2 持続可能な財政運営

3 開かれた市政の推進

4 行政経営の効率化

4
安全・安心

～いのちと暮らしを守るまちをつくる～

■施策ごとのSDGｓにおける１７の国際目標の対応一覧

政策 施策

1
協働・文化

～地域とともに生きるまちをつくる～

8
行政経営

～健全な経営で自律するまちをつくる～

5
産業・雇用

～活気と魅力あるまちをつくる～

6
都市基盤

～インフラを整え生活を支えるまちをつくる
～

7
生活環境

～きれいで自然を感じるまちをつくる～

2
子育て・教育

～子どもを育て学びを高めるまちをつくる～

3
福祉・健康

～元気で助け合えるまちをつくる～
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5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17

ジェンダー 水・衛生 エネルギー 経済成長と雇用 インフラ、産業化、イノベーション 不平等 持続可能な都市 持続可能な生産と消費 気候変動 海洋資源 陸上資源 平和 実施手段

● ● ●

● ● ●

● ● ●

● ● ●

● ● ● ● ●

● ● ● ●

● ● ● ● ●

● ●

● ● ● ●

● ● ● ●

● ● ●

● ● ● ●

● ● ● ● ●

● ● ●

● ● ● ●

● ●

● ●

● ● ●

● ●

● ● ● ●

● ● ● ●

● ●

● ●

● ● ● ● ● ●

● ● ● ● ● ●

● ● ● ● ●

● ● ● ● ● ● ● ●

● ● ● ● ●

● ● ●

● ● ● ●

● ● ● ● ●

● ● ● ● ● ●

● ● ●

● ● ● ●

● ● ● ● ● ● ●

● ● ● ● ● ●

● ● ● ● ● ● ● ●

● ● ● ●

● ● ● ●

● ● ● ●

● ● ●

● ● ● ●



 



 

基本計画 
 

 

 

政策１  協働・文化 

 

～地域とともに生きるまちをつくる～  
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■施策の目的 

市民と市が、それぞれ持っている知恵や力を出し合い、情報を共有しながら一体となって協働によ

るまちづくりを進めます。 

また、市民活動の活性化により、自立性の高い地域社会を実現するとともに、市民活動団体との協

働体制を強化することで市民サービスの向上を図ります。 

 

■関連するＳＤＧｓ 

 

 

 

 

 

 

■施策の現状             

本市では、「市民が主役のまちづくり」を推進するため、「羽生市まちづくり自治基本条例」を平

成２２（２０１０）年４月１日に施行しました。これに基づき平成２４（２０12）年３月に策定した

「羽生市協働のまちづくり指針」により、「市民参加・市民参画・市民協働」に向けた取り組みを行

っています。 

前期基本計画期間中においては、まちづくり自治基本条例の見直しの検討を行うとともに、市職員

を対象に条例内容の理解を深めるため、有識者を招いて講義を行いました。 

今後は市民活動の活性化を図るため、市民の市政参加意識の醸成や市民活動団体等への支援等を継

続します。また、市民参画機会を確保するため、市の附属機関等へ積極的な公募を勧奨し、公募委員

採用団体の割合の増加を促進します。 

 

■施策の課題 

１ 「羽生市まちづくり自治基本条例」及び「羽生市協働のまちづくり指針」の周知・実践 

２ 市民活動団体の育成 

３ 市民一人ひとりのまちづくりへの参加の促進 

４ 市民の声を市政に反映させる仕組みづくり 

 

■主な取り組み 

（１） 「羽生市まちづくり自治基本条例」の運用 

「羽生市まちづくり自治基本条例」等の見直しの検討や周知を図るとともに、「市民参加・市民参画・

市民協働」による住民自治・行政サービスを目指します。 

【主な事業】 

○ 「羽生市まちづくり自治基本条例」の周知 

○ 市民と行政の適正な役割分担の推進 

○ 協働によるまちづくり推進事業 

１－１ 市民協働・参画の推進  -市民が協働し、参画するまちをつくります- 
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（２） 市民活動の活性化 

市民活動の活性化を図るため、公共性・公益性があり、自発的に活動を行う団体に対し、設立や育成

のための支援を行います。 

【主な事業】 

○ 市民活動応援補助金事業 

 

（３） 市民参画システムの確立と運用 

平成２８（２０１６）年１月に策定した「羽生市附属機関等の委員の公募に関する要綱」を運用し、

政策形成の段階から市民が参画する機会の充実を継続的に図ります。また、市民座談会や市民意識調査

などを実施し、市民の声を市政に反映させます。 

【主な事業】 

○ パブリックコメント制度の運用 

○ 各種審議会における公募委員の登用 

○ 市民座談会の開催 

○ 市民意識調査・市民アンケートの実施 

 

■目標指標 

指標名(単位) 指標の説明 
現在値 目標値 

R3（2021） R9（2027） 

市民活動応援補助金の交付団体数 
市民活動応援補助金の

交付団体数の累計 
８４ １０２ 

羽生市附属機関のうち、公募委員を採用

している団体の割合（％） 

公募委員採用団体数／

附属機関数 
２４．５ ２５．０ 

 

■市民の役割 

・自らの発言や行動に責任を持ち、まちづくりに積極的に参画することが望まれます。 

・市民活動やボランティア活動に積極的に参加することが望まれます。 

 

■関係計画等 

・羽生市まちづくり自治基本条例（平成２２（２０１０）年度施行） 

・羽生市協働のまちづくり指針（平成２３（２０１１）年度策定） 

・羽生市附属機関等の委員の公募に関する要綱（平成２７（２０１５）年度策定） 
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■施策の目的 

 自治会や地域協議会が、地域活動を主体的に展開しながら、地域のことは地域で解決できる体制をつ

くります。 

 

■関連するＳＤＧｓ 

 

 

 

 

 

 

■施策の現状             

近年、少子高齢化、核家族化や単身世帯の増加及び市民の価値観や生活形態の多様化などにより、

自治会への加入率の低下や地域活動への参加意識の希薄化が顕著になっています。また、自治会構成

員の高齢化もあり、地域のコミュニティ機能は低下しつつあります。 

そうした中本市では、地域コミュニティの中心である自治会に加えて、その自治会の役割を補完す

るものとして、公民館単位で設立されている地域協議会の活動を支援し、地域のことは地域で解決で

きる体制づくりを推進しています。 

しかしながら、令和２（２０２０）年１月からの新型コロナウイルス感染症の流行により活動が制

限され、多くの事業の中止や延期等を余儀なくされました。 

また、小中学校の適正規模・適正配置を推進していくことで、地域コミュニティの希薄化が懸念さ

れます。 

更に、言葉や文化、習慣の違う外国人が地域に馴染めない状況も見られることから、今後は外国人

住民の参画を得て、地域の交流を促進していく必要があります。 

前期基本計画期間中においては、自治会連合会やコミュニティ協議会の活動、コミュニティ施設の

修繕等に支援を行うとともに、外国人住民に対して市のホームページや広報誌の外国語対応を行うな

ど、多文化の共生を図ってきました。 

災害時の対応など、共助の観点からも自治会活動の重要性はますます高まっていくことが予想され

ることから、自治会への支援やコミュニティ施設の充実等、継続的な支援が求められます。また、新

型コロナウイルス感染症対応の経験を生かし、今後の計画や事業を柔軟に立案・実施していく必要が

あります。 

 

■施策の課題 

１ 地域コミュニティ機能の向上・強化 

２ 地域のことは地域で解決できる体制づくり 

３ コミュニティ活動拠点の整備 

４ 外国人住民の地域での交流促進 

 

 

１－２ コミュニティ支援 －地域が自立するまちをつくります－ 
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■主な取り組み 

（１） 自治会等への支援 

自治会が地域コミュニティ形成の核となるよう、自治会の自立や活性化のための支援を行います。 

また、「地域のことは地域で解決できるまち」の実現に向け、自治会の役割を補完する地域協議会が地

域の特性を生かし、課題を解決するために行う事業等を支援します。 

【主な事業】 

○ 自治会等活動支援事業 

○ 自治会への加入促進 

○ 地域協議会支援事業 

 

（２） コミュニティ協議会への支援 

住みよい地域社会を実現するため、コミュニティづくりを広く市民運動として推進することを目的に

設立されたコミュニティ協議会が行う各種事業を支援します。 

【主な事業】 

○ コミュニティ協議会支援事業 

 

（３） コミュニティ施設の充実 

市民の積極的な地域活動を支援するとともに、自治会活動がしやすい環境を保つため、その拠点とな

る地域活動センターや自治会集会所などのコミュニティ施設を整備・充実させ、利用促進を図ります。  

また、住民票の交付などの住民サービスや地域の相談窓口となるよう、地域活動センターの機能を充

実させます。 

【主な事業】 

○ 地域活動センター運営事業 

○ 自治会集会所整備事業費補助金交付事業 

 

（４） 多文化の共生 

外国人住民に対する様々な情報発信や生活支援、交流支援の充実を図り、外国人住民が地域の一員と

して安全で安心して暮らせる環境づくりに取り組みます。 

また、市役所においても外国人住民が気軽に相談できる体制をつくります。 

【主な事業】 

○ 外国人住民に関わる交流支援事業 

○ 外国語での情報提供 

○ 外国人住民の相談体制の充実 
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■目標指標 

指標名(単位) 指標の説明 
現在値 目標値 

R3（2021） R9（2027） 

自治会加入世帯割合（％） 加入世帯数／全世帯数 ７１．１ ７２．０ 

自治会などの集まりや行事に参加して

いる割合（％） 

市民アンケート・市民

意識調査により、「参加

していない」を除いた

割合 

６０．７ 

（R2現在値） 
６５．０ 

 

■市民の役割 

・市民が自分の地域に愛着を感じ、地域の活動に関心を持つことが望まれます。 

・自治会をはじめとする地域団体や公民館、学校などの活動に、家族や友人と共に参加することが望

まれます。 

・互いの文化を認め合い、外国人住民との交流や地域生活における支援が望まれます。 

 

■関係計画等 

・羽生市まちづくり自治基本条例（平成２２（２０１０）年度施行） 

・羽生市協働のまちづくり指針（平成２３（２０１１）年度策定） 
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■施策の目的 

国内や外国の都市との交流を図り、他の都市の歴史・文化などへの理解を深めます。また、本市や

日本の情報を発信することで相互理解を深め、グローバル社会の中で国際人としての市民の自覚を促

し、他の都市の人々との交流を推進します。 

 

■関連するＳＤＧｓ 

   

 

 

 

 

 

■施策の現状             

本市は社会経済や文化のグローバル化が進む中、姉妹都市や友好都市との相互交流や、市民への情

報発信、交流都市への本市の紹介などを行っています。 

 海外の都市については、姉妹都市であるフィリピン共和国バギオ市やベルギー王国デュルビュイ市

との間で、青少年などが相互交流を行い友好を深めています。またアメリカ合衆国ミルブレー市とは、

本市の市民団体が訪問する他、中学校同士での交流を行うなど、国際理解を深める教育にも生かされ

ています。 

 今後も市民が参加する国際交流事業を充実させ、市民レベルで事業を進めるための国際交流協会へ

の支援や、青少年の国際理解を高めるための交流活動を継続して実施していきます。また、国際交流

市民の会による外国人への日本語教室やイベントを通じ、本市や日本文化の紹介などを行っていきま

す。 

国内の友好都市である福島県金山町とは、これまでも幅広い市民が相互のイベント等へ参加してい

ます。また、山梨県富士河口湖町とは観光・経済交流協定都市として、観光等での訪問や特産品のＰ

Ｒ・販売など、産業振興面での交流にも努めています。 

前期計画期間中には、新型コロナウイルス感染症の影響により人的交流が一時的に止まってしまい

ましたが、今後も交流を継続し、姉妹都市等の情報発信を強化していく必要があります。 

 

■施策の課題 

１ 市民の力を核とした市民が主役の交流の推進 

２ 姉妹都市・友好都市等との交流 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１－３ 都市交流・国際交流の推進 －多様な交流が行われるまちをつくります－ 
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■主な取り組み 

（１） 市民主導型の国際交流の推進 

国際交流協会や国際交流市民の会をはじめとする市民活動団体や教育機関などとも連携し、市民が主

体となって実施する国際交流活動の支援等を行います。 

【主な事業】 

○ 国際交流団体の活動支援 

○ 外国人向け日本語講座の開催支援 

○ 外国人との交流イベント等の開催支援 

 

（２） 姉妹都市・友好都市等との交流 

フィリピン共和国バギオ市との青少年の相互交流や、ベルギー王国デュルビュイ市及びアメリカ合衆

国ミルブレー市との交流事業を推進するとともに、ＡＬＴ（外国語指導助手）等への人材活用を図りま

す。 

福島県金山町及び山梨県富士河口湖町とはイベント参加や文化、観光・経済面での交流を推進すると

ともに、災害時の相互応援体制を継続します。 

また、交流都市に関する情報を広く市民に提供するとともに、交流都市へも本市の情報を提供します。 

【主な事業】 

○ 姉妹都市との交流事業 

○ 友好都市との交流事業 

○ 交流都市に関する情報発信 

 

■目標指標 

指標名(単位) 指標の説明 
現在値 目標値 

R3（2021） R9（2027） 

国際交流イベント参加者数（人） 
市が関わるイベント等

への参加者数 
※３６ ５８０ 

友好都市、観光・経済交流都市間相互交

流回数（回） 

金山町、富士河口湖町

との相互交流 
※２ １３ 

交流都市に関する情報発信回数（回） 
広報・ホームページで

の情報発信回数 
４ ６ 

 

■市民の役割 

・外国人と積極的に交流することが望まれます。 

・他の都市の文化や生活習慣などの違いを学ぶことが望まれます。 

・姉妹都市や友好都市等との交流が望まれます。 

 

■関係計画等 

・羽生市観光ビジョン（令和４（２０２２）年度策定） 
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■施策の目的 

 本市にかかわる歴史・伝統・文化を正しく理解し、次世代に継承していくとともに文化の振興を図り、

市民の心豊かな生活を実現します。 

 

■関連するＳＤＧｓ 

 

 

 

 

 

 

■施策の現状             

人口減少や高齢化などを背景に文化財の滅失や紛失等の防止が喫緊の課題となっており、地域の歴

史や文化を物語る文化財を把握し、適切な保護へとつなげていく必要があります。 

現在、国・県・市の指定を受けている文化財については、所有者や管理者へ管理手数料を支給する

とともに、説明板を設置し保護に努めています。 

また、社寺調査などの記録作成や郷土資料の整理も継続的に行い、埋蔵文化財についても適切な保

護に努めています。更に、獅子舞をはじめとする郷土芸能については、郷土芸能発表会を開催し、文

化の継承につながる機会を提供しています。 

国指定天然記念物「宝蔵寺沼ムジナモ自生地」に生育するムジナモは順調に繁茂しており、埼玉県

レッドデータブック「野生絶滅」からの脱却を目指しています。 

市民の自主的な文化活動を後押しするため、羽生市文化祭及び舞台芸能発表会の開催支援や、産業

文化ホール指定管理者による自主事業を実施し、令和 2（２０２０）年度以降は、新型コロナウイル

ス感染症の流行に対応した文化芸術の鑑賞機会と文化芸術活動、文化創造活動の場を提供しています。 

引き続き令和２（２０２０）年３月に策定した「羽生市文化芸術振興計画」に基づき、様々な分野

において市民が自ら創造的な芸術・文化活動に取り組んでいけるよう、文化芸術活動を推進していき

ます。 

 

■施策の課題 

１ 文化財の調査と研究の推進 

２ 文化財の保存と活用の推進 

３ 市民の文化活動の充実 

４ 文化活動拠点の整備 

５ ムジナモの保護 

 

 

 

 

 

 

 

１－４ 文化の継承・振興 －豊かな文化を伝え、創造するまちをつくります－ 
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■主な取り組み 

（１） 文化財調査の充実 

失われつつある地域の貴重な資料や文化財を発掘するための基礎調査を進め、地域の歴史や文化を理

解する上で貴重と考えられるものについては、詳細調査を実施し文化財指定へとつなげます。 

また、開発行為に伴う発掘調査や遺跡の保存目的の発掘調査などの埋蔵文化財調査を充実させます。 

 これらの調査の成果は、展示・講演・報告書等により公表することで、市民への還元を図ります。 

また、郷土資料館では、市内の社寺が所蔵する資料の調査を行い、貴重な文化財の保存と活用を進め

ます。 

【主な事業】 

○ 地域史発掘事業 

○ 埋蔵文化財・地誌・社寺調査 

○ 企画展等の開催 

 

（２） 適切な文化財の保存 

指定文化財を次世代へ継承するため、適切な維持・管理を推進します。 

また、文化財の持つ価値や魅力を発信するとともに活用し、文化財保護への理解と協力を得るため、

普及・啓発活動を実施します。更に、子どもたちに郷土芸能に接する機会を提供し、郷土芸能の継承を

促します。 

郷土資料館では、先人が残した文化遺産を調査・収集・整理・保存し、後世に引き継ぎます。また、

郷土への誇りと愛着心を育む学びの場を提供します。 

【主な事業】 

○ 文化財保存管理事業 

○ 文化財保護、普及・啓発・活用事業 

○ 子ども郷土芸能入門教室事業 

○ 企画展等の開催 

 

（３） 文化活動への支援 

「羽生市文化芸術振興計画」に基づき、様々な分野において市民が自ら創造的な芸術・文化活動に取

り組んでいけるよう、年齢・性別・ライフスタイルなどに応じた文化芸術の鑑賞機会と文化芸術活動、

文化創造活動の場を提供します。 

また、文化芸術活動の各種講座等の受講者が中心となって、地域での様々な文化芸術活動に取り組め

る環境づくりを進めます。 

【主な事業】 

○ 市民文化祭事業 

○ 文化的事業の開催 

○ 各種講座の開講 
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（４） 文化施設の充実 

産業文化ホールについて、指定管理者制度を活用するとともに計画的に維持管理することで、市民の

文化活動の拠点として充実させます。 

郷土資料館では、郷土に残された歴史的・文化的資料を後世に伝えるため、収蔵施設を適切な環境に

保つための整備を行います。 

【主な事業】 

○ 施設の基盤整備 

○ 収蔵施設の充実 

 

（５） ムジナモの生育環境の整備と自生地の活用 

平成２７（２０１５）年３月に策定した「宝蔵寺沼ムジナモ自生地保存管理計画」に基づき、羽生市

ムジナモ保存会等と連携・協力して、自生地内のムジナモの野生復帰と保護の継承に取り組みます。 

また、自生地内はムジナモだけではなく希少生物の宝庫でもあることから、現地見学会などの学習機

会を提供し、普及・啓発を図ります。 

【主な事業】 

○ ムジナモ自生地植生回復事業 

○ ムジナモ自生地普及事業 

 

■目標指標 

指標名(単位) 指標の説明 
現在値 目標値 

R3（2021） R9（2027） 

「文化財の保存及び活用に関する計画」

の策定件数（件） 
策定件数の累計 ３ ４ 

文化の継承・振興につながる事業数 
産業文化ホール自主事

業数 
１０ １０ 

宝蔵寺沼現地見学会の開催回数（回／

年） 
 ５ ８ 

 

■市民の役割 

・郷土の歴史・文化について、理解を深めることが望まれます。 

・文化財の保存や管理に協力することが望まれます。 

・郷土に残された文化的・歴史的資料の調査・保存に対する協力が望まれます。 

 

■関係計画等 

・宝蔵寺沼ムジナモ自生地保存管理計画（平成２７（２０１５）年３月策定） 

・史跡永明寺古墳保存活用計画（令和２（２０２０）年５月策定） 

・羽生市文化芸術振興計画（令和２（２０２０）年度～令和６（２０２４）年度） 

・第３次羽生市環境基本計画（令和３（２０２１）年度～令和１２（２０３０）年度） 
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■施策の目的 

市民一人ひとりが互いの人権を尊重し、差別されず、多様性を認め、共に支え合いながら生きがい

のある人生を送ることができるよう、人権が確立・擁護された明るい社会を実現します。 

 

■関連するＳＤＧｓ 

 

 

 

 

 

 

■施策の現状             

本市では、令和２（２０２０）年に人権教育・啓発を推進する指針として、「羽生市人権施策推進基

本方針」と「羽生市人権教育基本方針」を策定し、女性、子ども、高齢者、障がいのある人、同和問

題（部落差別）など、様々な人権課題を解決するため、地域や企業、学校等と一体となって、各種施

策を推進しています。 

特に同和問題（部落差別）については、平成２８（２０１６）年１２月に施行された「部落差別解

消推進法」や令和２（２０２０）年に策定した「同和行政基本方針」、同和教育基本方針」に基づき、

部落差別を解消するために民間運動団体と連携し、地域の実情に応じた事業を展開しています。 

前期基本計画期間中には、各種人権問題をテーマにした地域、企業、各種団体等への研修会や北埼

玉地区人権フェスティバルを開催し、人権意識の醸成に努めました。 

 人権相談や生活相談においては、必要に応じ関係機関との連携を図りながら、相談者に対し適切な

指導や助言等を行いました。 

集会所事業では、5 か所の市立集会所（下岩瀬・須影・桑崎・稲子・西新田）において、小・中学

生学級、女性学級、高齢者学級等の事業を実施しています。 

近年、全国各地でインターネットの匿名性を利用した人権侵害をはじめ、外国人に対する不当な差

別的言動（ヘイトスピーチ）、更には、性的少数者（ＬＧＢＴ）や新型コロナウイルス感染症を起因と

する偏見や差別など、顕在化する「新たな人権問題」への対応が求められています。 

 

■施策の課題 

１ 人権教育及び啓発事業の推進 

２ 相談支援体制の充実 

３ 各種人権課題の解決に向けた事業の推進 

４ 地域交流等の促進 

５ 「新たな人権問題」への対応 

 

 

 

 

１－５ 人権施策の推進 －誰もが尊重されるまちをつくります－ 
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■主な取り組み 

（１） あらゆる場を通じた人権教育・啓発の推進 

人権問題を身近な問題として捉え、人権を尊重する意識や態度を身につけるため、地域、学校、家庭、

職場等において、学習の機会を提供するとともに人権教育指導者の育成に努めます。 

また、学校では、児童・生徒の発達段階に応じて、参加体験型学習の人権感覚育成プログラムを活用

するなど、人権感覚を養う教育を推進します。 

【主な事業】 

○ 地域・企業・福祉関係者等人権研修会の開催 

○ 人権教育指導者研修会の開催 

○ 人権教育研修会の開催 

○ 人権ポスター・マンガ展の開催 

 

（２） 相談支援体制の充実 

女性や子ども、高齢者、障がいのある人、同和問題（部落差別）、新たな人権問題等、様々な人権相談

に応じるため、人権擁護の観点から、国や県、他市町村、関係機関等と連携協力するとともに研修参加

による相談員のスキルアップを図るなど、相談支援体制を充実します。 

【主な事業】 

○ 人権擁護委員による人権相談事業 

○ 生活相談事業 

○ 人権に関わる各種相談事業 

○ 各種教育相談事業 

 

（３） 分野別人権施策の推進 

女性や子ども、高齢者、障がいのある人、同和問題（部落差別）、性的少数者（ＬＧＢＴ）、外国人等

の人権課題の解決に向け、市民が各種人権問題を正しく理解し人権を尊重する心を醸成できるよう、各

種個別計画等に基づき人権に関わる各種施策を推進します。 

いじめ問題については、学校・行政・地域・関係機関等が情報共有及び連携を図り、未然防止や早期

解決に向けた取組を推進します。 

【主な事業】 

○ 人権課題別研修会の開催 

○ いじめの防止等に関わる協議会・審議会運営 
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（４） 交流の促進 

市立集会所を拠点とした文化活動や人権フェスティバルなどの交流活動を通じて、差別意識の解消や

人権意識の啓発を図るなど、民間人権団体と連携しながら地域住民との交流を深めるための事業を推進

します。 

【主な事業】 

○ 集会所事業 

○ 人権フェスティバルの開催 

 

■目標指標 

指標名(単位) 指標の説明 
現在値 目標値 

R3（2021） R9（2027） 

基本的人権が尊重されていると思う割

合（％） 

市民アンケート・市民

意識調査により、「尊

重されている」、「ど

ちらかといえば尊重さ

れている」を合わせた

割合 

６７．９ ７０．０ 

人権教育・啓発研修会への参加者（人） 

地区別研修会・職場等

研修会・公民館利用者

研修会・人権教育研修

会・人権教育指導者研

修会の参加延べ人数 

※６１７ ２，５００ 

人権教育指導者研修会参加者の理解度

（％） 

人権教育指導者研修会

参加者へのアンケート 
８９．５ ９２．５ 

 

■市民の役割 

・人権尊重の理念に基づき、人権問題を正しく理解し行動することが望まれます。 

・人権問題を正しく理解するため、各種人権研修会等へ積極的に参加することが望まれます。 

・ＳＮＳなどによるインターネット上での人権侵害を行わないよう、ルールやマナーなどを正し

く理解することが望まれます。 

 

■関係計画等 

・羽生市人権施策推進基本方針（令和 2（２０２０）年度～令和１１（２０２９）年度） 

・羽生市同和行政基本方針  （令和 2（２０２０）年度策定） 

・羽生市人権教育基本方針  （令和 2（２０２０）年度～令和１１（２０２９）年度） 

・羽生市同和教育基本方針  （令和 2（２０２０）年度策定） 

・羽生市いじめ防止等のための基本的な方針 （平成 2６（２０１４）年度策定） 
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■施策の目的 

 女性も男性も共に一人の人間として尊重され、多様性を認め合い、持っている力を十分に発揮できる

いきいきとした社会、そして性別によらず活躍できる社会の実現を目指します。 

 

■関連するＳＤＧｓ 

 

 

 

 

 

 

■施策の現状             

本市では、男女共同参画社会の実現に向けた行動方針として、令和元（２０１９）年８月に「第３

次男女共同参画基本計画」を策定し、市民や各種団体、事業者等と連携を図り、各種施策を効果的に

推進しています。しかし、依然として性別による固定的な役割分担意識や無意識の思い込み（アンコ

ンシャス・バイアス）が根強く残っており、社会のあらゆる場における男女共同参画の意識啓発が必

要です。 

 また、令和 2（２０２０）年からの新型コロナウイルス感染症の感染拡大は、ＤＶ（配偶者等から

の暴力）の増加やひとり親世帯等の雇用低迷、経済的な困窮等の問題など、特に女性の生活に大きな

影響を与えており、男女共同参画・ジェンダー平等実現の遅れが改めて顕在化しています。 

そのため、家庭や職場、地域など、あらゆる場面で男女が固定的な性別役割分担意識に捉われるこ

となく協力し、活躍できる男女共同参画社会の実現に向け、意識の啓発を図り、市民にとって身近な

男女共同参画につながる施策を展開することが必要です。 

このことに対し、男女が共に活躍できることを学ぶための学習機会や情報を提供するため、男女共

同参画に関する講演会や各種講座の開催、情報紙「みらい」の発行を実施しています。 

また、家庭内の問題については、潜在化しがちであるＤＶや健康、ハラスメントに関する相談など、

内容も多岐にわたっていることから、庁内体制及び関係機関との連携の強化を図る必要があります。 

更に、ワーク・ライフ・バランスの推進のため、仕事と子育て、介護との両立を社会全体で支えて

いく体制づくりが必要です。 

 

■施策の課題 

１ 個性を認め合う意識づくり 

２ あらゆる場面で男女が共に参画できる環境づくり 

３ いきいきと働ける環境づくり 

４ 人権が尊重されＤＶのないまちづくり 

 

 

 

 

 

１－６ 男女共同参画の推進 －男女が共に活躍できるまちをつくります－ 
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■主な取り組み 

（１） 男女共同参画意識の啓発 

固定的な性別役割分担意識にとらわれることなく、多様な生き方を認め合うために、男女共同参画の

視点に立った情報提供や学習機会の充実を図ります。 

【主な事業】 

○ 男女共同参画情報紙「みらい」の発行 

○ 女
ひと

と男
ひと

のフォーラムの開催 

○ 男女共同参画パネル展 

 

（２） 各種審議会等への登用促進 

市の政策や方針を決定する過程への女性の参画を促進するため、審議会等委員の公募拡大や専門的知

識を持つ「女性人材リスト」を活用し、審議会等への女性の登用を図ります。 

【主な事業】 

○ 審議会等委員の公募拡大 

○ 女性人材リストの周知・活用 

 

（３） 女性活躍の推進 

女性の起業やキャリアアップ、再就職等を支援するための情報や学習機会を提供します。 

また、女性の就労を支援するため、ハローワークなどの関係機関と連携し、就労に必要な情報を提供

します。 

【主な事業】 

○ 各種資格取得講座の開催 

○ 再就職準備セミナーの開催 

○ ふるさとハローワークとの連携 

 

（４） DV 防止推進体制の充実 

DV の根絶に向けて、被害者が相談しやすい環境を整備するとともに、関係機関が連携して被害者の

安全確保と自立に向けた支援を行います。 

また、誰もが暴力の被害者、加害者、傍観者とならないための意識啓発を行います。 

【主な事業】 

○ 女性相談事業 

○ DV被害者等支援事業 

○ DV防止啓発事業 
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■目標指標 

指標名(単位) 指標の説明 
現在値 目標値 

R3（2021） R9（2027） 

審議会等における女性委員の割合（％） 
女性委員数／審議会等

の委員数 
３１．３ ４０．０ 

固定的な役割分担に賛同しない人の割

合（％） 

市民アンケート・市民

意識調査により、「男は

仕事、女は家庭」とい

う考え方に「そうは思

わない」、「どちらかと

いえばそうは思わな

い」を合わせた割合 

７６．６ ８０．０ 

身の回りの男女の地位は平等と感じて

いる人の割合（％） 

市民アンケート・市民

意識調査により、「平等

である」という考え方

の割合 

１２．１ ３０．０ 

 

■市民の役割 

・男女ともに、固定的な性別役割分担意識に捉われず、多様な生き方を認め合うことが望まれます。 

・DV（配偶者等への暴力）は、決して許されないとの認識を持つことが望まれます。 

・家庭や職場、地域等において、女性の活躍を支援することが望まれます。 

 

■関係計画等 

・第３次羽生市男女共同参画基本計画（令和元（２０１９）年度～令和 10（２０２８）年度） 



     

 



     

 

 

 

 

 

政策２  子育て・教育 

 

～子どもを育て学びを高めるまちをつくる～ 
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■施策の目的 

 安心して子どもを産み育て、次代を担う子どもたちが地域の中で健やかに成長できるよう、妊娠・出

産・子育ての切れ目のない支援を行い、子育て家庭への支援や相談体制の充実を図り、「育つ楽しみ」

「育てる喜び」を実感できるまちにします。 

 

■関連するＳＤＧｓ 

 

 

 

 

 

 

■施策の現状             

 全国的な少子化・核家族化の進展に加え、令和 2（２０２０）年からの新型コロナウイルス感染症流

行の影響により、子育てを取り巻く環境は大きく変化し、子育てに不安を抱える家庭が増え、安心し

て子どもを産み育てるため、子育てに関する情報や子育て支援、経済的支援が必要とされています。 

 また、女性の社会進出による共働き世帯の増加等から低年齢児の保育や延長保育・土曜保育など、

保育ニーズは多様化し、学童保育へのニーズも増えています。 

 本市では、令和2（２０２０）年に「第2期羽生市子ども・子育て支援事業計画」を策定し、子育て

家庭等に対して妊娠・出産・子育ての切れ目のない支援を行っています。 

前期基本計画期間中において、「子育て世代包括支援センター」の設置及び地域子育て支援拠点「こ

どもひろば」の開設、並びに産後ケア事業の実施により、妊娠期から出産・子育てまでの切れ目ない

支援体制を整えました。引き続き安心して子どもを産み育てられるよう、子育て世帯のニーズを反映

したサービスの充実を図る必要があります。 

また、認定こども園への移行をはじめ、南学童・岩瀬学童保育施設の老朽化による施設の移転や、

川俣地区に学童保育室を開設したほか、市内医療機関内における病児保育室の施設整備を支援するな

ど、保育サービスの充実を図りました。更に、放課後子ども総合プランに基づき、放課後子ども教室

を 6 校で実施し、児童の健全な育成を図りました。今後更なる保育運営体制の充実を図るため、公立

保育所を集約し、保育事業を効率的に運営する必要があります。 

児童虐待通告件数が年々増加している中、子育て支援体制の強化が必要です。令和４年度に子ども

家庭総合支援拠点を設置し、関係機関や地域での子どもの見守り体制を強化しました。また、子ども

の貧困対策が課題となっており、今後、フードパントリー事業などへの支援の充実を図ります。 

また、令和５年度から新たに設置されるこども家庭庁の基本方針に基づき、こどもの視点で、こど

もを取り巻くあらゆる環境を視野に入れ、子育て家庭に寄り添った施策に取り組みます。 

 

 

２－１ 子育て支援の推進 －子育てを応援し、子どもが健やかに育つまちをつくります－ 
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■施策の課題 

1 子育て世代包括支援事業の推進 

2 保育サービスの向上 

3 児童虐待対応体制の充実 

4 子育て相談・支援体制の充実 

5 子育て家庭への経済的支援の推進 

 

■主な取り組み 

（１） 子育て世代包括支援事業の推進 

子育て世代の多様なニーズに対応できるよう、母子保健サービスや子育て支援サービスを一体的に提

供し、妊娠・出産から子育てまでの切れ目ない支援体制を整えます。 

また、乳幼児の健やかな成長を促進するため、赤ちゃん訪問や妊婦・乳幼児健診の実施など、親子の

健康づくりを推進します。 

【主な事業】 

○ 妊婦・乳幼児健診事業 

○ 赤ちゃん訪問事業 

○ 子育て相談事業 

 

（２） 保育サービスの向上 

延長保育や一時保育、障がい児保育、病児保育などを充実させるとともに、放課後児童の健全な育成

に努め、子育て家庭の状況や保護者のニーズに応じた保育サービスの充実と質の向上を図ります。 

また、公立保育所を集約し、保育事業を効率的に運営します。 

【主な事業】 

○ 延長保育事業 

○ 一時保育事業 

○ 障がい児保育事業 

○ 学童保育事業 

○ 病児保育事業 

 

（３） 児童虐待対応体制の充実 

子どもへの虐待を未然に防ぐために、児童相談所、警察、保健所、医療機関、保育所（園）、認定こど

も園、幼稚園、小・中学校等の関係機関と情報共有し、早期発見に努め、地域全体での見守り体制を強

化します。 

また、すべての子どもの健全育成のため、子どもとその保護者へ必要な支援を行います。 

【主な事業】 

○ 要保護児童対策地域協議会の運営 

○ 子ども家庭総合支援拠点事業 

○ 家庭児童相談室の運営 
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（４） 子育て相談・支援体制の充実 

子育てに関する悩みや不安を解消するため、地域子育て支援拠点や保健センターなどにおける相談機

能の充実に努めます。 

 また、ファミリー・サポート・センター事業や子育て支援ヘルパー事業など、子育て支援の充実を図

り、更に、放課後子ども教室において児童の健全な育成に努めます。 

【主な事業】 

○ 地域子育て支援拠点事業（子育て支援センター） 

○ ファミリー・サポート・センター事業 

○ 子育て支援ヘルパー事業 

○ 放課後子ども総合プラン推進事業 

 

（５） 子育て家庭への経済的支援の推進 

子育て家庭の経済的負担の軽減を図るため、子ども医療費や各種手当を支給します。また、ひとり親

家庭や子どもの貧困を支える事業への支援を行います。 

 更に、保育所（園）、認定こども園、幼稚園への保育料について負担軽減を図ります。 

【主な事業】 

○ 子ども医療費・ひとり親家庭等医療費・未熟児養育医療費助成事業 

○ 児童手当・児童扶養手当支給事業 

○ 多子世帯保育料軽減事業 

○ フードパントリー事業等への支援 

○ 就学援助費・特別支援教育就学奨励費支給事業 

 

■目標指標 

指標名(単位) 指標の説明 
現在値 目標値 

R3（2021） R9（2027） 

地域子育て支援拠点利用者数（人） 親子の利用延べ人数 ※７，９５２ １５，０００ 

赤ちゃん訪問（％） 訪問数／出生数 ９４．２ １００．０ 

保育待機児童数 （人） 
4/1時点の保育待機児

童数 
０ ０ 

 

■市民の役割 

・地域全体で子どもを育てるという意識を持ち、子育てに参加することが望まれます。 

・児童虐待が疑われるケースに遭遇した際には、すぐに関係窓口に通報することが望まれます。 

 

■関係計画等 

・第 2 期羽生市子ども・子育て支援事業計画（令和 2 年（２０２０）年度～令和 6（２０２４）年度 
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■施策の目的 

家庭で基本的な生活習慣の習得などのしつけができ、子どもの社会性が育ち、子どもと保護者のコ

ミュニケーションが図られるように、家庭教育を推進します。 

また、家庭・地域・行政等の関係機関が連携し、安心して教育に取り組める環境を整えることで、

子どもたちの健全な育成を図ります。 

 

■関連するＳＤＧｓ 

 

 

 

 

 

 

■施策の現状             

近年、情報技術の発展に伴い、スマートフォンやＳＮＳ等の普及によるコミュニケーションツール

の多様化や新型コロナウイルス感染症流行の影響など、子どもを取り巻く環境は大きく変化していま

す。 

また、共働き世帯の増加や地域のつながりの希薄化等から、家庭や地域での教育力の低下が指摘さ

れており、幼児期からの成長過程における教育の充実について、一層の環境整備や支援が求められて

います。 

前期基本計画期間中においては、親が親として育つ力をつけるための「親の学習」講座や親子で共

に学ぶ機会を提供するための「家庭教育支援講座」等を、子育て支援に係る市民活動団体と協働で開

催しました。また、各公民館では家族で参加できる講座を開催することで、様々な体験を通した子ど

もと保護者の触れ合う時間を創出しています。 

更に、乳幼児の言葉の発達と創造力豊かな発育を促すため、子どもと保護者で絵本に触れ合う機会

を提供するブックスタート事業やセカンドブック事業を行っているほか、令和３（２０２１）年３月

に策定した「第３次羽生市子ども読書活動推進計画」に基づき、家庭や保育所（園）、認定子ども園、

幼稚園、学校、図書館、地域等、社会全体で子どもの自主的な読書活動を支える環境づくりを進めて

います。 

今後は、各保護者の教育に関する意識の変化や家庭教育そのものへの興味の低下、新型コロナウイ

ルス感染症対策などを考慮し、保護者ニーズを的確に把握するとともにＮＰＯ法人等の民間活力を活

用するなど、各種講座や事業の見直し及び内容の充実を図っていく必要があります。 

 

■施策の課題 

１ 家庭教育支援事業の拡大と充実 

２ 家族で触れ合う時間の創出 

３ 子どもの読書活動の推進 

 

 

 

２－２ 家庭教育の充実 －豊かな家庭教育を進めるまちをつくります－ 
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■主な取り組み 

（１） 子育て世代対象講座の拡充 

子育て支援に係る市民活動団体の活動を支援し、民間との協働による家庭教育支援講座を開催するこ

とにより、家庭教育支援が継続的に行われる環境を整備します。 

【主な事業】 

○ 家庭教育支援講座の開催 

○ 親の学習講座の開催 

 

（２） 家族で触れ合う時間の創出 

公民館、学校、体育館、図書館等で、家族で参加できる講座等を開催し、様々な体験を通した親と子

の触れ合う時間を創出します。 

図書館では、おはなし会等の開催により、子どもと保護者で触れ合う機会を創出し、感情豊かな子育

てを支援します。 

また、親子で本に触れる機会を増やすため、「おうち図書館」・「家読
うちどく

の日」を推奨していきます。 

【主な事業】 

○ 親子で参加できる講座等の開催 

○ ちいさなおはなし会・おはなし会 

○ 「おうち図書館」・「家読
うちどく

の日」推奨事業 

 

（３） 子どもの読書活動の推進 

「第３次羽生市子ども読書活動推進計画」に基づき、すべての子どもたちが読書に親しみ、読書を楽

しむ習慣を身に付け、表現力や創造力、豊かな心を育むために、子どもの自主的な読書活動を支える環

境整備を推進します。 

図書館では、小学校３年生を対象に、本を紹介し自発的な読書活動を促すブックトーク事業を行って

いきます。 

また、１０か月児及び３歳児に絵本を贈る事業の実施により、読み聞かせや読書習慣の定着を図り、

子どもたちの健やかな心の成長を促します。 

【主な事業】 

○ 家読
うちどく

の推進・子ども読書の日等の普及 

○ 小・中学生の読書習慣化の推進 

○ ブックトーク事業 

○ ブックスタート事業・セカンドブック事業 
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■目標指標 

指標名(単位) 指標の説明 
現在値 目標値 

R3（2021） R9（2027） 

家庭教育支援講座、家族で参加できる講

座への参加延べ人数（人） 

親の学習講座等、市・

教育委員会が主催、共

催している講座への参

加者数 

※５５９ １，４００ 

図書館おはなし会等への参加人数（人） 

ちいさなおはなし会・

おはなし会・その他季

節ごとのおはなし会等

の参加者数 

※２５５ １，２００ 

子どものための本（おうち図書館）が家

庭にある保護者の割合（未就学児の保護

者）（％） 

市民アンケート・市民

意識調査 
６１．１ ７５．０ 

 

■市民の役割 

・保護者が自ら学ぼうとする意識の醸成が望まれます。 

・家庭教育支援講座や家族で楽しめる講座への積極的な参加が望まれます。 

・おはなし会等への積極的な参加が望まれます。 

・子どもが興味をもって楽しく読書をするために、保護者が読書に関心を持つことが望まれます。 

 

■関係計画等 

・第２期羽生市教育振興基本計画（令和元（２０１９）年度～令和５（２０２３）年度） 

・第３次羽生市子ども読書推進計画（令和３（２０２1）年度～令和７（２０２５）年度） 

・第 2次羽生市立図書館運営基本計画（令和元（２０１９）年度～令和５（２０２３）年度） 
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■施策の目的 

 変化の激しいこれからの社会を生き抜くため、学校・家庭・地域が三位一体となり、「知・徳・体・

コミュニケーション能力」を向上させ、子どもたちの「生きる力」を育みます。 

 

■関連するＳＤＧｓ 

 

 

 

 

 

 

■施策の現状             

前期基本計画期間中の平成２８（２０１６）年度に１校でスタートした羽生市版コミュニティ・ス

クールは、現在、文部科学省の目指す学校運営協議会（コミュニティ・スクール）として、市内全て

の小・中学校に設置され、地域とともにある学校づくりを着実に推進しています。 

 学力向上の重要な力であるコミュニケーション能力育成の一環として、プレゼンテーションコンク

ールを平成２７（２０１５）年度から令和元（２０１９）年度まで実施し、子どもたちの表現力向上

につながりました。 

 加えて、国際化社会で活躍できる人材を育成するため、英語教育を充実（村君地区英語村推進事業、

岩瀬グローバルスクール事業、ＡＬＴの充実）させました。 

また、いじめについて積極的に認知し、早期対応を行うとともに不登校児童生徒に対して組織的な

支援体制を整え、より良く生きるための道徳教育の充実を図り、「生きる力」を育み続けています。 

文部科学省ではＧＩＧＡスクール構想を強力に推進しており、本市においても、子どもたち一人一

台の学習用パソコンの配備と校内情報通信ネットワークの整備が完了し、今後も ICT を活用した教育

を積極的に推進していきます。 

令和 2年（２０２０）年1 月からの新型コロナウイルス感染症の拡大により、全校一斉臨時休業を

余儀なくされるなど教育課程に大きな影響がありましたが、現在は、一人一台学習用パソコンの活用

を推進し、学校が臨時休業となった場合においても、学びを保障できる環境を整えており、教育課程

の柔軟な対応も図っていきます。 

今後の取組として、前期基本計画の成果に加え、学校の再編成については、「羽生市立小中学校適正

規模・適正配置に関する基本方針」に基づき、将来の子どもたちにとってより良い学びの場を確保で

きるよう努めます。 

学力については、小学生、中学生共に向上しており、成果がみられていますが、より一層の向上を

目指し授業改善を進めていきます。 

 

 

 

 

 

 

 

２－３ 義務教育の充実 －生きる力を育み、特色のある教育を行うまちをつくります－ 
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■施策の課題 

1 「生きる力」を育むための「知・徳・体・コミュニケーション能力」を向上させる教育の実現 

2 教員の資質能力「教師力」の向上 

3 教育における ICT 環境の整備及び ICT の活用推進 

4 学びやすい教育環境の整備及び学校の再編成 

5 学校教育における食育指導の実施と地産地消の推進による郷土を愛する心の育成 

６ 学校・家庭・地域が三位一体となった学校づくり 

７ 国際化社会での活躍に向けた英語力の向上 

 

■主な取り組み 

（１） 「知・徳・体・コミュニケーション能力」の向上による「生きる力」の育成 

「生きる力」を育み、信頼される学校をつくるため、「知・徳・体・コミュケーション能力」の向上を

図ります。 

 また、学力向上のため、羽生市内一斉の学力テストを実施するとともに、希望者参加型の学力アップ

羽生塾の取組を支援します。 

コミュニケーション能力を育み、思考力・判断力・表現力を向上させるため、主体的・対話的で深い

学びに向けた授業改善を図ります。 

GIGAスクール構想の実現に向け､教育 ICT 環境を整備し、ICT の活用を推進します。 

【主な事業】 

○ 羽生市学力アップテスト事業 

○ 学力アップ羽生塾事業 

○ いじめ問題調査審議会の運営 

○ ＧＩＧＡスクール構想の推進 

 

（２） 教員の資質能力向上 

子どもたちの教育を充実させるため、指導法などの研究を各学校やグループ、個人に委嘱し、教職員

の資質向上を支援します。 

 また、経験豊富な指導者による研修を実施し、中堅・若手教職員の指導力向上を図ります。 

更に、優れた教職員に対する表彰制度の実施により、教職員にやる気と自信を持たせ、指導力の向上

につなげるとともに学校現場における業務の改善に取り組みます。 

【主な事業】 

○ 教員奨励研究事業 

○ 埼玉大学教育学部附属小学校及び附属中学校との連携 

○ 田舎教師育成塾事業 

〇 学校における業務の改善 
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（３） 学校の再編成 

子どもたちが集団の中で多様な考えに触れ、お互いに切磋琢磨しながら成長できる環境づくりを目指

し、学校の再編成を実施します。 

【主な事業】 

○ 羽生市立小中学校適正規模・適正配置に関する基本方針に基づく学校の再編成 

 

（４） 学校施設・設備の計画的な改修 

子どもたちの学習効果を高め、安心して学校生活を送ることができるように、老朽化した教育施設・

設備の改修を計画的に実施します。 

【主な事業】 

○ 施設・設備の計画的な改修事業 

 

（５） 学校教育における食育の推進 

各小・中学校において、子どもたちや保護者を対象に、栄養教諭が中心となり、朝食をはじめとする

食事を摂取することの重要性や栄養バランスなど、食に関する指導を実施します。 

 また、地産地消を推進し、郷土食豊かな献立による安全で安心な学校給食を提供します。 

 更に、「海外姉妹都市給食」の提供を行い、食文化の違いを体感することで、国際感覚を養成します。 

【主な事業】 

○ 食育指導の実施 

○ 地産地消を推進した安全で安心な給食の提供 

○ 季節感をもった献立作り事業 

 

（６） 学校・家庭・地域が三位一体となった学校づくり 

学校の授業公開や広報活動を積極的に行い、また、ともにつくる学校行事、地域行事を充実させ、家

庭と地域が一体となった学校づくりを行います。特に、羽生市学校運営協議会委員、学校応援団との協

力を強固なものとし、学校経営、学習支援、環境整備などを充実させ、三位一体となった学校づくりを

推進します。 

【主な事業】 

○ 学校運営協議会による家庭と地域が一体となった学校づくり 

○ 羽生市地域人材による学校支援事業 
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（７） 英語力の向上 

「令和２年度新学習指導要領」の小学校全面実施に伴う小学校中学年の外国語活動、高学年の外国語

科の導入にあたり、子どもたちの英語力を向上させるため、ＡＬＴの充実などの英語教育推進事業、地

域ぐるみで英語教育を推進する村君地区英語村推進事業、英語検定料補助による英語力向上を図ります。 

【主な事業】 

○ 英語教育推進事業（ＡＬＴの充実） 

○ 村君地区英語村推進事業 

○ 英語検定料補助事業 

 

■目標指標 

指標名(単位) 指標の説明 
現在値 目標値 

R3（2021） R9（2027） 

埼玉県学力学習状況調査（小４から中３

までの国、算・数、英の正答率） 

英は中２、中３実施 

県平均正答率との差 

小－国と算の合計 

中－国と数と英の合計 

小 ＋１．０ 

中 －３．９ 

小 ＋２．０ 

中 ±０ 

学校応援団等参加人数（人） 
学校応援団、学校運営

協議会等参加延べ人数 
２６，４６２ ２７，０００ 

英語検定３級以上の取得者の人数割合

（％） 

中学校３年生の英語検

定３級以上の取得者の

割合 

２０ ５０ 

 

■市民の役割 

・各家庭における家庭学習の定着、規則正しい生活習慣の確立が望まれます。 

・学校運営協議会や学校応援団への参加が望まれます。 

 

■関係計画等 

・羽生市立小中学校適正規模・適正配置に関する基本方針（令和 4（２０２２）年 3月策定） 

・第 2期羽生市教育振興基本計画（令和元（２０１９）年度～令和 5（２０２３）年度） 
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■施策の目的 

 市内にある高等教育機関等と小・中学校との連携をより一層深めることで、子どもたちの学びの場を

広げます。 

 また、学んだ成果を発表できる場を提供するとともに、高等学校や大学において市民が参加できる

開放講座を開設するなど、専門的教育力を有効活用することで、教育力を向上させます。 

 

■関連するＳＤＧｓ 

 

  

 

 

 

 

■施策の現状             

本市には、短期大学と特色ある県立高校が５校あり、小・中学校や地域などでは、それらの高等教

育機関等と連携を図っています。 

前期基本計画中の具体的な取り組みとしては、「羽生市学びあい夢プロジェクト事業」を推進し、合

同出前授業やふれあい学習等の活動を通して、子どもたちの学びの場を広げ、健やかな成長につなげ

ました。 

また、「子ども大学はにゅう」では、市内小学４年生から６年生を対象に、「生き方学・はてな学・

ふるさと学」をテーマとして羽生の文化や産業の歴史等を学ぶ体験型の講座を行うとともに、異年齢

交流事業として卒業生をサポーターに迎え、実施内容の充実を図っています。 

専門教育の連携・促進として実施した高校生インストラクター講座では、高校生が講師となり、地

域の方々を対象とした講座を主体的に企画・立案することで、地域社会への積極的な参画意識を醸成

するとともに、高校生の持つ活力や学校生活及び部活動で培った知識や経験、技術を還元し地域活性

化を図っています。 

更に、埼玉純真短期大学との間では、平成２６（２０１４）年１１月に締結した「地域連携協力に

関する協定書」に基づき、より充実した連携事業に取り組んでいます。 

一方、新型コロナウイルス感染症の流行により、令和２（２０２０）年１月以降は活動が制限され、

多くの事業が中止や延期等を余儀なくされました。 

今後とも、学んだ成果を発表できる場を提供するとともに、高等学校や大学において市民が参加で

きる開放講座を開設するなど、専門的教育力を有効活用することで、教育力の向上を図ります。 

また、新型コロナウイルス感染症対応の経験を生かし、今後の計画や事業を柔軟に立案・実施して

いく必要があります。 

 

■施策の課題 

１ 高等教育機関と小・中学校の高度な連携 

２ 子どもたちが積極的に参加したくなる学びの場の提供 

３ 短期大学との協定を生かした連携 

 

２－４ 高等教育機関等との連携 －専門的教育力を生かすまちをつくります－ 
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■主な取り組み 

（１） 学びの場の提供 

市内にある短期大学、県立高校、中学校、小学校、保育所（園）、認定子ども園、幼稚園が連携し、継

続して子どもたちの学びの場を提供し、健やかな成長につなげる「羽生市学びあい夢プロジェクト事業」

を推進します。 

また、大学教授など専門的な指導者から直接学ぶことで、子どもたちの知的好奇心を刺激する「子ど

も大学はにゅう」を市内関係機関と連携して展開します。 

【主な事業】 

○ 羽生市学びあい夢プロジェクト事業 

○ 子ども大学はにゅう実施事業 

 

（２） 専門的教育の連携・促進 

高等教育機関が持つ専門的な教育や施設を活用し、高校生インストラクター講座や短期大学のオープ

ンカレッジ、特別支援教育支援相談事業などを開催します。 

【主な事業】 

○ 短期大学との協定を生かした連携事業 

○ 高校生インストラクター講座 

○ 特別支援教育支援相談事業 

 

■目標指標 

指標名(単位) 指標の説明 
現在値 目標値 

R3（2021） R9（2027） 

「子ども大学はにゅう」修了人数（人） 年間の修了人数 ０ ４０ 

高校生インストラクター講座開催数（講

座） 
 ※０ ５ 

 

■市民の役割 

・「子ども大学はにゅう」などの各種講座や交流事業への積極的参加が望まれます。 

 

■関係計画等 

・第２期羽生市教育振興基本計画（令和元（２０１９）年度～令和５（２０２３）年度） 
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■施策の目的 

誰もがいつでも学ぶことができ、生涯学習に取り組める環境づくりを進め、市民の自主・自立的な

地域活動を支援するとともに、グローバル化に向けた国際理解教育に取り組み、様々な世代の市民が

自由に楽しく学んだことを生かせる地域社会をつくります。 

 

■関連するＳＤＧｓ 

 

 

 

 

 

 

■施策の現状             

本市では、市民が生涯にわたって学び続けられるよう、多様化した市民ニーズに応じた新しい講座

を企画するなど、時代に即した学びの機会を提供するとともに、生涯学習活動を通して地域社会の中

心となるリーダーを育成し、学びの循環に取り組んでいます。 

また、誰もが安心して学ぶことができるよう、計画的に生涯学習施設の維持管理を実施しています。 

図書館では、蔵書検索機能やホームページをリニューアルするなど、「調べる」という利用者のニ

ーズに応えられるよう、サービスの充実に努めています。 

前期基本計画期間中においては、公民館による各種主催講座や高齢者大学を開催し、誰もがいつで

も学ぶことができる環境づくりを進めてきました。また、市民講師登録制度を開始し、生涯学習リー

ダーの育成を図っています。 

学習成果を生かす機会の提供として、公民館まつり等の開催や文化団体への支援を行い、文化祭や

舞台芸能発表会、郷土芸能発表会等の発表の場を提供し、図書館・郷土資料館では、紙芝居講座やふ

るさと講座などを開催し生涯学習の推進に努めています。 

また、社会のグローバル化に対応するため、世界で活躍できるひとづくりを目指し、岩瀬英会話講

座などを開催し、国際理解教育の推進を図っています。 

一方、新型コロナウイルス感染症の流行により、令和２（２０２０）年１月以降は活動が制限され、

多くの事業が中止や延期等を余儀なくされました。 

引き続き、誰もが生涯にわたって学び続けられるよう、生涯学習の推進、生涯学習活動拠点の計画

的な整備を進めていくとともに、新型コロナウイルス感染症対応の経験を生かし、計画や事業を柔軟

に立案・実施していく必要があります。 

 

  

２－５ 生涯学習の推進 －誰もがいつでも学べるまちをつくります－ 
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■施策の課題 

１ 市民の学習機会の充実 

２ 活動拠点の整備・充実 

３ 学習成果の発表の場や活用する機会の充実 

４ 図書館の充実 

５ 国際理解教育の推進 

 

■主な取り組み 

（１） 生涯学習リーダーの育成 

市民の多様な生涯学習活動を支援するため、多世代が参加し交流できるように講座内容を充実させま

す。 

また、市民自らが先頭に立ち、学びの循環を促進できるよう、市民が主体的に講座やイベントの企画

運営に参画できる仕組みづくりのため、「市民講師登録制度」を活用するなど、生涯学習リーダーの育

成を支援します。 

【主な事業】 

○ 文化教養講座の開催 

○ 健康づくり講座の開催 

○ 市民講師登録制度の活用 

 

（２） 活動拠点の整備 

生涯学習活動の拠点である、公民館、図書館・郷土資料館及び産業文化ホールを適切に維持管理する

ため、計画的に工事や修繕を行い、生涯学習に取り組める環境づくりを推進します。 

また、障がいのある方も安心して利活用できるよう、バリアフリー化へ対応していきます。 

【主な事業】 

○ 生涯学習施設改修整備事業 

 

（３） 学習成果を生かす場の提供 

公民館まつりや文化団体の活動において、サークル活動等で作成した作品の展示や各種団体の舞台発

表の場を設けるなど、多くの人が学習成果を表現できる場を提供します。 

また、自ら講師などとして活躍できる場を提供し、学んだことの成果を生かすことのできる機会をつ

くります。 

【主な事業】 

○ 公民館まつりの開催 

○ 文化団体支援事業 
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（４） 図書館の充実 

生涯を通して学ぼうとする市民のニーズに応えるため、地域の資料をはじめ、様々な分野の資料の収

集や保管、提供に努めます。 

また、憩いの場として利用しやすい施設となるよう、図書館サービスの充実を図ります。 

【主な事業】 

○ 蔵書の充実 

○ 映画会・大人のためのおはなし会の開催 

 

（５） 国際理解教育の推進 

社会のグローバル化に対応するため、地域における英語教育の推進などを通じ、世界で活躍できる人

づくりを目指します。 

【主な事業】 

○ 岩瀬英会話講座の開催 

○ 村君地区英語村推進事業 

○ 国際化推進員の設置 

 

■目標指標 

指標名(単位) 指標の説明 
現在値 目標値 

R3（2021） R9（2027） 

公民館利用者数（人） 
各公民館利用者数の

合計 
※５２，１６４ １２５，０００ 

公民館登録サークル・団体数 
各公民館の登録サー

クル・団体数の合計 
２６３ ３００ 

図書館等来館者数（人） 
図書館・郷土資料館の

来館者数 
※８１，６３２ １２０，０００ 

図書貸出冊数（冊） 
一般・児童・雑誌の貸

出冊数 
※２１５，７２２ ２４０，０００ 

 

■市民の役割 

・公民館等の講座やサークル活動への積極的な参加が望まれます。 

・生涯学習リーダーや講座の講師として、自らの学びを地域に還元することが望まれます。 

・学習の場、憩いの場として図書館を利用することが望まれます。 

 

■関係計画等 

・第２期羽生市教育振興基本計画（令和元（２０１９）年度～令和５（２０２３）年度） 

・第３次羽生市子ども読書推進計画（令和３（２０２１）年度～令和７（２０２５）年度） 

・第２次羽生市立図書館運営基本計画（令和元（２０１９）年度～令和５（２０２３）年度） 
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政策３ 福祉・健康  

 

～元気で助け合えるまちをつくる～ 
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■施策の目的 

 誰もが住み慣れた地域で、安心して自立した生活が送れるよう、地域における助け合い・支え合い

など、地域共生社会の実現に向けた地域づくりと包括的な支援体制の構築を推進します。 

 

■関連するＳＤＧｓ 

 

 

 

 

 

 

■施策の現状             

誰もが安心して地域で暮らしていくためには、一人ひとりの状況に応じた支援が必要です。また、

近年の多様化・複雑化・複合化した地域社会の課題に対応するため、制度・分野ごとの縦割りや支え

手、受け手という関係を超え、包括的に支援することが重要になっています。そのためには、関係機

関や団体等が連携し、情報共有によるネットワーク化を図りながら、適切なケアマネジメントを行う

とともに、市民や企業等による公的制度以外のサービスも含め、多様な主体による支え合い活動を推

進していく必要があります。 

前期基本計画期間中には、地域の担い手となる各種サポーターやボランティアリーダーの育成を行

うとともに、地域活動やボランティア活動に関する情報共有を行い、地域での支え合い・声かけの重

要性をより多くの市民の方に理解してもらえるように周知・啓発を進めました。 

これまで平成２８（２０１６）年３月に策定した「第２期地域福祉計画及び地域福祉活動計画」に

基づき、計画の推進や各事業の取組を行い、安全・安心に暮らせる環境を充実させてきました。 

また、地域包括支援センターや子育て世代包括支援センターなどにおける相談体制を充実させ、地

域包括支援体制を構築しました。 

更に、災害時に高齢者や障がいのある方の避難等が円滑に行えるよう、避難行動要支援者名簿を整

備するとともに、支援者による平常時の見守り強化のため、同名簿への登録制度を推進しました。 

今後も課題を抱える個人や世帯は増加すると見込まれるため、「改正社会福祉法」等を反映した「第

３期羽生市地域福祉計画及び地域福祉活動計画」（令和４年（２０２２）年３月策定）を着実に進め、

地域共生社会づくりを推進します。 

 

■施策の課題 

１ 意識啓発と担い手づくり 

２ 助け合い・支え合いの仕組みづくり 

３ 安全・安心に暮らせる環境づくり 

４ サービスを適切に受けられる相談体制の充実 

 

 

 

 

３－１ 地域福祉の推進 －誰もが地域で健やかに暮らせる助け合いのまちをつくります－ 
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■主な取り組み 

（１） 意識啓発と担い手づくり 

羽生市社会福祉協議会と共に、「地域福祉計画及び地域福祉活動計画」の意義や重要性を市民に周知し、

適切な情報提供と意識啓発を行います。 

また、社会福祉協議会、自治会、民生委員・児童委員と連携し、地域の担い手づくりや地域活動リー

ダーの育成を進めます。 

【主な事業】 

○ 「地域福祉計画及び地域福祉活動計画」の周知 

○ 情報提供の充実 

○ 人材育成の推進 

 

（２） 助け合い・支え合いの仕組みづくり 

自助・共助を推進するため、近所や地域で助け合い、支え合う関係を築く取組を支援し、地域の多世

代が交流を深めることができる場所づくりと、地域の見守り活動を推進します。また、全ての世代で活

用できる新しい地域包括支援体制の仕組みづくりを進めます。 

【主な事業】 

○ 近所づきあいの促進と地域活動の促進 

○ 地域見守りネットワークの構築 

○ 地域包括支援体制の構築 

 

（３） 安全・安心に暮らせる環境づくり 

誰もが住み慣れた地域で安全・安心に暮らし、健康で生きがいのある日常生活が送れるよう、保健・

医療・介護の体制を整備するとともに、公共施設・交通環境などのバリアフリー化を推進します。 

また、自治会や民生委員・児童委員による地域の見守りと声かけ等で地域のつながりを強化し、災害

などの緊急時に要支援者への対応ができる体制づくりを支援します。 

【主な事業】 

○ 健康づくり・生きがいづくりの充実 

○ 避難行動要支援者の個別避難計画の作成推進と管理 

 

（４） 保健福祉サービスを適切に受けられる体制づくり 

生活困窮者、ひとり親家庭、引きこもり、ケアラー・ヤングケアラーなど様々な困難を抱える市民を

早期に発見し対応するため、包括的な相談支援体制を充実させます。また、複雑・多様な社会保障制度

や保健福祉サービスを市民が適切に利用できるように、情報提供機能を充実させます。 

地域の中での身近な相談相手である民生委員・児童委員の活動を支援し、連携を更に強化します。 

【主な事業】 

○ 相談支援体制の充実 

○ 民生委員・児童委員協議会活動への支援 
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■目標指標 

指標名(単位) 指標の説明 
現在値 目標値 

R3（2021） R9（2027） 

ボランティア登録団体数（団体） 
社会福祉協議会への登

録団体数 
４３ ５０ 

地域見守りネットワーク協定締結事業

所数（事業所） 

日常業務内での見守り

について協定を締結し

ている事業所数 

４１ ４５ 

民生委員・児童委員の定足率（％） 
民生委員・児童委員の

定数に対する充足率 
９９．０ １００．０ 

 

■市民の役割 

・地域福祉に対する理解を深め、地域社会の一員であるという自覚を持つことが望まれます。 

・地域における福祉活動の担い手になることが望まれます。 

・保健福祉サービスの適切な利用が望まれます。 

 

■関係計画等 

・第３期羽生市地域福祉計画及び地域福祉活動計画 

 （令和４（２０２２）年度～令和８（２０２６）年度） 

・第８期羽生市高齢者福祉計画及び介護保険事業計画 

 （令和３（２０２１）年度～令和５（２０２３）年度） 

・第３期羽生市障がい者計画（平成３０（２０１８）年度～令和５（２０２３）年度） 

・第６期羽生市障がい福祉計画（令和３（２０２１）年度～令和５（２０２３）年度） 

・第２期羽生市障がい児福祉計画（令和３（２０２１）年度～令和５（２０２３）年度） 

・第２期羽生市子ども・子育て支援事業計画（令和２（２０２０）年度～令和６（２０２４）年度） 

・第３次羽生市健康づくり計画（令和４（２０２２）年度～令和８（２０２６）年度） 
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■施策の目的 

 障がいのある方もない方も、誰もがお互いに人格や個性を尊重しながら、地域の中で共に暮らせる共

生社会を目指し、障がいのある方が社会の一員として安心して暮らし、働けるまちを実現します。 

 

■関連するＳＤＧｓ 

 

■施策の現状             

本市の障害者手帳等の所持状況は、令和３（２０２１）年３月末現在、身体障害者手帳１，６４６

人、療育手帳５２８人、精神障害者保健福祉手帳４３９人、自立支援医療（精神通院）利用者８０５

人となっており、手帳等の所持者は年々増加傾向にあります。 

平成 30（２０１９）年４月には、障害者総合支援法が改正され、障がい者（児）が個人の尊厳にふ

さわしい日常生活・社会生活を営むため、必要な障がい福祉サービスや地域支援事業の提供等を実施

しています。 

本市においても、障がい者支援を推進するため、広報誌等による理解促進や「羽生市障がい者計画」

等の策定・推進、「障害者差別解消法」及び「障害者虐待防止法」の周知・啓発に取り組んでいます。 

また、障がい福祉サービスについても適正に実施するとともに、相談支援事業や就労支援事業を推

進することで、より一層の充実に努めています。 

前期基本計画中には、「第６期羽生市障がい福祉計画」・「第２期羽生市障がい児福祉計画」を策定し、

令和３年度から３年間の福祉サービスの見込みや確保方策の目標を設定し、支援を行いました。 

また、行田市、加須市と共同で、北埼玉地域障がい者支援協議会を開催し、地域課題や取組状況の

確認、障害者差別解消に関する調査報告を行いました。 

相談支援事業を障がい者支援を行う社会福祉法人に委託することにより、相談支援体制の充実が図

られましたが、今後の更なる相談支援体制の強化や整備をするにあたり、基幹相談支援センターの設

置について検討します。 

「障がい」の表記について 

本市では、「障害」の「害」という字からくる印象を考慮し、法令等で定められている項目や固有の名

称を除き「障がい」とひらがなで表記します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３－２ 障がい者支援の推進 －障がい者が安心して暮らし働けるまちをつくります－ 



     

80 

■施策の課題 

１ 障がい者への理解促進  

２ 障がい者の権利擁護   

３ 相談支援体制の充実  

４ 雇用や就労の促進    

５ 障がい者の社会参加への支援  

 

■主な取り組み 

（１） 障がい者への理解促進 

様々な障がいについて、正しく理解し、障がい者への差別や偏見をなくすよう啓発を進め、障がい者

が地域の中で自分らしく、安心して暮らすことができるよう支援します。 

【主な事業】 

○ 広報誌やホームページを活用した広報・啓発 

○ 「羽生市障がい者計画」、「羽生市障がい福祉計画」及び「羽生市障がい児福祉計画」の周知 

 

（２） 障がい者の権利擁護 

「障害者差別解消法」及び「障害者虐待防止法」の周知・啓発を図り、差別や虐待を防止します。 

また、差別や虐待についての相談窓口及び差別事例の共有化や紛争解決を図るための障害者差別解消

支援地域協議会の適切な運営、障がい者の権利を守るため「成年後見制度」の普及・啓発を行います。 

【主な事業】 

○ 「障害者差別解消法」及び「障害者虐待防止法」の周知・啓発 

○ 相談窓口の運営 

○ 障害者差別解消支援地域協議会の運営 

○ 成年後見制度利用支援事業 

 

（３） 総合的な相談体制の充実と福祉サービスの推進 

障がいについての様々な相談に適切に対応できるよう、関係機関との連携を強化し、相談体制の充実

を図ります。 

また、障がい者が地域で安心して生活ができるよう各種サービスを提供します。 

【主な事業】 

○ 障がい者生活支援センター相談事業 

○ 障がい福祉サービスの提供 

○ 福祉手当等の支給 
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（４） 就労に向けた支援の強化 

障がい者就労支援センターの活動を充実させるとともに、ハローワークや障がい者の就労支援機関と

連携し、障がい者の就労の促進や定着を図ります。 

【主な事業】 

○ 障がい者就労支援センター相談事業 

○ 障がい者支援協議会就労部会の開催 

○ 就労系福祉サービスの提供 

 

（５） 社会参加の促進 

障がい者が地域の中でいきいきと生活できるよう、外出支援やスポーツ・レクリエーション、文化活

動への参加を促進します。 

また、障がい者団体やボランティア団体と連携し活動を支援します。 

【主な事業】 

○ 地域生活支援事業 

○ 障がい者団体等への活動支援 

○ 障がい者スポーツ大会の開催 

 

■目標指標 

指標名(単位) 指標の説明 
現在値 目標値 

R3（2021） R9（2027） 

障がい者就労支援センターの支援によ

る就労者数 

（就労継続支援Ａ型含）（人） 

１年間の就労者      ２１      ２５ 

日中活動系サービス利用者数（人） １年間の利用者数     ３６７    ３３０ 

地域生活支援事業利用者数（人） １年間の利用者数  ※１，４３６   １，７７０ 

 

■市民の役割 

・障がい者に対する理解を深めることが望まれます。 

・障がい者の社会参加への支援が望まれます。 

 

■関係計画等 

・第３期羽生市障がい者計画（平成３０（２０１８）年度～令和５（２０２３）年度） 

・第６期羽生市障がい福祉計画（令和３（２０２１）年度～令和５（２０２３）年度） 

・第２期羽生市障がい児福祉計画（令和３（２０２１）年度～令和５（２０２３）年度） 

・第３期羽生市地域福祉計画及び地域福祉活動計画 

 （令和４（２０２２）年度～令和８（２０２６）年度） 
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■施策の目的 

 高齢者が住み慣れた地域で、いつまでも安心して暮らすことができるよう、地域包括支援センターを

はじめとする総合相談体制の充実を図り、引き続き、医療・介護・予防・生活支援・住まいを一体的

に提供する地域包括ケアシステムの更なる深化・推進を図ります。 

 

■関連するＳＤＧｓ 

 

 

 

 

 

 

■施策の現状             

本市の高齢者人口は年々増加傾向にあり、高齢化率は令和４（２０２２）年 3 月現在で３０．５％

となっています。これは、平成２９（２０１７）年１1 月現在と比べ２．６ポイント上昇し、約１，

０００人増加しています。また、本市で行っている高齢者関係調査では、７５歳以上の単身高齢者等

の増加傾向もみられ、高齢者が住み慣れた地域で、安心して暮らすことができる体制づくりが更に必

要とされています。 

前期基本計画期間中には、平成２９（２０１７）年４月に市内３か所に地域包括支援センターを設

置し、高齢者等の総合相談を行い、支援や啓発を行ってきました。 

また、地域での支え合いや介護予防に関する取組として、生活支援活動拠点を 7 か所設置し、市内

８地区 38 か所で実施されているいきいき百歳体操の活動支援を行っています。更に、医療・介護連

携事業を促進し、地域包括ケアシステムの深化に取り組んでいます。   

一方、令和２（２０２０）年１月からの新型コロナウイルス感染症の流行により活動が制限され、

多くの事業の中止や延期等を余儀なくされました。 

少子高齢化はますます進展していくと予測されているため、「第８期羽生市高齢者福祉計画及び介

護保険事業計画」に基づき、介護保険制度の健全かつ安定的な運営と更なる地域包括ケアシステムの

深化・推進に取り組む必要があります。また、新型コロナウイルス感染症対応の経験を生かし、今後

の計画や事業を柔軟に立案・実施していく必要があります。 

 

■施策の課題 

１ 
高齢者が住み慣れた地域で、安心して暮らせることができる仕組みづくり 

（地域包括ケアシステムの深化） 

２ 高齢者の権利擁護と虐待防止（虐待の早期発見と迅速な対応） 

３ 高齢者が生きがいを持ちながら活躍できる場づくり 

４ 高齢者の健康や生活機能の維持・向上及び支援体制づくり 

 

 

 

 

３－３ 高齢者支援の推進 －高齢者が安心して暮らせるまちをつくります－ 
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■主な取り組み 

（１） 地域包括支援ケアシステムの深化 

団塊の世代が７５歳以上となる令和７（２０２５）年までに、高齢者が要介護状態になっても住み慣

れた地域で自分らしい暮らしをいつまでも続けることができるよう、医療・介護・予防・生活支援・住

まいを一体的に提供する、地域包括ケアシステムの深化を図ります。 

【主な事業】 

○ 在宅医療・介護連携推進事業 

○ 生活支援体制整備事業 

○ 認知症初期集中支援事業 

○ 各種高齢者見守り事業（高齢福祉サービス、消費者被害防止事業等） 

 

（２） 高齢者の権利擁護の推進 

高齢者の権利を守るため、「成年後見制度」の普及・啓発を行います。また、多様な見守り活動、生活

相談、ネットワーク会議の充実を図りつつ、関係機関との連携強化を行いながら、高齢者虐待の早期発

見及び迅速な対応により、虐待防止を図ります。 

【主な事業】 

○ 成年後見制度普及啓発事業 

○ 虐待防止ネットワーク事業（総合相談事業、虐待ネットワーク会議等） 

 

（３） 高齢者の活躍の場づくりの推進 

 高齢者が生きがいを見つけ、地域の一員として社会に参画し活躍できるように支援します。また、地

域での高齢者の交流や市民の主体的な介護予防への取り組みを支援します。 

【主な事業】 

○ 老人クラブ支援事業 

○ 地域介護予防ボランティア養成事業 

○ シルバー人材センター就労促進事業 

○ 高齢者大学事業 

 

（４） 高齢者の健康や生活機能の維持・向上及び支援体制づくり 

高齢者がいつまでも健康を維持し、住み慣れた地域で生活ができることを目的に、要介護状態になら

ないためのフレイル予防・介護予防事業を推進します。また、理学療法士、薬剤師等の専門職が参加す

る地域ケア会議（自立支援型）を定期的に開催し、高齢者の生活機能の維持・向上及び自立のための支

援体制を確立します。 

【主な事業】 

○ いきいき百歳体操普及事業 

○ 地域リハビリテーション活動支援事業 

○ 地域ケア会議（自立支援型）事業 

○ 健康体操 
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■目標指標 

指標名(単位) 指標の説明 
現在値 目標値 

R3（2021） R9（2027） 

第１号被保険者の要介護(要支援)認定

率（％） 

第１号被保険者認定者数

/第１号被保険者数 

※値の上昇を目標値内に

抑える 

１５．６ １７．０ 

生活支援活動拠点の数（箇所） 
生活支援活動拠点の設置

数（累計） 
８ １４ 

いきいき百歳体操参加者数(サポーター

含む)の高齢者人口に占める割合（％） 
参加者数/65歳以上人口 ７．９ １０．０ 

 

■市民の役割 

・地域での支え合いや介護予防に関する地域の取組に関心を持ち、自分のできる範囲で参加すること

が望まれます。 

・支援を必要としている高齢者等を地域全体で見守ることが望まれます。 

・高齢者は長年培ってきた知識や経験を生かし、地域での活動に積極的に参加することが望まれます。 

 

■関係計画等 

・第８期羽生市高齢者福祉計画及び介護保険事業計画（令和 3（２０２１）年度～令和 5（２０２３）

年度） 

・第 3 期羽生市地域福祉計画及び地域福祉活動計画（令和４（２０２２）年度～令和８（２０２６）年

度） 
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■施策の目的 

 「生涯を 笑顔で 楽しく 健康に！」を基本に、市民一人ひとりが主体となって、健康寿命の延伸

のために正しい生活習慣を身につけ、生涯にわたり健康な生活が送れるまちをつくります。 

 

■関連するＳＤＧｓ 

 

■施策の現状             

急速な高齢化と生活様式や社会環境の変化に伴い、がん、循環器疾患、糖尿病などの生活習慣病が

増えています。また、令和２（２０２０）年１月から流行した新型コロナウイルス感染症の影響で外

出を控えたことによる「健康二次被害」も問題となっています。 

前期基本計画期間中には、健康意識を高めるため、新型コロナウイルス感染症流行下においても市

民が楽しみながら健康づくりに参加できる健康チャレンジ事業を推進し、生活習慣病の予防対策とし

ては、市民への情報提供や健康相談を実施しました。また、疾病の早期発見・早期治療のため、各種

健（検）診等を行ってきました。 

 乳幼児の健全発達の支援強化を目的に「子育て世代包括支援センター」を設置し、乳幼児の健康状

態を把握し、疾病の早期発見・早期治療・早期療育につなげるための支援や、乳幼児期の養育環境を

整えるための規則正しい生活習慣の普及に努めました。 

また、令和 4（２０２２）年 3 月に、社会情勢に応じて見直しを行った「第 3 次羽生市健康づくり

計画」に基づき、健康づくり施策に取り組んでいます。 

新型コロナウイルス感染症が拡大する中、集団での健康教育講座等の開催が出来ない状況となった

が、その経験も生かした柔軟な計画や事業を立案し実施していく必要があります。 

 

■施策の課題 

１ 健康意識の醸成 

２ 疾病予防対策や保健サービスの推進 

３ 健康づくりを支える環境づくり 

４ 生活習慣病の発症と重症化の予防 

５ 乳幼児の健全な発達の支援 

 

 

 

 

 

 

 

３－４ 健康づくりの推進 －誰もが健康に過ごせるまちをつくります－ 
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■主な取り組み 

（１） 健康増進事業の推進 

市民の健康づくりの支援体制を整え、健康づくりを支える人材を育成し、市民が楽しみながら参

加できる事業を推進します。 

【主な事業】 

○ 健康チャレンジ事業 

○ 食生活改善推進員育成支援事業 

○ 健康運動普及推進員育成支援事業 

 

（２） 感染症予防対策の推進 

 新型感染症の予防対策について、関係機関と連携して推進します。また、定期予防接種や任意接種に

よる感染症予防も引き続き推進します。 

更に、動物由来感染症についても注意喚起を行います。 

【主な事業】 

○ 新型感染症予防対策事業 

○ 定期予防接種及び任意予防接種事業 

○ 小児インフルエンザ助成事業 

○ 免疫消失任意予防接種事業 

○ 動物由来感染症の予防事業 

 

（３） 各種健（検）診事業の実施 

 生活習慣病などによる疾病の早期発見・早期治療のために、国民健康保険被保険者の特定健康診査や

後期高齢者医療被保険者の健康診査、及びがん検診や成人歯科健診など、各種健（検）診事業を実施し

ます。 

 また、市民が自ら健康管理できるよう、受診しやすい体制を整えます。 

【主な事業】 

○ 特定健康診査（国民健康保険制度） 

○ 健康診査（後期高齢者医療制度） 

○ 基本健康診査 

○ 人間ドック等助成事業（国民健康保険制度・後期高齢者医療制度） 

○ 各種がん検診・ピロリ菌検査 

○ 成人歯科健診 

○ 骨粗鬆症予防健診 
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（４） 生活習慣病等の予防対策の推進 

 生活習慣による疾病の発症や重症化の予防、心の健康を維持するための各種健康講座の開催や健

康相談を実施します。 

 また、食を通じて健康なからだや豊かな心を育む食育の推進と、歯と口の疾病予防のための事業

の充実を図ります。 

【主な事業】 

○ 各種健康講座 

○ 調理実習など食育の推進事業 

○ 健康運動教室などの運動普及事業 

○ こころの健康相談 

 

（５） 乳幼児の健全な発育発達の支援 

 乳幼児期からの健全なからだと心の育成のため、乳幼児健診や相談の充実を図ります。また、関係機

関と連携し、適切な支援を実施します。 

【主な事業】 

○ 乳幼児健診事業 

○ 赤ちゃん訪問事業 

○ 乳幼児健全発達事業 

 

■目標指標 

指標名(単位) 指標の説明 
現在値 目標値 

R3（2021） R9（2027） 

健康づくり事業・教室への参加人数（人）  ※７，７４６ １３，０００ 

特定健康診査受診率（％） 

受診者数／国保加入者

のうち特定健康診査の

対象者数 

３７．３ ６０．０ 

健康寿命（年） 

６５歳に達した人が健

康で自立した生活を送

ることが出来る期間 

男性１７．３８ 

女性２０．８５ 

男性１８．０ 

女性２１．０ 

 

■市民の役割 

・ライフステージに合わせた生活習慣を身につけることが望まれます。 

・定期的な健（検）診やがん検診などを受診し、自分で健康管理をすることが望まれます。 

・感染症から身を守り、感染拡大予防に努めることが望まれます。 

・自ら積極的に健康づくりに取り組むことが望まれます。 
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■関係計画等 

・第３次羽生市健康づくり計画（令和４（２０２２）年度～令和８年度（２０２６）年度） 

・羽生市新型インフルエンザ等対策行動計画（平成２７（２０１５）年３月策定） 

・第３期特定健康診査等実施計画（平成３０（２０１８）年度～令和５（２０２３）年度） 

・第２期羽生市国民健康保険保健事業実施計画（平成３０（２０１８）年度～令和 5（２０２３）年

度） 

・第２期羽生市子ども子育て支援事業計画（令和２（２０２０）年度～令和６（２０２４）年度） 
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■施策の目的 

 誰もが、いつでも、どこでも、いつまでも、元気で楽しくスポーツに親しむことができる環境をつく

り、市民の体力増進と健康保持を目指します。 

 

■関連するＳＤＧｓ 

 

 

 

 

 

 

■施策の現状             

東京２０２０オリンピック・パラリンピックの開催を契機に、様々なスポーツに触れる機会が増え、

市民のスポーツ活動に対する意識が高まり、そのニーズも多様化しています。 

本市では、少子高齢化や人口減少に加え、新型コロナウイルス感染症の流行により、スポーツ団体

登録者数は減少しているものの、スポーツ活動をする市民の割合は一定の水準を維持しています。 

前期基本計画期間中の取組としては、様々な種目のスポーツ大会やスポーツ教室を開催するととも

に、多くの市民にスポーツ・レクリエーションを生活の一部として取り入れてもらえるよう、年齢や

体力に関わらず親しめる、フロアカーリングをはじめとしたニュースポーツの普及を図りました。 

スポーツ施設等については、市体育館及び中央公園等の管理運営に指定管理者制度を導入し、民間

活力による効果的かつ効率的な施設運営により、スポーツ人口の増加を図りました。 

平成２２（２０１０）年度から取り組んでいるトップアスリート育成事業では、未来のトップアス

リートの輩出を目指し、継続して実施してきたことから一定の成果を得ることができました。 

一方、令和２（２０２０）年１月からの新型コロナウイルス感染症の流行により活動が制限され、

多くのスポーツイベントや事業が、中止又は延期等を余儀なくされました。 

今後とも、様々な競技スポーツの振興や子どもから高齢者までが楽しめるニュースポーツの普及等

により、スポーツ・レクリエーションに親しむ機会を充実させていきます。また、新型コロナウイル

ス感染症対応の経験を生かし、スポーツイベントや事業を柔軟に立案・実施していく必要があります。 

 

■施策の課題 

１ 市民がスポーツに親しめる環境づくり 

２ 市民へのスポーツ・レクリエーション機会の拡充 

３ スポーツ・レクリエーション団体の育成支援 

４ 優秀なスポーツ選手の育成による競技力の向上とスポーツ意欲の高揚 

 

  

３－５ スポーツの振興 －あらゆる世代がスポーツに親しむまちをつくります－ 
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■主な取り組み 

（１） スポーツに親しめる環境づくり 

市体育館等スポーツ施設の計画的な修繕を実施し、安全で利用しやすい施設を維持します。 

また、指定管理者との協働により、利用者サービスの向上を図り、生涯スポーツ活動の拠点として、

親しまれる施設運営を推進します。 

小・中学校体育施設の開放事業を継続し、地域住民が気軽にスポーツに親しめる場を提供します。 

【主な事業】 

○ 市体育館維持管理事業 

○ スポーツ施設等維持管理事業 

○ 学校体育施設開放事業 

 

（２） スポーツ・レクリエーション機会の拡充 

市民の健康・体力の保持増進を図るため、市が主催するスポーツ大会等の事業を充実させるとともに、

指定管理者の持つノウハウを活用し、スポーツスクールや多種多様なスポーツ事業、新たなスポーツイ

ベントの企画・開催等を通して、スポーツ人口の増加を図ります。 

また、「誰もが・いつでも・どこでも・いつまでも」できるニュースポーツとして、フロアカーリング

に加え、新たな種目の普及に向け、地域への出前教室等を充実させます。 

【主な事業】 

○ スポーツ大会等実施事業 

○ 新たなスポーツイベントの企画 

○ ニュースポーツ普及事業 

○ スポーツスクール事業 

 

（３） スポーツ・レクリエーション団体の育成支援 

体育協会をはじめとする各種スポーツ・レクリエーション団体への補助・後援等を継続するとともに、

インターネット等を活用して各団体の活動状況を市民に情報発信するなど、引き続きその活動を支援し

ます。 

また、団体の活動を支える指導者の人材確保及び育成を支援します。 

【主な事業】 

○ スポーツ活動団体支援事業 

○ スポーツ指導者支援事業 
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（４） 優秀なスポーツ選手の育成 

市民のスポーツに対する意欲を高め、市民に夢を与えられるよう、指定管理者と連携してプロチーム

等によるスポーツ教室を開催し、優秀なスポーツ選手の育成を目指します。 

また、子どもたちが間近でトップレベルの選手等のプレー・指導を体感できる機会を提供し、競技力

の向上を図るとともに、指導者講習会を開催することにより、指導者の資質や技術の向上に取り組みま

す。 

【主な事業】 

○ トップアスリート育成事業 

 

■目標指標 

指標名(単位) 指標の説明 
現在値 目標値 

R3（2021） R9（2027） 

週１回以上スポーツ（ウォーキングや

体操を含む。）をする１８歳以上の市

民の割合（％） 

市民アンケート・市民

意識調査 
４１．０ ５０．０ 

市内体育施設等の利用者数（人） 

市体育館・中央公園・

小中学校開放・各地区

グラウンド等の利用

者数 

※１８５，０２０ ２８０，０００ 

各種スポーツ教室への参加者数（人） 

スポーツスクール・出

前教室・トップアスリ

ート育成事業等への

参加者数 

２５１ １，０００ 

スポーツ団体登録者数（人） 
市のスポーツ団体へ

の登録者数（延べ） 
３，２４５ ３，２４５ 

 

■市民の役割 

・日常的にスポーツや運動に取り組み、健康・体力の保持増進に努めることが望まれます。 

・スポーツ大会、スポーツ教室等への参加や身近なスポーツ施設等の利用など、気軽にスポーツに触

れることが望まれます。 

 

■関係計画等 

・第２期羽生市教育振興基本計画（令和元（２０１９）年度～令和 5（２０２３）年度） 

・第 2期羽生市スポーツ推進計画（令和元（２０１９）年度～令和５（２０２３）年度） 

・第 3次羽生市健康づくり計画（令和４（２０２２）年度～令和８（２０２６）年度） 

・第 3期羽生市地域福祉計画及び地域福祉活動計画 

（令和４（２０２２）年度～令和８（２０２６）年度） 
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■施策の目的 

社会経済情勢が中長期的に変化する中にあっても、国民健康保険、後期高齢者医療、介護保険、国

民年金、生活保護等の公的社会保障制度を適正に運用し、市民が健やかで安心できる生活を支えてい

きます。 

 

■関連するＳＤＧｓ 

 

 

 

 

 

 

■施策の現状             

少子高齢化が急速に進展する中、本市予算においても社会保障諸制度の運用に係る歳出が大きな割

合を占めるようになってきています。また、令和２（２０２０）年１月からの新型コロナウイルス感

染症の流行の影響により、経済的な支援を必要とする方が増加しています。 

国民健康保険では、平成３０（２０１８）年度から県と市を共同保険者とする制度が始まり運営の

安定化を進めており、令和９（２０２７）年度を目途に県下での運用基準が統一される予定です。ま

た、マイナンバーカードと被保険者証の連携が開始されました。 

後期高齢者医療制度では、団塊の世代が７５歳を迎え、国民健康保険制度からの移行がピークとな

る令和７（２０２５）年が迫っており、医療費の増加の抑制や高齢者の医療と介護の一体化事業の推

進が求められています。 

介護保険事業では、令和３（２０２１）年度に策定した「第８期介護保険事業計画」に基づき、高

齢者の尊厳と自立支援を目的とした包括的な支援を推進しています。 

国民年金制度は、法定受託事務として日本年金機構と連携しながら適正な運用に努めています。 

生活保護制度等については、景気の低迷、高齢化、新型コロナウイルス感染症の流行等によって保

護率が上昇する中、生活困窮者自立支援制度による支援の強化を進めています。また、貧困の状況に

ある子どもに対する環境整備と教育の機会均等を図っています。 

今後も各制度の適切な運用により市民の生活を支えるとともに、健康増進による医療費増大の抑制

や保険料等の適正な賦課徴収などにより、安定した制度運営を図っていきます。 

 

■施策の課題 

１ 国民健康保険、後期高齢者医療制度の安定した制度運営 

２ 介護保険制度の適正運用 

３ 生活困窮者の自立支援の促進 

 

 

 

 

 

 

３－６ 社会保障の適正運用 －社会保障が適正に受けられるまちをつくります－ 
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■主な取り組み 

（１） 国民健康保険及び後期高齢者医療の適正運用と国民年金制度の周知・相談 

国民健康保険及び後期高齢者医療制度においては、被保険者の健康の維持増進を図るため、一人当た

りの医療費を抑制しつつ、適正な保険給付と効果的な保健事業を実施していきます。また、制度の健全

な運営と税負担の公平性を確保するため、国民健康保険税の収納率向上を目指します。 

国民年金制度については、日本年金機構と連携し、制度内容の周知と啓発に努めます。 

【主な事業】 

○ 国民健康保険事業 

○ 後期高齢者医療制度 

○ 国民年金制度の周知・相談事業 

 

（２） 介護保険の適正運用 

介護保険事業計画に基づき、地域ケア会議によるケアプランの適正化や給付適正化事業を推進するな

ど、介護保険制度の健全な運営を行います。 

また、保険者として事業所に対する助言・指導等を行うとともに、地域密着型サービスに関する適切

な指導・監督を行います。 

【主な事業】 

○ 介護保険事業 

 

（３） 生活困窮者の適正な支援 

生活に困窮する市民からの相談に適切に対応し、相談者の困窮度に応じた生活困窮者自立支援事業や

生活保護事業による必要な支援を行い、健康で文化的な最低限度の生活を保障します。 

また、就労可能な方に対しては、関係機関と連携して就労を促進し、更に貧困の状況にある子どもに

学習支援等を行うなど、自立に向けた事業を実施します。 

【主な事業】 

○ 生活困窮者自立支援事業 

○ 生活保護事業 

○ 就労支援事業 

 

■目標指標 

指標名(単位) 指標の説明 
現在値 目標値 

R3（2021） R9（2027） 

国民健康保険税の現年度課税分収納率

（％） 
 ９３．８ ９５．０ 

介護保険料の現年度賦課分収納率（％）  ９９．３ ９９．０ 

生活保護の就労率（％） 
就労可とされた受給者

が就労している割合 
４８．０ ５０．０ 
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■市民の役割 

・各保険加入者は、国民健康保険税及び後期高齢者医療保険料を、納期限内に納付することが望まれ

ます。 

・介護保険加入者は、介護保険料を納期限内に納付することが望まれます。 

・就労可能な方は、就労により、自立に向けて努力することが望まれます。 

 

■関係計画等 

・第３期特定健康診査等実施計画（平成３０（2018）年度～令和５（2023）年度） 

・第２期羽生市国民健康保険保健事業実施計画（平成３０（2018）年度～令和５（2023）年度） 

・第３期羽生市地域福祉計画及び地域福祉活動計画（令和４（2022）年度～令和８（2026）年度） 

・第８期羽生市高齢者福祉計画及び介護保険事業計画（令和３（2021）年度～令和５（2023）年

度） 

 

 

 



     

 

 

 

 

 

政策４ 安全・安心  

 

～いのちと暮らしを守るまちをつくる～ 
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■施策の目的 

自主防災組織の支援や地域別防災訓練などの実践による防災コミュニティづくりを推進するととも

に、防災用品の備蓄や内水害対策、建築物や道路・上下水道管の耐震化など、災害に対する備えを充

実させ、災害発生時の被害を最小限に抑えます。 

 

■関連するＳＤＧｓ 

 

 

 

 

 

 

■施策の現状             

日本各地で自然災害が多発、激甚化し、防災・減災の必要性がますます高まっています。前期基本

計画期間中においては、避難所開設訓練の実施やメール配信サービス等の防災情報発信の充実、利根

川堤防強化事業や中川河道改修事業等の治水対策等、地域防災力の強化を進めてきました。 

また、令和元年東日本台風を教訓に、避難所ごとの担当職員の配置や防災備蓄資機材の配備等を行

うとともに、新型コロナウイルス感染症に配慮した避難所開設訓練を実施しています。 

更に、災害時の拠点を結ぶ道路ネットワークの整備や公共工事における耐震資材の使用等、公共施

設の防災力の強化にも取り組んでいます。 

令和４（２０２２）年度からは、３ヶ年計画で防災行政無線のデジタル化を進めており、災害時に

市民が迅速に判断し行動できるよう、スムーズな情報発信が可能となるシステムを導入していきます。 

令和４（２０２２）年度に見直しを実施した「羽生市地域防災計画」に基づく防災対策を着実に実

行するとともに、地域防災力を強化するため、自主防災組織や関係団体との更なる連携強化を図って

いきます。また、流域治水対策や国・県との連携強化も必要です。 

 

■施策の課題 

１ 感染症や風水害の経験を踏まえた防災対策の推進 

２ 防災情報の迅速かつ的確な周知 

３ 利根川や中川の治水対策の推進 

４ 公共施設の防災力の強化 

 

 

  

４－１ 防災対策の推進 －災害に強いまちをつくります－ 
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■主な取り組み 

（１） 「羽生市地域防災計画」の推進 

「羽生市地域防災計画」に基づき、日頃から災害に対する備えを進めます。 

また、災害に強いまちづくりを推進するため、国、県、防災関係機関、自主防災組織、消防団、ボラ

ンティア等との連携を強化し、防災体制の充実を図ります。 

【主な事業】 

○ 羽生市防災会議の開催 

○ 「羽生市地域防災計画」修正事業 

○ 防災備蓄品の確保 

 

（２） 地域防災力の強化 

地域防災力の強化を図るため、日頃から防災意識の啓発、自主防災組織への支援、防災訓練の実施、

防災備蓄の推進、避難施設・避難路等の周知と整備、更に近隣自治体や友好都市、民間企業等との災害

応援協定の締結などに取り組みます。 

【主な事業】 

○ 防災訓練の実施 

○ 自主防災組織支援事業 

○ 災害応援協定の締結 

 

（３） 防災情報発信の充実 

防災行政無線のデジタル化に加え、メール配信サービスや防災アプリ等を活用した災害情報の提供に

より、市民へ防災に関する情報を迅速かつ的確に伝えます。 

【主な事業】 

○ 防災行政無線デジタル化事業 

○ 防災行政無線管理運営事業 

○ 防災情報提供事業 

 

（４） 治水対策の推進 

利根川の堤防強化事業及び中川の河道改修事業を支援します。 

また、道路側溝の清掃など即効性のある対策を実施するほか、中長期的な対策として調整池等の

整備や治水・流出抑制機能の保全や強化を図るなど、総合的な治水対策を推進します。 

【主な事業】 

○ 利根川堤防強化事業 

○ 中川河道改修事業 

○ 流域治水事業（雨水貯留浸透施設整備） 

○ 内水害対策事業 
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（５） 公共施設等の防災力の強化 

災害時の拠点を結ぶ道路ネットワークの整備や建築物・上下水道管の耐震化など、災害に強いまちづ

くりを推進します。 

【主な事業】 

○ 災害時の拠点を結ぶ道路ネットワークの整備 

○ 公共工事における施設等の耐震化 

 

■目標指標 

指標名(単位) 指標の説明 
現在値 目標値 

R3（2021） R9（2027） 

防災訓練を実施した自主防災組織の数

（団体） 

自主防災組織７４団体

のうち防災訓練を実施

した団体数 

※１７ ７４ 

災害応援協定の締結数（件） 
近隣市町や友好都市、

民間企業等との締結数 
６１ ７１ 

 

■市民の役割 

・防災に関する自助・共助の意識を持ち、行動することが望まれます。 

・訓練への参加や備蓄など、平時の備えを充実させることが望まれます。 

 

■関係計画等 

・羽生市地域防災計画（昭和５５（１９８０）年３月策定） 

・羽生市浸水対策基本計画（平成２７（２０１５）年１２月策定） 

・羽生市雨水管理総合計画（平成３０（２０１８）年３月策定） 

・羽生市国土強靭化地域計画（令和３（２０２１）年３月策定） 

・羽生市建築物耐震改修促進計画（令和 3（２０２１）年度～令和 7（２０２５）年度） 
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■施策の目的 

消防・救急・救助体制及び地域防災力を充実させ、総合的な消防防災対策の強化を図ることにより、

火災や急病・事故等に迅速に対応し、市民の安全・安心を守ります。 

 

■関連するＳＤＧｓ 

 

 

 

 

 

 

■施策の現状             

前期基本計画期間中には、火災をはじめとする災害に的確に対応するため、消防団において新たに

配備した救助資機材の取扱い訓練を行うなど、地域防災力の向上を図りました。 

火災予防事業では、広報誌やホームページを活用し火災予防について呼びかけるとともに、高齢者

に対する住宅防火推進を図るため、住宅防火診断を実施するなど、火災予防の普及・啓発に取り組み

ました。 

 また、消防・救急・救助体制については、令和２（２０２０）年１月より流行した新型コロナウイ

ルス感染症流行下においても隊員への感染防止対策を徹底し、迅速で連携の取れた適切な消防体制を

維持することができました。 

更に、消防団員の確保や消防センターの新築整備など、消防団の活動環境の向上を図りました。 

また、傷病者搬送の体制を確保するため、高規格救急自動車の導入等、救急救命の充実・高度化に

取り組むとともに、新型コロナウイルス感染症への対策として必要な資機材の整備を図りました。 

今後とも、火災の発生防止と被害軽減を目指し、住宅用火災警報器の設置の促進をはじめ、防火対

策の普及を図る必要があります。また、予防査察については、特定防火対象物を重点に置いた違反是

正の推進と実施率向上に取り組みます。 

引き続き消防需要に的確に対応するため消防力の充実を図り、市民の安全と安心を高める消防行政

を展開します。 

 

■施策の課題 

１ 火災予防対策の充実 

２ 消防体制の充実 

３ 救急体制の充実 

４ 救助体制の充実 

５ 消防団体制の充実 

 

 

 

 

 

 

４－２ 消防・救急・救助体制の充実 －火災や事故、急病時に頼れるまちをつくります－ 
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■主な取り組み 

（１） 火災予防に関する意識啓発の推進 

住宅用火災警報器の設置促進と適正な維持管理の啓発のほか、火災発生時における被害軽減を図るた

め、防災指導を継続的に実施します。 

また、事業所等に対して予防査察を実施し、消防用設備等の設置指導や定期点検の実施などの防火安

全対策の推進を図り、火災の発生減少と被害縮小に努めます。 

【主な事業】 

○ 住宅用火災警報器の設置促進と維持管理指導の実施 

○ 防災指導の実施 

○ 予防査察の実施と違反是正の強化 

 

（２） 消防体制の充実 

消防職員の知識・技術の向上や、消防車両・資機材・装備の計画的な整備により、消防力の強化を図

ります。 

また、火災等の対応において必要な防火水槽・消火栓などの消防水利については、迅速かつ適切に使

用できるよう維持管理するとともに充実を図ります。 

【主な事業】 

○ 消防職員の技術向上 

○ 消防施設設備の整備 

○ 消防水利の整備 

 

（３） 救急体制の充実 

救急救命士を継続的に養成するとともに、「埼玉県救急医療情報システム」を活用し、医療機関との連

携を強化することで、適切かつ迅速な救急体制の構築を図ります。 

また、救命初期対応や救命率向上のため、一般市民や各種団体への普通救命講習会や応急手当普及員

の啓発を行い、救命率向上を目指し、急医療体制の強化に向けた取組を行います。 

 更に、市民に向けて救急車の適正利用についての意識啓発を行います。 

【主な事業】 

○ 救急救命士の養成 

○ 広域連携による救急体制の構築 

○ 普通救命講習会の開催及び応急手当普及員の養成 

○ 救急車の適正利用についての意識啓発事業 
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（４） 救助体制の充実 

火災、交通事故、水難事故など、多岐にわたる災害に対応できる高度な技術と知識を習得した救助隊

員を養成するため、研修機関での研修や各種資格・免許取得のために必要な講習等に、消防署員を継続

的に派遣します。 

【主な事業】 

○ 救助資機材の整備 

○ 専門的な知識や技術を有する隊員育成 

○ 広域応援体制及び関係機関との連携強化 

 

（５） 消防団体制の充実 

 消防団が迅速な活動が出来るよう、継続的に団員を確保し研修や訓練を行うことで、地域防災力の強

化を図ります。 

 また、消防団員の出動手当等の処遇改善を行い、団員の確保と質の向上を通じて地域防災体制の一層

の充実を図ります。 

【主な事業】 

○ 消防団員の加入促進 

○ 消防団員の技術の向上 

○ 常備消防との連携強化 

 

■目標指標 

指標名(単位) 指標の説明 
現在値 目標値 

R3（2021） R9（2027） 

住宅用火災警報器の設置率 

（％） 
標本調査 ７７．２ ８３．０ 

予防査察実施率（％） 
実施数／防火対象物 

実施数／危険物施設 

６．８ 

８３．９ 

３０．０ 

１００．０ 

普通救命講習会受講者数（人）  ※６３ ３３０ 

 

■市民の役割 

・各家庭に住宅用火災警報器を設置することが望まれます。 

・普通救命講習会に積極的に参加することが望まれます。 

・救急車の適正利用が望まれます。 
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■施策の目的 

 市民が身近で医療を受けられ、住み慣れた地域で自分らしく生活できるよう、かかりつけ医を中心と

した在宅医療・介護連携を推進し、二次救急医療までを市内で対応できるような体制をつくります。 

 

■関連するＳＤＧｓ 

 

 

 

 

 

■施策の現状             

高齢化が進む中、医療・介護需要の更なる増加が見込まれており、病気の発生直後の急性期から回

復期、そして退院後の在宅医療へと適切な医療が切れ目なく提供できる体制の構築のため、利根保健

医療圏（羽生市・行田市・加須市・久喜市・幸手市・蓮田市・白岡市・宮代町・杉戸町）において、

圏域内に必要な病床計画等を検討してきました。 

 前期基本計画中においては、令和元（２０１９）年 5月に羽生総合病院が新病院として開院しまし

た。更に令和 5（２０２３）年 4 月には、回復期から在宅復帰のための「回復期リハビリ」「地域包括

ケア」病床の増床が予定されています。 

 また、かかりつけ医（医科・歯科）やかかりつけ薬局を持つ意識の啓発や休日当番医制度、小児医

療を含む東部北地区二次救急病院群輪番事業、更に、地域医療体制の充実を図るため、地域の医療機

関と羽生総合病院との連携を推進しています。今後、医師の高齢化や診療所の継承などの課題が見込

まれ、次代の地域医療を担う人材の確保や育成・支援について検討を進めていく必要があります。 

新型コロナウイルス感染症患者を受け入れる中核病院の負担や新型コロナワクチン接種業務による

地域医療機関への負担が増大した経験から、今後は、広域的な対策へ向けた地域医療体制の整備が求

められます。 

 

■施策の課題 

１ 健康・医療・福祉施策の連携 

２ かかりつけ医等の普及 

３ 休日・夜間等緊急時に身近で受診することのできる医療体制の確保 

４ 地域の医療機関と羽生総合病院との連携 

 

■主な取り組み 

（１） 在宅医療の充実 

かかりつけ医（医科・歯科）及びかかりつけ薬局の必要性に関する意識啓発を図るとともに、通院に

よる治療が困難な高齢者や障がいのある方等のための在宅医療・歯科診療体制を整備します。 

【主な事業】 

○ かかりつけ医（医科・歯科）及びかかりつけ薬局の普及・啓発 

○ 在宅医療・介護連携推進事業 

４－３ 地域医療の充実 －誰もが安心して医療を受けられるまちをつくります－ 
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（２） 当番医制度の継続実施 

休日や緊急時に身近で受診することができる医療体制を確保するため、休日当番医制度や小児医療を

含む東部北地区二次救急病院群輪番事業を継続して実施します。 

【主な事業】 

○ 休日当番医事業 

○ 東部地区二次救急病院群輪番事業 

○ 大人・小児救急電話相談の普及・啓発 

 

（３） 地域医療機関と羽生総合病院との連携 

地域医療体制・救急医療体制の充実を図るため、地域の医療機関と羽生総合病院との連携を推進し、 

安心して医療を受けることができる体制の支援に取り組みます。新たな感染症対策への体制整備を行い

ます。 

【主な事業】 

○ 地域医療機関と羽生総合病院との連携推進 

○ 在宅医療・介護連携推進事業 

 

■目標指標 

指標名(単位) 指標の説明 
現在値 目標値 

R3（2021） R9（2027） 

かかりつけ医及びかかりつけ薬局を持

つ市民の割合（％） 

市民アンケート・市

民意識調査 

医科 ６９．５ 

歯科 ８０．９ 

薬局 ４８．２ 

医科 ７０．０ 

歯科 ８３．０ 

薬局 ５０．０ 

市内医療機関への救急搬送率（％） 

市内医療機関搬送

者数／全救急搬送

者数 

８８．０ ９０．０ 

 

■市民の役割 

・かかりつけ医及びかかりつけ薬局を持つことが望まれます。 

・適正受診を心がけることが望まれます 

 

■関係計画等 

・第 3次羽生市健康づくり計画（令和４（２０２２）年度～令和 8（２０２６）年度） 

・第 8期羽生市高齢者福祉計画及び介護保険事業計画（令和３（２０２１）年度～令和 5（２０２３）

年度） 
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■施策の目的 

 市民、事業者、警察、学校及び関係団体等との連携の強化や防犯施設の計画的な整備を図り、市民を

犯罪から守ります。 

また、保護司会活動を支援し再犯防止に努めるとともに、警察との連携により犯罪被害者の人権を

保護します。 

 

■関連するＳＤＧｓ 

 

 

 

 

 

 

■施策の現状             

本市では、刑法犯認知件数は減少しているものの、引き続き防犯対策を強化する必要があります。 

前期基本計画期間中においては、犯罪から市民を守るため、犯罪情報の住民提供等に関する協定に

基づき、防災行政無線等を用いた犯罪情報の提供を行うとともに、防犯施設の整備（防犯灯の設置等）

及び犯罪抑制のための啓発活動を行い、防犯関係団体との連携を図りました。 

今後とも、防犯施設の整備及び犯罪抑制のための啓発活動を行い、犯罪の発生時には防災行政無線

等を活用し情報提供を行うとともに、地域や防犯関係団体との連携を図るなど、防犯対策を推進して

いきます。 

また、保護司会活動を支援し再犯の防止を図るとともに、警察との連携により犯罪被害者の人権保

護を推進する必要があります。 

 

■施策の課題 

１ 防犯対策の推進 

２ 特殊詐欺の被害拡大の防止 

３ 地域の見守り機能の強化 

４ 再犯防止及び犯罪被害者の人権保護の推進 

 

■主な取り組み 

（１） 防犯関係団体との連携 

警察などの関係機関と連携し、最新の犯罪情報を共有するとともに、防犯指導員の雇用や、青色回転

灯搭載車（防犯パトロール車）での防犯パトロールを実施します。 

また、犯罪を未然に防ぐ啓発活動や暴力追放活動を実施する地域安全推進連絡協議会等と連携し、防

犯対策を推進します。 

【主な事業】 

○ 防犯関係団体連携事業 

○ 防犯パトロール車貸し出し事業 

 

 

４－４ 防犯対策の推進 －犯罪を防ぎ犯罪から守られるまちをつくります－ 
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（２） 犯罪抑制のための啓発運動 

防犯のまちづくり推進協議会を中心に、春・夏・秋及び年末の防犯街頭キャンペーンなどを展開しま

す。また、年金の支払い日には、金融機関等において市民への啓発活動を実施します。 

【主な事業】 

○ 各季防犯運動実施事業 

○ 防犯啓発事業 

 

（３） 犯罪情報の提供 

 各公民館で行われる「高齢者大学」などで最新の犯罪を紹介する講座などを開催し、また、街頭での

啓発活動を行いながら犯罪に関する情報を提供します。 

羽生警察署との協定に基づき、防犯情報の共有化などの連携強化を図るとともに、防災行政無線やメ

ール配信サービスを活用した情報提供を行います。 

【主な事業】 

○ 高齢者大学防犯啓発事業 

○ 防災行政無線等による情報提供 

 

（４） 防犯施設の整備 

地域の実情に即した防犯灯の設置を計画的に進めます。 

また、羽生駅等に設置している防犯カメラを適正に管理運営します。 

【主な事業】 

○ 防犯灯整備事業 

○ 防犯カメラ管理運営事業 

 

（５） 関係団体との連携による再犯の防止 

保護司会との連携により再犯の防止を図るとともに、警察との連携により犯罪被害者の人権保護に努

めます。 

【主な事業】 

○ 保護司会活動の支援 

○ 警察と連携した犯罪被害者の支援 

 

■目標指標 

指標名(単位) 指標の説明 
現在値 目標値 

R3（2021） R9（2027） 

人口千人当たりの刑法犯認知件数（件）  ８．２ ７．４ 

防犯灯の設置数（基）  ５，６６０ ６，５４８ 

 

■市民の役割 

・自転車盗や特殊詐欺等に対する防犯対策の実施が望まれます。 

・地域での防犯活動への参加が望まれます。 
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■施策の目的 

関係機関と連携した啓発活動に努めるとともに、市内全域に交通安全施設の整備を進め、市民の交

通の安全を確保します。 

 

■関連するＳＤＧｓ 

 

 

 

 

 

 

■施策の現状             

交通安全のためには、全ての世代に対して交通安全意識の徹底が求められており、また交通安全施

設の整備を進めていく必要があります。 

本市では、令和２（２０２０）年度において市内交通死亡事故が３件発生したことを受け、羽生市

交通事故防止特別対策本部を設置し、啓発を強化するなど市内の交通死亡事故の防止に努めました。

また、令和３（２０２１）年度には千葉県八街市における児童５人死傷事故の発生を受け、県と連携

し通学路一斉点検を行いました。この結果を踏まえ、県は第 5 期埼玉県通学路整備計画を策定し、市

は、この計画に基づき通学路の安全措置を図っています。 

前期基本計画期間中において、学校教育における交通安全意識の徹底を図るため、交通指導員によ

る児童登校時の交通安全指導を実施した他、各季交通安全運動において交通安全意識の啓発を行いま

した。また、ハード面ではカーブミラー、グリーンベルト・キッズゾーン等の路面標示の新設等の交

通安全施設の整備を実施しました。 

しかし、交通事故死亡者数は依然として減少していない状況です。引き続き、交通の安全を確保す

るために交通安全運動への市民参加、交通安全環境の整備を行う必要があります。 

 

■施策の課題 

１ 交通安全対策の推進 

２ 児童生徒への交通安全指導の実施 

３ 高齢者の交通事故防止に関する交通安全意識の啓発 

４ 通学路等への交通安全施設の整備 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４－５ 交通安全対策の推進 －交通事故のないまちをつくります－ 
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■主な取り組み 

（１） 交通安全団体との連携による交通安全意識の啓発 

交通安全対策協議会を中心に、春・夏・秋及び年末の交通安全運動を開催します。 

また、交通弱者である高齢者を対象とした講習会を開催するなど、自転車や歩行中の交通事故防止を

啓発する取り組みを行います。 

【主な事業】 

○ 各季交通安全運動実施事業 

○ 高齢者交通安全教育事業 

 

（２） 学校教育における交通安全意識の徹底 

市・ＰＴＡ・交通安全母の会・警察が連携し、小学校低学年時から交通安全意識の向上を図るため、

交通安全教室などの取組を行います。 

また、交通指導員による小学校通学路の立哨指導を実施します。 

【主な事業】 

○ 小学校交通安全教室実施事業 

○ 交通安全世代間交流事業 

○ 交通指導員による立哨指導 

 

（３） 交通安全環境の整備 

道路照明灯やカーブミラー、交通標識、ガードレール、路面表示、グリーンベルトなど、市が設

置する交通安全施設について、都市基盤整備の進捗状況や交通環境等の地域の状況を踏まえ整備を

進めます。 

また、放置禁止区域内の放置自転車を撤去し、歩行者の安全を確保します。 

【主な事業】 

○ 交通安全施設整備事業 

○ 通学路一斉点検の実施 

○ 放置自転車撤去事業 

 

■目標指標 

指標名(単位) 指標の説明 
現在値 目標値 

R3（2021） R9（2027） 

交通安全運動への市民参加者数（人）  ※２９７ １，３００ 

交通事故死亡者数（人）  0 ０ 

通学路の合同点検結果に基づく対策

（％） 

修繕箇所数/計画箇所

数（100 箇所） 
６３ １００ 

 

■市民の役割 

・交通安全への意識を高めることが望まれます。 

・交通安全運動への参加が望まれます。 
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■施策の目的 

 「羽生消費生活センター」を拠点に、消費生活における相談業務・情報の提供・啓発講座を実施す

るとともに、関係機関との連携を密にし、市民が安全で安心した消費生活を送ることができるまちを

つくります。 

 

■関連するＳＤＧｓ 

 

 

 

 

 

 

■施策の現状             

インターネットの普及やライフスタイルの多様化などにより、消費者を取り巻く環境は年々複雑化

し、悪質な訪問販売やネットショッピングでのトラブルなど、市民が被害者となるケースが発生して

います。また、高齢化に伴う高齢者被害の増加や、令和 4（２０２２）年４月に施行された成年年齢

の 18 歳への引き下げに伴い、若く社会経験に乏しい成年を狙った悪質な業者も現れることが予想さ

れます。 

前期基本計画期間中には、平成 28（２０１６）年 4 月に施行した「羽生市消費生活センター条例」

に基づき、研修による消費生活相談員のスキルの向上や相談体制の充実を図り、消費生活講座の開催

を通して、市民が安全安心に暮らせるまちづくりに取り組みました。 

また、広報活動により「羽生市消費生活センター」を広く周知し、消費生活相談の利用促進に努め

ました。 

今後も被害の防止と被害にあった場合の適切な対処法について情報を提供し、被害者の救済と被害

の拡大防止に取り組みます。 

特に、高齢者が消費者被害に遭わないよう「地域包括支援センター」との連携を図り、見守り体制

を整え、地域ぐるみの体制をつくる必要があります。 

 

■施策の課題 

１ 消費生活相談体制の充実 

２ 消費者トラブルに対する市民の知識向上 

３ 地域単位での消費生活問題の取組体制の確立 

４ 成年年齢の引き下げに伴う若者への啓発 

 

 

 

 

 

 

 

 

４－６ 消費者行政の推進 －安全な消費生活が守られるまちをつくります－ 
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■主な取り組み 

（１） 消費者意識の啓発 

消費者被害防止のため、知識やトラブルの対応方法、並びに頻発している事例の情報提供を通し、消

費者意識の啓発に努めます。特に成年年齢の引き下げにより新たに成年とされる 18、19 歳については、

より一層の意識啓発を図ります。 

また、消費生活に関する講座を開催し、消費者自らが必要な情報・知識を得られるよう学習機会を充

実させます。 

【主な事業】 

○ 消費者への情報提供・啓発事業 

○ 消費生活講座事業 

 

（２） 消費生活相談体制の充実 

パソコンやスマートフォンを使い、巧妙で多様化・複雑化した消費者トラブルにも迅速に対応できる

よう、関係機関との連携体制の強化と研修による消費生活相談員の資質の向上に努めます。 

また、広報や市のホームページを活用し、市民の身近な相談窓口である消費生活センターの周知に努

めます。 

【主な事業】 

○ 消費生活センター相談事業 

○ 消費生活センター相談連携事業 

 

（３） 消費者に優しい地域体制づくり 

消費生活センターに寄せられた情報を地域包括支援センターと共有し、高齢者が消費者被害に逢わな

いための見守り体制を整え、市民が消費者被害の背景を理解し地域の問題として捉えることで、被害を

未然に防ぐ行動が取れる地域体制をつくります。 

【主な事業】 

○ 消費者被害防止地域連携体制整備事業 

■目標指標 

指標名(単位) 指標の説明 
現在値 目標値 

R3（2021） R9（2027） 

消費生活講座の開催回数（回／

年） 
 ※３ ９ 

消費生活相談あっせん率（％） 

必要に応じて、消費者に

代わり相談者が事業者と

交渉を行う割合 

８．９ １３．０ 

■市民の役割 

・市民一人ひとりが、正しい消費者知識を習得し、消費者トラブルに巻き込まれないことが望まれま

す。 



     

 

 



     

 

 

 

 

 

政策５ 産業・雇用  

 

～活気と魅力あるまちをつくる～ 
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■施策の目的 

農業従事者の高齢化や国の農政改革など、農業を取り巻く環境が変化する中、農業を成長産業とし

て捉え、担い手だけでなく地域全体で支え合い、次世代に引き継ぐ持続可能な農業の実現を図ります。 

 

■関連するＳＤＧｓ 

 

■施策の現状             

本市では市域面積の約４割を農地が占め、水稲を中心とした土地利用型農業が展開されているもの

の、米の需要減少や農作物価格の低迷、農業従事者の減少、担い手の不足、遊休農地の増加など深刻

な課題に直面しており、農業を取り巻く状況は厳しさを増しています。 

前期基本計画期間中には、地域農業の中心的な役割を果たす農業者（中心経営体等）に対する経営

支援に加え、新規就農者や農業後継者に対するきめ細やかな支援を行うとともに、企業の農業参入を

積極的に推進したことから、羽生チャレンジファームでは新たに複数の法人が野菜作りを開始しまし

た。 

また、生産性の向上と営農条件の改善及び農地の有効活用を図るため、県や地域と連携し、ほ場整

備事業と農地中間管理事業を組み合わせて実施することにより、農地の集積と大区画化を推進してい

ます。 

今後は、グリーンツーリズムの拠点となる三田ヶ谷農林公園（キヤッセ羽生）への指定管理者制度

導入により、収穫体験などのサービスの充実を図るとともに、周辺観光施設やチャンレンジファーム

参入事業者と連携したイベント等を実施し、都市と農村の交流拡大を図ります。 

更に、農作業の省力化や自動化への流れを見据えたスマート農業の導入、高収益作物への転換や６

次産業化等の付加価値を生む農業経営など、農業者がチャレンジする新たな取組への支援も行います。 

 

■施策の課題 

１ 多様な担い手の育成と確保 

２ 農業生産基盤の整備 

３ 農業経営の安定化 

４ 農地や水路等の地域資源の維持・保全 

５ 魅力ある都市と農村の交流づくり 

 

  

５－１ 農業の振興 －価値を生み出す農業のあるまちをつくります－ 
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■主な取り組み 

（１） 農業後継者・新規就農者の発掘・育成・支援 

農業従事者の高齢化や担い手不足、国の農政改革など、農業を取り巻く環境の変化にも対応できる大

規模農業経営体の育成を図ります。 

また、地域農業の中心的な役割を果たす農業者（中心経営体）や次世代を担う新規就農者、農業後継

者に対する支援のほか、地域の実情に応じた農業経営の法人化や企業の農業参入、スマート農業の導入

を促進します。 

【主な事業】 

○ 認定農業者等育成事業 

○ 新規就農者等支援事業 

○ 農業法人化支援事業 

○ 企業農業参入支援事業 

○ スマート農業導入支援事業 

 

（２） 担い手への農地集積と生産基盤の整備 

担い手に選ばれる生産性の高い優良農地を確保するため、埼玉型ほ場整備事業をはじめとした農業基

盤整備を推進し、区画の拡大を図ります。併せて農地中間管理事業や人・農地プランを活用して担い手

への農地の集積を図ります。  

遊休農地の解消に取り組み、農地の有効活用につなげます。 

【主な事業】 

○ 農地中間管理事業 

○ 農地基盤整備事業 

○ 遊休農地解消支援事業 

 

（３） 地域特産物の振興と開発 

米麦やきゅうり、いちごなど、地域特産物の振興を図るとともに、水稲から野菜など高収益作物への

転換を戦略的に進め、新しい農産物の産地形成を進めます。 

 また、学校給食センターでの地元産農産物の利用拡大や直売所、イベント等での販売など、市内で生

産された安全・安心な農産物を食する機会の増大を図るとともに、減農薬などによる環境にやさしい農

業を推進します。更に、6 次産業化を含めた地域農業の活性化と生産者の販路拡大を支援します。 

【主な事業】 

○ 高収益作物転換支援事業 

○ 地産地消推進事業 

○ ６次産業活性化推進事業 
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（４） 地域ぐるみでの農村づくり 

自然環境や生物多様性の保全、良好な景観形成など、農村が有する多面的機能の維持を図るため、農

業者と地域住民による農道・水路の保全管理等、活発な共同活動を支援します。 

また、農地の有効活用に不可欠な用排水施設等の整備及び機能維持に努めます。 

【主な事業】 

○ 多面的機能維持管理事業 

○ 用排水路維持管理事業 

 

（５） 都市と農村の交流による地域活性化 

羽生市三田ケ谷農林公園の管理運営体制を見直し、サービスの充実を図るとともに、市内での果物や

野菜の摘み取り・収穫や田植え・稲刈りをはじめとする農業体験を通じ、都市と農村の交流拡大を図り

ます。 

 また、更なる観光交流人口の増加と地域活性化を図るため、周辺観光施設やチャレンジファーム参入

事業者等との連携を強化します。 

【主な事業】 

○ グリーンツーリズム推進事業 

○ 観光農園等連携推進事業 

 

■目標指標 

指標名(単位) 指標の説明 
現在値 目標値 

R3（2021） R9（2027） 

認定農業者数 

［10ｈａ以上耕作者］（人） 
 ３３ ４０ 

農地中間管理機構への貸付面積 （ｈａ）  ４８５ ７００ 

ほ場（30ａ以上）整備実施済面積（ｈａ）  １，３４１ １，４９０ 

多面的機能活動組織による活動面積  ５２９ ６００ 

グリーンツーリズム入込客数（千人） 
羽生市三田ケ谷農林

公園等への来場者数 
※２２５ ３５０ 

 

■市民の役割 

・都市と農村の交流に参加し、農村という地域資源を大切に守り続けていくことが望まれます。 

・地元農産物に興味を持ち、地産地消に努めることが望まれます。 

 

■関係計画等 

・羽生市農業農村基本計画（平成３０（２０１８）年度～令和９（２０２７）年度） 
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■施策の目的 

活気と賑わいにあふれた買い物しやすい商店街づくりと、中小企業者支援や地場産業の魅力向上を

図り、地域経済の活性化を目指します。 

 

■関連するＳＤＧｓ 

 

■施策の現状             

本市の商店街は、店主の高齢化や後継者不足に加え、道路交通状況の変化や郊外型大型店舗の進出

などの経営環境の変化により、買い物客の減少や空き店舗の増加などによる空洞化が進んでいます。 

また、市内中小企業者等は、新型コロナウイルス感染症の流行の影響も受け、厳しい経営状況が続

いています。 

前期基本計画期間中には、商店街の活性化を図ることを目的とした「羽生市NEXT 商店街プロジェ

クト事業」など、賑わいを取り戻すための活動に取り組みました。 

また、融資のあっせんや利子補給等、中小企業者の経営支援や地場産業の支援などのほか、新しい

販路の提供のため、「とまり木パークプロジェクト」を実施しました。 

更に、「創業支援セミナー」の開催や「創業支援事業補助金」を活用し、創業したいという意欲があ

る人を応援しています。 

引き続き、商工会をはじめとする商工団体、企業、大型店舗などとの連携を図り、商工業の更なる

振興に取り組みます。また、新型コロナウイルス感染症対応の経験を生かし、国・県と連携した迅速

な支援を行う体制を整える必要があります。 

 

■施策の課題 

１ 商店街の賑わいづくり 

２ 商工会など各種商工団体の産業活性化対策への支援 

３ 市内企業に対する支援 

４ 地場産業の魅力向上 

５ 創業支援の推進 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５－２ 商工業の振興 －多様な商工業が栄えるまちをつくります－ 
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■主な取り組み 

（１） 商店街の賑わいづくりと商工会など各種商工団体との連携強化 

商工会や地域商店街活性化協議会などの各種商工団体と連携を図り、商店街活性化のための様々なイ

ベントの開催など、活気や賑わいのあるまちに向けた自主的な取組を支援します。 

また、令和元年度から埼玉県NEXT商店街プロジェクト事業を契機にスタートした「ＭＡＬＬ ＤＥ

ＳＩＧＮ」の取組により、個性と魅力があり持続的に発展可能な商店街及び周辺エリアを目指し、空き

店舗の有効活用を促進します。 

更に、中心市街地の拠点施設として設置された市民プラザについては、地域経済の活性化と豊かな市

民生活を創造するため、適正な管理運営と利用者へのサービス向上に努めます。 

【主な事業】 

○ 商工会支援事業 

○ 商店街賑わいづくり支援事業 

○ 空き店舗対策事業 

〇 市民プラザ管理運営事業 

 

（２） 市内中小企業者に対する支援 

市内で事業を営む中小企業者に対して、必要な事業資金等の融資あっせんや利子補給を行うことによ

り、経営の安定と事業の促進を支援します。 

また、市内の施工業者に依頼して個人住宅の改修工事等を行った場合に、その経費の一部を助成する

住宅改修補助金事業を実施することにより、市内業者の振興及び市民の住環境の向上を図ります。 

地震・台風などの災害や新型コロナウイルス感染症の流行のような経済にも大きな影響がある事象が

発生した場合には、国・県などと連携し事業継続の支援を行います。 

【主な事業】 

○ 融資あっせん・利子補給事業 

○ 住宅改修補助金事業 

〇 緊急時の事業継続支援 

 

（３） 地場産業の魅力向上 

本市の伝統工芸である藍染は、近年、メディア等のＰＲによりその認知度や関心が高まっており、本

市の藍染の魅力を更に向上させるため、一層の藍染振興に取り組みます。 

また、地場産業である被服・織物産業については、産地産業振興協議会などの関係機関と連携・協力

し、販路拡大や商品開発、後継者などの人材育成を積極的に推進します。 

【主な事業】 

○ 藍染振興事業 

○ 被服・織物産業振興事業 
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（４） 創業支援の推進 

「第 2期羽生市創業支援事業計画」に基づき、商工会などの関係機関と連携し、市内経済の活性化や

雇用の確保を図ります。 

また、創業支援ワンストップ相談窓口の運営や創業支援セミナーの開催、創業時の費用補助などによ

り、市内での創業を希望する方などを支援するとともに、創業後についても、内容に応じたきめ細やか

な支援を行います。 

【主な事業】 

○ 創業支援ワンストップ相談窓口事業 

○ 創業支援セミナー開催事業 

○ 羽生市創業支援事業補助金事業 

 

■目標指標 

指標名(単位) 指標の説明 
現在値 目標値 

R3（2021） R9（2027） 

法人市民税額（億円） 

市内の法人市民税額

（均等割、法人税割）

の合計 

４．３ ５．０ 

市内事業所数 
確定申告に基づく法人

登録件数 
１，４１８ １，４４５ 

「創業支援事業計画」を活用した創業者

数（人／年） 

国の認定を受けた「創

業支援事業計画」を活

用した年間創業者数 

３ ８ 

 

■市民の役割 

・市内商店街や市内企業、市内で創業した店舗を積極的に利用することが望まれます。 

・市内企業が活性化することが望まれます。 

・地場産品に愛着を持つことが望まれます。 

 

■関係計画等 

・第 2期羽生市創業支援事業計画（令和２（２０２０）年度～令和 6（２０２４）年度） 
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■施策の目的 

羽生らしい魅力的な地域資源を観光や特産品など様々な形で活用し、「“羽生らしさ”を伝え、地

域が元気になる観光」を実現することにより、地域の活性化を推進し、観光交流人口１００万人を実

現します。 

 

■関連するＳＤＧｓ 

 

 

 

 

 

 

■施策の現状             

本市の観光資源には、武州正藍染®や国の天然記念物である国内唯一のムジナモ自生地「宝蔵寺沼」、

さいたま水族館、キヤッセ羽生、道の駅はにゅう、小説「田舎教師」の舞台となった地域、郷土料理

百選の「いがまんじゅう」などがあります。そして、それらの魅力を最大限に発揮するためには、他

の観光資源との連携、更に観光拠点施設の充実も必要です。 

平成２２（２０１０）年度から開催している「世界キャラクターさみっと in 羽生」をはじめ、市内

では様々なイベントが開催されています。イベントを通じて本市を訪れた方々に他の観光資源につい

ても触れられる機会を創出し、最大限に楽しんでもらい本市のファンを増やしていくことが必要です。 

前期基本計画期間中には、道の駅はにゅうやキヤッセ羽生等において利用者の減少が見られました

が、新型コロナウイルス感染症の流行下において、首都近郊での観光が注目されているため、本市の

ＰＲを積極的に行ってきました。 

藍染については事業者との連携や地域資源の活用、イベントへの出展などを通して知名度の向上に

取り組みました。また、交通利便性の高さを生かし、ロケーションサービスの誘致を積極的に行った

結果、市内各所をロケ地とした映画やドラマなどの撮影件数が大幅に増えました。 

平成 31（２０１９）年 4 月には、観光協会を一般社団法人化し体制強化を図り、観光協会を中心

に企業や団体、県内外の様々な地域とも連携しつつ、地域資源を効果的に活用することで観光事業を

推進し、また観光人材の育成にも取り組んでいます。 

新型コロナウイルス感染症の影響により、観光交流人口が大きく減少しましたが、その経験も生か

しながら、柔軟に観光プログラムの立案や実施ができる体制を構築することが求められています。 

 

■施策の課題 

１ 観光資源の充実 

２ 観光拠点施設の整備充実 

３ 観光活動につながる人材・団体の育成 

４ 地域及び事業者との連携による観光 PR の推進 

５ 新型コロナウイルス感染症対応の経験を生かした観光振興 

 

５－３ 観光の振興 －魅力的で人が集まるまちをつくります－ 
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■主な取り組み 

（１） 観光資源の磨き上げ 

羽生らしい地域資源を生かして魅力のある観光や特産品の開発を行います。市の伝統工芸である藍染

については、体験事業やブランド化を図ることにより認知度を向上させます。 

また、映画やドラマ等の作品を通じた市のＰＲを進めるため、ロケ地に関する積極的な情報提供や撮

影協力を行います。 

【主な事業】 

○ 藍染体験事業 

○ ロケーションサービス事業 

 

（２） 観光拠点施設の充実 

羽生市観光農園等基本構想を軸に、市内で周遊できる観光プランを企画・立案するとともに、観光拠

点施設を充実させます。 

また、近隣観光施設と広域的に連携を図ることによって、更なる集客力の向上と本市のＰＲを進めま

す。 

【主な事業】 

○ 道の駅はにゅうの有効活用 

○ 広域観光連携の推進 

 

（３） 観光活動推進団体の活動促進 

市民などによる団体によって開催されるイベントや地区住民による活動が増えており、これらに携わ

っている人材や環境を更に醸成させ、観光施策の推進につなげます。 

 また、新たな観光資源の掘り起こしや観光ＰＲなどを積極的に推進するため、観光協会の活動を支援

し、魅力ある羽生市の観光を発信していきます。 

【主な事業】 

○ 観光を通じた人材育成支援 

○ 観光協会活性化事業 

 

（４） 地域及び事業者との連携による観光ＰＲの推進 

 本市の魅力を多角的に発信するためにも、地域及び民間団体・企業などとの連携を図り、新たな羽生

市ファンの増加に努めます。 

 また、ホームページやＳＮＳ、キャラクターを活用し、本市の地域資源や観光情報などを積極的に発

信します。 

【主な事業】 

○ 「世界キャラクターさみっと in 羽生」の開催 

○ 地域及び事業者との連携によるイベントの実施 

○ 各種媒体やキャラクターを活用した観光ＰＲの推進 
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■目標指標 

指標名(単位) 指標の説明 
現在値 目標値 

R3（2021） R9（2027） 

観光交流人口（万人） 
市内の観光拠点及びイ

ベントに訪れた人数 
※３１ １００ 

市内撮影数（回数） 
ロケーションサービス

による撮影実績 
２４ ３０ 

 

■市民の役割 

・市内のまつり・イベントなどに積極的に参加することが望まれます。 

・ＳＮＳ等を活用し、市の観光資源などの魅力を発信することが望まれます。 

 

■関係計画等 

・羽生市観光ビジョン（令和４（２０２２）年度策定） 
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■施策の目的 

多様化する労働環境に対応した労働行政の推進と、様々な世代に対する雇用機会の創出や就業の促

進により、市民が安心して働くことができる環境を目指します。 

 

■関連するＳＤＧｓ 

 

 

 

 

 

 

■施策の現状             

近年の雇用状況は、新型コロナウイルス感染症の流行の影響を受け一時的に悪化しており、また、

少子化による生産年齢人口の減少や産業構造の変化による労働力需給のミスマッチが見られます。一

方で本市においては、岩瀬土地区画整理事業区域を中心に、市内に進出する企業（店舗・工場等）が

増加し、それに伴い働く場が増えてきています。 

本市ではハローワークと連携し、羽生市民プラザ内に「羽生市ふるさとハローワーク」を設置し、

求人情報の提供や職業相談及び職業紹介を実施するとともに、内職相談や内職紹介を行うことにより、

一人ひとりに対応した働く場の提供を支援しています。また、「羽生市シルバー人材センター」などの

関係機関と連携することにより、就業機会の創出に取り組んでいます。 

更に、勤労者福祉の増進を図るため、中小企業に対する退職金共済制度を設けるとともに、勤労者

福祉施設である「羽生勤労者総合福祉センター（ワークヒルズ羽生）」を運営しています。 

勤労者を取り巻く環境は変化し、働き方改革、同一労働同一賃金、外国人労働者への対応など様々

な課題があり、国・県や関係機関と連携して課題解決の取組を進めます。 

 

■施策の課題 

１ 就業支援 

２ 就業機会の創出 

３ 勤労者福祉の増進 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５－４ 勤労者支援・雇用の促進 －豊かな雇用と生活のあるまちをつくります－ 
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■主な取り組み 

（１） 就業支援の充実 

「羽生市ふるさとハローワーク」において、求人情報の提供や職業相談、職業紹介を行うとともに、

内職の相談や紹介を実施します。 

また、ハローワークや県などの関係機関と連携・協力して、就業支援セミナーや講習会などを開催す

ることにより、就業支援を実施します。 

更には、市内進出企業に対し、市内雇用や就職説明会等の情報提供を求めていきます。 

地震・台風などの災害や、新型コロナウイルス感染症のような経済にも大きな影響がある事象発生時

の緊急対応については、雇用の維持や再雇用等において、国・県や関係機関と連携して取り組みを図り

ます。 

【主な事業】 

○ 「羽生市ふるさとハローワーク」等との連携 

○ 内職相談事業 

○ 就業支援セミナー事業 

○ 各種就労支援事業 

 

（２） 就業機会の創出 

「行田地区雇用対策協議会」や「羽生市シルバー人材センター」などの関係機関と連携して、新規学

校卒業者をはじめとする求職者から定年退職後の高齢者まで、意欲のある全ての方が働けるよう、就業

機会の創出に取り組みます。 

【主な事業】 

○ 行田地区雇用対策協議会事業 

○ 羽生市シルバー人材センター支援事業 

 

（３） 安心して働ける環境の整備 

市内中小企業従業員の福祉の増進と雇用の安定を図り、従業員が安心して就業できるよう、中小企業

従業員退職金等共済事業を適正に運営します。 

「ワークヒルズ羽生」は、指定管理者の持つノウハウを活用して、利用者への更なるサービス向上を

図ります。 

また、勤労者向けに労働法令や労働関係の身近な問題をテーマに、より良い職場環境づくりに役立つ

労働セミナーを、県などの関係機関と連携して開催します。 

【主な事業】 

○ 中小企業従業員退職金等共済事業 

○ ワークヒルズ羽生管理運営事業 

○ 労働セミナー事業 
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■目標指標 

指標名(単位) 指標の説明 
現在値 目標値 

R3（2021） R9（2027） 

羽生市ふるさとハローワーク就職率

（％） 

「羽生市ふるさとハロ

ーワーク」における就

職者数／新規求職者数 

３８ ５０ 

シニア向け就業支援セミナー参加者数

（人） 
 １９ ２５ 

女性就業セミナー参加者数（人）  １６ ２２ 

 

■市民の役割 

・求職者が「羽生市ふるさとハローワーク」を積極的に活用することが望まれます。 

・事業者が就労機会の創出に努めることが望まれます。 

・事業者が従業員のための福利厚生制度を充実させることが望まれます。 

 

  



     

124 

 

 

■施策の目的 

新たな企業の誘致及び既存企業の市内拡張を積極的に進め、働く場の創出や税収の確保につなげる 

とともに、企業活動を活発化させ市内経済の活性化を実現します。 

 

■関連するＳＤＧｓ  

 

 

 

 

 

 

■施策の現状             

近年、首都圏中央連絡自動車道（圏央道）の整備が進み、東名高速道路から東関東自動車道までつ

ながるなど、関東圏における交通利便性が格段に向上しています。その波及効果により、東北自動車

道羽生インターチェンジを有する本市への企業の関心は、高い水準で推移しています。 

更に、本市は都心や県南と比較し、地価が安価であることや自然災害も少なく、立地場所を求めて

いる企業に対して魅力が高いといえます。 

前期基本計画期間中には、従来の北袋地区（都市計画法第３４条第１２号指定区域）に代わり、新

たに企業立地が可能な国道１２２号、１２５号や主要地方道羽生栗橋線沿線の企業誘致検討ラインに

おいて、都市計画法第３４条第１２号による産業系土地利用の区域の指定（オーダーメイド型区域指

定）を活用し、１社でも多くの企業立地に向け取り組んできました。 

また、上岩瀬地区産業団地及び岩瀬土地区画整理事業北工区の産業系エリアの整備も進み、新たな

工業用地の創出が実現しました。 

企業の立地が進むことにより、新たな働く場も創出され、雇用の増加も進んでいます。 

市内にある既存の３つの工業・産業団地は全て活用されており、また、新たに創出された２つの地

区（上岩瀬地区、岩瀬土地区画整理事業北工区）についても立地企業が内定しています。このため、

企業誘致を推進するための用地が不足しており、新たな工業・産業系として利用可能な用地の確保が

課題となっています。 

 

■施策の課題 

１ 企業誘致活動の積極的な展開 

２ 「企業立地優遇制度」の充実 

３ 新たな工業・産業用地の創出・確保 

 

  

５－５ 企業誘致の推進 －企業を誘致し、雇用と活力のあるまちをつくります－ 
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■主な取り組み 

（１） 企業誘致活動の積極的な展開 

交通利便性の高さや自然災害の少なさなど、企業誘致活動における本市の優位性の周知を図ります。 

また、「企業立地優遇制度」を充実させることで、産業系エリアや羽生駅東口市有地など、市内への

企業誘致を積極的に進めるとともに、既存企業の市内での事業拡張支援に取り組みます。 

また、進出企業等と「企業誘致に関するパートナーシップ協定」を締結するなど、企業との連携を深

め、新たな企業立地につなげます。 

【主な事業】 

○ 立地優位性の情報発信 

○ 「企業立地優遇制度」の充実 

○ 企業誘致に関する企業等との連携の推進 

 

（２） 新たな工業・産業用地の創出・確保 

企業誘致を推進するための用地不足を解消し、優良な工業・産業用地の確保に努めます。特に、民間

活力を活用した土地区画整理事業や市街化調整区域における地区計画などの手法によって、新たな工

業・産業用地の創出を促進します。 

また、交通利便性の高い国道や主要県道の沿道などにおいては、開発許可制度の活用により、企業立

地可能地の確保に取り組みます。 

【主な事業】 

○ 工業・産業系市街地の創出 

○ 開発許可制度を活用した新たな工業用地の確保 

 

■目標指標 

指標名(単位) 指標の説明 
現在値 目標値 

R3（2021） R9（2027） 

開発可能エリア（市街化区域編入区域及

び都市計画法第３４条第１２号指定区

域等）指定件数（箇所） 

開発可能エリアの指定

箇所数の累計 
７ １０ 

企業立地件数（社） 
新規立地及び敷地拡張

件数の累計 
２０ ２６ 

 

■市民の役割 

・工場等の新設や既存施設の増設・拡張にあたっては、まず市内での立地を検討することが望まれます。 

・未利用工業用地などの情報を積極的に市に提供することが望まれます。 

 

■関係計画等 

・羽生市都市計画マスタープラン（平成２５（２０１３）年度～平成４４（２０３２）年度） 

・「羽生市企業誘致に向けた取組方針」（令和４（２０２２）年３月改定）  
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■施策の目的 

本市にお住まいの方や興味や関わりがある方をはじめ、市内外のすべての方に本市の魅力をわかり

やすく、多角的・効率的に発信し、交流人口や関係人口の増加につなげます。 

 

■関連するＳＤＧｓ 

 

 

 

 

 

 

■施策の現状             

本市には、豊かな自然や、交通・買い物の利便性の高さに代表される優れた立地特性、自然災害の

少なさなど、人々が暮らすうえで必要なものが高い水準で揃っています。 

新型コロナウイルス感染症の流行を契機としたテレワークの普及に伴い、郊外居住の魅力の高まり

を生かせる地域でもあります。 

また、充実した教育環境の整備や地域での子どもの見守りなどに力を注いでいます。 

これらの本市の魅力を市民に更に知ってもらうことで、“ふるさと羽生市”への誇りや愛着心の醸

成につなげていくことが必要です。また、本市の魅力を総合的に発信し、より多くの人に本市に興味

を持ってもらい、来訪に導く戦略的な手法について、検討・実施することが求められます。 

前期基本計画期間中には、ＳＮＳ活用の重要性が増し効果を発揮していることから、Twitter や

Instagram、YouTube を活用したプロモーションを行ってきました。今後とも情報発信のトレンド

に応じた新しい手法を積極的に取り入れ、目標やターゲットに応じた柔軟な取組を進めます。 

また、近年のメディア等による藍染への関心の高まりに応え、見て来て触れられる体験事業を推進

します。 

 

■施策の課題 

１ シティプロモーションの推進 

２ 地域ブランドの推進 

 

■主な取り組み 

（１） シティプロモーションの推進 

ホームページやＳＮＳを効果的に活用し、市の魅力や特長などを市内外に広く情報発信することで、

本市の知名度や好感度の向上につなげます。 

【主な事業】 

○ ホームページ活用事業 

○ ＳＮＳを活用した情報発信事業 

 

 

５－６ シティプロモーションの推進 －街の魅力を発信し、活気のあるまちをつくります－ 
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（２） 地域ブランドの推進 

特産品や地場産品などのブランド力を高めるために、商品開発や販路拡大に向けた取組を支援します。

併せてイベントへの出展やホームページ等を通じたＰＲを積極的に行います。 

また、農業と商工業が連携した６次産業化の研究や支援を行います。 

【主な事業】 

○ 藍染製品ＰＲの推進 

○ 農商工連携による商品化の研究・支援 

 

（３） 移住の推進 

テレワークの普及などに伴う地方移住の機運の高まりに合わせ、本市の安全で、都心からも程よい距

離である地の利を生かして移住を推進します。 

【主な事業】 

○ 移住者への支援 

 

■目標指標 

指標名(単位) 指標の説明 
現在値 目標値 

R3（2021） R9（2027） 

ホームページ閲覧件数（件） 
羽生市ホームページを

閲覧した件数 
1 , 3 5 5 , 7 5 7 1 , 5 0 0 , 0 0 0 

ＳＮＳ登録者数（人） 
羽生市公式ＬＩＮＥを

登録した人数 
１８，７０４ ２０，０００ 

YouTubeチャンネル登録者数（人） 

羽 生 市 発 信 の

YouTube チャンネル

を登録した人数 

２，０１８ ５，０００ 

 

■市民の役割 

・市の魅力について市内外に発信することが望まれます。 

・市の地域ブランドに興味と理解を持ち、特産品等を購入し、愛用することが望まれます。 

・地域のまつり・イベント等に参加し、地域の活性化に貢献することが望まれます。 

 

■関係計画等 

・羽生市観光ビジョン（令和４（２０２２）年度策定） 

 



     

 

 

 

 

 



     

 

 

 

 

 

 

政策６ 都市基盤  

 

～インフラを整え生活を支えるまちをつくる～ 
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■施策の目的 

 人口減少や少子高齢化、激甚化する自然災害などの状況を踏まえ、安全で魅力と活力にあふれた「安

心して住み続けられるまち」をつくります。 

 

■関連するＳＤＧｓ 

 

 

 

 

 
 

■施策の現状            

 

■施策の課題 

１ 「羽生市都市計画マスタープラン」の適切な運用と検証 

２ 岩瀬土地区画整理事業の整備促進 

３ 中心市街地における住環境の改善 

４ 市街化区域への居住誘導 

５ 市街化調整区域における集落機能の維持 

 

■主な取り組み 

（１） 「羽生市都市計画マスタープラン」の見直しと運用 

平成２５（２０１３）年の計画策定から１０年が経過するため、変化する社会情勢や都市の課題など

に対応できるよう都市計画の方針を見直します。 

【主な事業】 

○ 「羽生市都市計画マスタープラン」の検証・改正 

 本市では、まちづくりの基本方針として平成２５（２０１３）年に策定した「羽生市都市計画マスタ

ープラン」に基づき、岩瀬土地区画整理事業や産業系の土地利用の促進等を進めてきました。 

 その結果、岩瀬区画整理事業南工区では、大型商業施設及び優良住宅街区の整備による住民の増加

が図られました。加えて、北工区をはじめとする国道沿線に工場や物流倉庫等が進出し、雇用の創出

や税収の増加等の効果が見込まれます。 

 また、土地区画整理事業長期未着手地区については、地域整備計画を策定しました。今後は、良好

な居住環境の確保や利便性の向上を目指します。 

その一方で、本市の人口は年々減少しており、中心市街地の空洞化が進んでいます。また、全国的

に頻発化かつ激甚化している自然災害に対応するため、密集市街地の解消や河川氾濫による浸水対策

を考慮したまちづくりを検討する必要があります。 

今後、羽生駅周辺の中心市街地においては、空き家・空き地の有効活用を図り、防災対策・都市機

能の集約・施設等のバリアフリー化を考慮した、新たなまちづくりを検討する必要があります。 

市街化調整区域においては、集落機能の分散化が見られる一方、過疎化が深刻化している既存集落

も存在しており、地域コミュニティを維持するための対策が求められています。 

６－１ 市街地等の整備 －豊かな街並みのあるまちをつくります－ 
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（２） 岩瀬土地区画整理事業の推進 

令和１４（２０３２）年度の事業完了を目指して、岩瀬土地区画整理組合と協力して土地区画整理事

業を推進します。商業施設の誘致による賑わいの創出や製造・流通施設の誘致による働く場の確保、良

好な景観の街並み誘導を進めることにより、魅力的で質の高い住環境を創出し、新たな住民の増加につ

なげます。 

【主な事業】 

○ 岩瀬土地区画整理事業の推進 

○ 用途地域・地区計画等の都市計画変更 

 

（３） 空き家・空き地の再編と住環境の改善 

中心市街地等においては、空き家・空き地の状況を把握し、空き家の除却と空き地の集約化を進める

一方、建築物の密集化を解消し、住環境を改善します。 

【主な事業】 

○ 空き家・空き地の現状把握と空き家・空き地バンクの活用 

○ 地区整備計画に基づく道路等の整備 

 

（４） 羽生駅周辺の利便性向上と定住促進 

羽生駅を中心とした市街化区域においては、公共施設等の都市機能を集約し、歩いて回れるまちを整

備することで、あらゆる世代に優しいまちづくりを目指します。また、防災対策・施設等のバリアフリ

ー化を考慮したまちづくりを進め、市街化区域内における定住促進と新たな住民の増加につなげます。 

【主な事業】 

○ 羽生駅周辺のコンパクトシティ化に向けた整備検討 

 

（５） 市街化調整区域における集落機能の維持・集約 

市街化調整区域においては、旧村単位に存する公民館等の施設を中心に、集落機能の集約や移動手段

の充実を図り、コンパクトで効率の良いまちづくりを目指します。 

【主な事業】 

○ インフラ施設の維持 

○ 移動手段の充実 

 

■目標指標 

指標名(単位) 指標の説明 
現在値 目標値 

R3（2021） R9（2027） 

岩瀬土地区画整理事業の推進（％） 整備完了面積の割合 ４４．１ ６８．５ 

市街化区域への集約の促進（％） 
市街化区域の建築確認

件数の割合 
４９．１ ５０．０ 

 

■市民の役割 

・まちづくりに積極的に参加し、理解や提案、協力することが望まれます。 

 

■関係計画等 

・羽生市都市計画マスタープラン（平成２５（２０１３年度）～令和１４（２０３２）年度） 
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■施策の目的 

ラダー型ネットワークを基本に幹線道路及び生活道路の整備を推進し、市民の生活と産業を支えま

す。 

 

■関連するＳＤＧｓ 

 

 

 

 

 

 

■施策の現状 

 

■施策の課題 

１ 国・県道の整備促進 

２ １級・２級幹線市道の整備推進 

３ 市民と行政の協働による生活道路の整備と維持管理 

４ 橋梁の長寿命化 

 

■主な取り組み 

（１） 幹線道路の整備 

ラダー型ネットワーク整備のため、国道と県道の整備主体である埼玉県と協力して事業を進めます。

また、これらにアクセスする１級、２級の市道については、継続して整備の推進を図ります。 

【主な事業】 

○ ラダー型ネットワークの整備推進 

○ 国・県道の整備促進 

○ 都市計画道路の整備促進 

市民の生活と産業を支えるため、ラダー型ネットワークを基本とした幹線道路及び生活道路の整備

を推進しています。 

国道は、１２２号の４車線化を概成させ、１２５号加須羽生バイパスの東武伊勢崎線陸橋部とその

東側、加須市境までの整備を進めています。また、両国道の重用部は、６車線化の整備も進めていま

す。 

県道は、北部幹線の早期完成を目指し、東武伊勢崎線跨線橋の架設に向けた鉄道事業者との協議・

調整を進めています。また、羽生駅東口の羽生停車場線の電線地中化事業も進めています。 

市道は、１級・２級市道の整備を継続的に進めています。また、生活道路等の整備については、改

良工事・維持補修工事を実施するほか、協働によるまちづくり推進事業により市民と協力して進めて

います。 

橋梁の老朽化も課題となっており、対策を講ずべき橋梁の修繕措置率の向上を図るため、「羽生市橋

梁長寿命化修繕計画」を見直し、早期に修繕措置を進める必要があります。 

６－２ 道路の整備 －便利で快適な道路網があるまちをつくります－ 
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（２） 生活道路の整備 

生活道路は、各自治会における優先順位を参考に計画的に整備を進めます。より快適な生活環境が保

てるように、道路の維持管理を継続し、安全で円滑なネットワークを形成します。 

【主な事業】 

○ 地区要望道路の整備 

○ 生活道路の維持管理 

○ 通学路の整備 

○ 交通安全施設の整備 

 

（３） 市民と行政の協働による道路維持管理 

簡易な道路整備や修繕については、自治会からの要望に基づき材料（側溝蓋、Ｕ字溝、花苗等）の支

給を行い、協働によるまちづくりを推進します。 

【主な事業】 

○ 協働によるまちづくり事業の推進 

 

（４） 橋梁の長寿命化 

改正道路法により義務化された橋梁の定期点検（近接目視）を継続して実施し、適切な対応を行いま

す。また、橋梁の修繕については、「羽生市橋梁長寿命化修繕計画」に基づき、補修工事を進めます。 

【主な事業】 

○ 計画的な橋梁点検の実施 

○ 橋梁補修工事の計画的な推進 

 

■目標指標 

指標名(単位) 指標の説明 
現在値 目標値 

R3（2021） R9（2027） 

都市計画道路の整備率（％） 
整備済延長（ｍ）/計画

延長（ｍ） 
７５．１ ８５．３ 

橋梁修繕箇所数 修繕済み箇所（累計） ３ ９ 

 

■市民の役割 

・地域で実施される協働事業に参加することが望まれます。 

・生活道路の清掃や除草など、生活周辺環境を保全することが望まれます。 

 

■関係計画等 

・羽生市橋梁長寿命化修繕計画（平成２６（２０１４）年度～令和５（２０２３）年度） 

・羽生市公共施設等総合管理計画（平成２８（２０１６）年度～令和４２（２０６０）年度） 
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■施策の目的 

公共交通機関の安全性、利便性を向上させるとともに、高齢化の進展などに伴い増加が予想される

交通弱者に対する市内移動手段の充実を図ることにより、通勤、通学、通院、買い物など、広域的に

活動しやすいまちをつくります。 

 

■関連するＳＤＧｓ 

 

■施策の現状             

 

■施策の課題 

１ 公共交通（鉄道・バス）の充実 

２ あい・あいバスの更なる利便性の向上 

３ のりあいタクシー等市内移動手段の充実 

 

 

 

 

 

 

高齢化の進展や、高齢者による自動車事故が社会問題化し、運転免許証を返納する高齢者が増えて

いることから、公共交通の更なる充実と利便性の向上が求められています。 

市民の重要な交通手段として、東武伊勢崎線と秩父鉄道が運行しており、令和２（２０２０）年度

の羽生駅の１日あたりの乗降客数は、１万２，５９４人となっています。 

また、市では、高齢者や障がい者などの交通弱者が市内の公共施設等へ訪れる際の移動手段を確保

するため、羽生市福祉バス（あい・あいバス）を運行しているバス事業者に対し、補助金を交付して

います。更に民間事業者において、市内大型商業施設や羽生総合病院を経由するシャトルバスが運行

されています。 

前期基本計画期間中には、鉄道輸送力の拡充や施設の整備充実について、関係自治体で組織する協

議会等から、鉄道事業者、国、県に対して要望活動を行いました。 

秩父鉄道については、国や県、羽生市を含む沿線自治体が支援を行い、令和３（２０２１）年度に

ＩＣカード乗車券の利用が開始されました。 

また、のりあいタクシーについては、令和４（２０２２）年１０月に実証運行を開始しました。 

今後鉄道やあい・あいバスについては、利用状況等を踏まえ、更なる利便性の向上に努めるととも

に、のりあいタクシーの本運行の実施に向け、地域公共交通会議での意見や実証運行の状況を踏まえ

ながら、本市に適した運行方式になるよう検討していく必要があります。 

６－３ 移動手段の確保 －誰もが移動しやすいまちをつくります－ 
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■主な取り組み 

（１） 鉄道輸送力の増強及び整備促進 

東武伊勢崎線の輸送力増強及び南羽生駅の橋上化等について、関係自治体で組織する協議会において、

引き続き要望活動を行います。 

また、県北部を横断する重要な交通機関である秩父鉄道の整備促進を図るため、沿線自治体で組織す

る協議会が実施する安全対策事業への支援を行います。 

【主な事業】 

○ 東武伊勢崎線輸送力増強推進協議会事業 

○ 秩父鉄道整備促進協議会参画事業 

 

（２） 市内移動の利便性の向上 

あい・あいバスの更なる利便性の向上に努めるとともに、効率的な運行を行うために、利用者のニー

ズや利用状況の変化に応じたルートの変更や停留所の見直しを適宜行います。 

また、高齢者や障がいのある方といった交通弱者の移動手段確保のため、新たな交通ネットワークと

して期待されるのりあいタクシーの実証運行を行い、その結果に基づき導入に向けた検討を行います。 

【主な事業】 

○ あい・あいバス運行事業 

○ のりあいタクシー運行事業 

 

■目標指標 

指標名(単位) 指標の説明 
現在値 目標値 

R3（2021） R9（2027） 

公共交通に満足している人の割合（％） 

市民アンケート・市民

意識調査により「満足

している」、「まあまあ

満足している」を合わ

せた割合 

― ７０．０ 

あい・あいバス利用者（人）  ７，４３５ ８，０００ 

 

■市民の役割 

・公共交通の重要性に対する理解と協力が望まれます。 

・交通弱者に対する配慮と支援が望まれます。 
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■施策の目的 

安全で安心な水道水を安定的に供給する体制と災害に強い上水道施設の整備を図り、将来にわたり

市民が安心しておいしく飲める水道水を提供します。 

 

■関連するＳＤＧｓ 

 

 

 

 

 

 

■施策の現状             

本市では、人口減少や節水機器の普及、ライフスタイルの変化により水需要は減少傾向にあり、そ

れに伴い給水収益についても減少しています。 

一方、配水開始から５０年以上が経過した配水管や浄配水場施設については、老朽化が著しく、水

道水の安定供給を維持するために、施設の更新を計画的に推進する必要があります。老朽管更新事業

については、平成５（１９９３）年度から進めており、早期完了を目指しています。 

今後も、市民に安全で安心な水道水を供給するために、「水質検査計画」に基づく法定点検を実施す

るなど、水質管理を徹底します。 

水道事業の経営では、収入を確保し支出との均衡を図りながら事業を運営していくことが重要とな

っており、水道事業経営の健全化に向け、令和２（２０２０）年度に「羽生市水道ビジョン」を改訂

しました。今後、「水道ビジョン」に基づき有収率の改善と適正な水道料金の検討を進めていきます。 

 

■施策の課題 

１ 水道水の安全性の確保 

２ 水道事業経営の健全化 

３ 老朽化した水道管の更新 

４ 施設・設備の適正な維持・管理 

 

■主な取り組み 

（１） 安全で安定的な水の供給 

水道法で定められている水質検査を年間計画に基づき実施するとともに、その結果を広報誌やホーム

ページにおいて公表します。また、安定的に水道水を供給するため、現在の県水と自己水（井戸水）の

割合（７：３）を確保していきます。 

【主な事業】 

○ 水質の管理 

○ 水源の確保 

 

 

 

６－４ 上水道の整備 －安全で安心な水を提供するまちをつくります－ 
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（２） 健全な経営基盤の確保 

「羽生市水道ビジョン」に基づき、健全な水道事業経営に努めます。また、督促や戸別訪問等を適切

に実施することで、水道料金の徴収を確実に行います。 

【主な事業】 

○ 効率的な水道事業の運営 

○ 水道料金の改定 

○ 水道料金の確実な徴収 

 

（３） 老朽管の継続的な更新 

耐震性に優れたダクタイル鋳鉄管等への布設替えを計画的に実施することなどにより、災害に強い水

道を目指します。同時に、漏水を防ぎ、有効率の向上を図ります。 

【主な事業】 

○ 老朽管の更新 

○ 漏水修繕 

○ 漏水調査 

 

（４） 老朽施設・設備の適正な維持・管理 

浄水施設、配水施設、自己水源（井戸）などは、定期的に監視・点検し、適宜、修繕を行います。ま

た、老朽化が著しい浄・配水場については、施設の大規模更新を実施します。 

【主な事業】 

○ 老朽施設・設備の維持・管理 

○ 浄水場大規模更新事業 

 

■目標指標 

指標名(単位) 指標の説明 
現在値 目標値 

R3（2021） R9（2027） 

老朽管（石綿セメント管等）更新率（％） 
更新済み管延長/老朽

管総延長 
９７．０ １００，０ 

有収率（％） 有収水量/給水量 ８６．９ ９２．０ 

 

■市民の役割 

・限りある資源である水の大切さを理解することが望まれます。 

・給水装置の適正な維持管理に努めることが望まれます。 

・水道サービス維持のための水道料金適正化への理解が望まれます。 

 

■関係計画等 

・羽生市水道ビジョン（令和３（２０２１）年度 ～令和１２（２０３０）年度） 

・羽生市公共施設等総合管理計画（平成 28（２０１６）年度～令和４２（２０６０）年度） 
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■施策の目的 

市民の憩いの場である公園・緑地を整備し、適切な維持管理を行うとともに、親水空間を創出し、

充実を図ります。 

 

■関連するＳＤＧｓ 
 

 

 

 

 

 

■施策の現状 

 

■施策の課題 

１ 公園施設の老朽化への対応と適切な維持管理の継続 

２ 緑地の保全と活用の継続 

３ 公園の賑わい創出 

４ 親水空間の創出 

 

■主な取り組み 

（１） 公園の継続的な維持管理 

主要公園については、適正な維持管理をすることにより、憩いの空間を確保します。老朽化した遊具

については、市民との協議により更新していきます。また、災害時における一時避難場所としての機能

を確保します。 

生活空間に身近な公園については、地域の実情に合った施設の整備や管理方法を検討し、協働事業に

よる適正な維持管理を行います。 

【主な事業】 

○ 公園施設の計画的更新事業 

○ 防災機能の充実事業 

○ 自治会委託公園管理事業 

 本市には、都市公園４０か所とその他公園３０か所があり、市民の憩いの場となっています。都市公

園の維持管理は適切に行われており、地元管理できるものは、自治会との協働により維持管理を継続

しています。しかし、自治会構成員の高齢化や樹木の成長により、協働事業の継続が難しくなってき

ています。また、公園施設全般の老朽化や、サクラ等の樹木の害虫被害もみられ、適切な対応が求め

られています。 

 緑地としては利根川の河川敷にある利根川運動場など、親水空間としては県営羽生水郷公園や葛西

遊歩道があり、市民に親しまれています。更に、埼玉県が進めている中手子林調節池及び中川の河道

改修により、河川沿いの親水空間を創造しています。葛西遊歩道や中手子林調節池遊歩道の維持管理

については地元団体と協働して実施しています。 

 今後も市民の憩いの場を確保するため、公園施設の老朽化への対応や緑地の適正な利用と保全に努

める必要があります。また、民間事業者の公園内への出店等により、新たな賑わいを創出する「とま

り木パークプロジェクト」を推進し、公園の魅力向上に取り組んでいきます。 

６－５ 公園・緑地の整備 －豊かな緑と公園のあるまちをつくります－ 
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（２） 緑地の保全と活用 

利根川河川敷を自然豊かな緑地として保全し、市民がスポーツ等で活用できるように適正な維持管理

を行います。 

【主な事業】 

○ 利根川河川敷の活用事業 

 

（３） 公園の魅力向上 

公園内への民間事業者の出店等により、公園の新たな魅力・価値を創出します。 

【主な事業】 

○ とまり木パークプロジェクト 

 

（４） 親水空間の創出 

 葛西遊歩道は、適正に維持管理し、市民の憩いの場を保ちます。 

 また、引き続き中川の河道改修事業に併せた河川沿いの遊歩道整備を進めます。 

【主な事業】 

○ 葛西遊歩道の維持管理事業 

○ 中川遊歩道の整備推進事業 

 

■目標指標 

指標名(単位) 指標の説明 
現在値 目標値 

R3（2021） R9（2027） 

とまり木パークプロジェクトによる 

公園内への出店事業者数（者/年） 

年間延べ出店事業

者数 
１１３ ２２０ 

中川遊歩道の整備延長（ｍ）  ０ １，３６０ 

 

■市民の役割 

・協働による公園管理について積極的な参加が望まれます。 

・マナーを守った公園・緑地の利用が望まれます。 

 

■関係計画等 

・羽生市都市計画マスタープラン（平成２５（２０１３）年度～令和１４（２０３２）年度） 

 

 

 



     

 

 

 

 



     

 

 

 

 

 

 

政策７ 生活環境 

 

 ～きれいで自然を感じるまちをつくる～ 
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■施策の目的 

管路施設の早期整備や供用開始区域の拡大、接続戸数の増加を図り、公共下水道事業を推進します。 

また、施設全体の持続的な機能確保に努めるとともに、快適で安全な衛生環境と公共用水域の水質

保全を図ります。 

 

■関連するＳＤＧｓ 

 

■施策の現状             

現在、汚水処理に関しては、公共下水道整備方針に基づき、公共下水道計画区域の整備を進めてお

り、岩瀬土地区画整理事業地内において整備を行っています。 

一方で、未整備区域における管渠の整備について、国の方針では令和８（２０２６）年度を目途に

汚水処理の概成を目指すこととしており、令和９（２０２７）年度以降の支援は困難であると示して

います。限られた期間の中で、岩瀬土地区画整理事業との調整が今後の課題となっています。 

 老朽化した施設が増加する中、事業費の平準化を図りつつ施設の持続的な機能を確保するため、令

和元（２０１９）年度に「羽生市下水道ストックマネジメント計画」を策定し、この計画に基づき処

理場・ポンプ場の改築更新工事を実施しています。また、管渠においては、安定的な下水処理の持続

性を確保するため、緊急度と健全度を計る調査を実施しており、調査終了後には修繕・改築計画を策

定する必要があります。 

事業経営の健全化を図るため、令和２（２０２０）年度に企業会計を導入しました。また、令和３

（２０２１）年度に「羽生市下水道事業経営戦略」を策定し、令和４（２０２２）年度には使用料金

の適正化に向け料金の改定を行いました。今後は、経営戦略の進捗管理を行うとともに、計画と実績

の乖離を検証し、定期的に見直しを実施します。 

近年、全国各地で豪雨等による水害が頻発し、甚大な被害が発生しています。処理場やポンプ場が

浸水した場合、市民生活に多大な影響を与えることが予想されることから、施設の耐水化を進める必

要があります。 

 

■施策の課題 

１ 事業計画区域内における管路施設の整備の促進と施設全体の持続的な機能確保 

２ 汚水処理に掛かる費用の削減と受益者の適正な負担 

３ 災害時における下水道施設の機能確保 

 

 

 

 

 

７－１ 下水道の整備 －安全で清潔な水環境のあるまちをつくります－ 
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■主な取り組み 

（１） 計画的な整備の推進 

事業計画区域内の管路施設や、処理場における水処理・汚泥処理施設の整備を推進します。 

【主な事業】 

○ 管路施設の整備推進事業 

○ 「羽生公共下水道全体計画」及び「羽生公共下水道事業計画」の見直し 

 

（２） 「羽生市下水道ストックマネジメント計画」に基づく調査、修繕、改築更新 

計画に基づき処理場・ポンプ場の改築更新を実施し、施設健全度の向上を図ります。また、管渠調査

を実施し、判定基準に沿った修繕を実施します。 

【主な事業】 

○ 処理場・ポンプ場の設計及び改築更新工事 

○ 管渠の巡視・点検及び調査 

○ 管渠の修繕計画、設計及び修繕 

 

（３） 持続的な下水道サービスの提供と安定的な財源確保 

「羽生市下水道事業経営戦略」の実施及び検証並びに見直しを行います。また、雨天時侵入水に対す

る対策計画を策定します。 

【主な事業】 

○ 下水道使用料の見直し 

○ 「羽生市下水道事業経営戦略」の検証及び見直し 

○ 処理場・ポンプ場の耐水化の検討 

 

（４） 水洗化率の向上 

公共下水道施設を有効利用するとともに、公共用水域の水質保全を図るため、供用開始区域内におけ

る水洗化を促進します。 

【主な事業】 

○ 水洗化促進事業 

 

■目標指標 

指標名(単位) 指標の説明 
現在値 目標値 

R3（2021） R9（2027） 

下水道整備率（％） 
管渠整備済面積／ 

事業計画面積 
６９．０ ７８．９ 

水洗化率（％） 
下水道接続済人口／ 

処理区域内人口 
９０．３ ９０．９ 
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■市民の役割 

 

■関係計画等 

・羽生市生活排水処理基本構想 （令和２（２０２０）年度～令和 7（２０２５）年度） 

・羽生公共下水道全体計画 （令和２（２０２０）年度～令和 12（２０３０）年度） 

・羽生公共下水道事業計画 （令和２（２０２０）年度～令和 6（２０２４）年度） 

・羽生市下水道事業経営戦略 （令和３（２０２１）年度～令和 12（２０３０）年度） 

・羽生市下水道ストックマネジメント計画（令和２年度（２０２０）～令和６（２０２４）年度） 

 

 

  

・下水道法に基づき下水道供用開始区域内における公共下水道への接続が望まれます。 

・公共用水域の水質保全への関心と協力が望まれます。 

・下水道サービス継続のための下水道使用料の適正化への理解が望まれます。 
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■施策の目的 

ごみの再資源化（リサイクル）、発生抑制（リデュース）、再使用（リユース）、ごみとなるものを断

つ（リフューズ）の４Ｒを推進するとともに、市民、事業者及び行政が互いの役割を適切に担い、市

民協働によるごみ処理対策を継続します。また、行田市とごみ処理施設の共同整備を進め、新たなご

み処理体制の確立と循環型社会の構築を図ります。 

 

■関連するＳＤＧｓ 

 

 

 

 

 

 

■施策の現状             

前期基本計画期間中には、４R を推進するとともに、市民、事業者及び行政がそれぞれの役割を適

切に担い、市民協働によるごみ処理対策を進めました。事業系ごみや家庭系ごみは、清掃センター搬

入時における分別指導を継続して実施しました。 

新型コロナウイルス感染症の流行期には、在宅時間の増加によりごみの排出量が増加し、感染拡大

防止の観点から資源回収活動や各種啓発活動が制限されました。一方で、地域においては、クリーン

推進員との連携による分別収集を継続し、新規転入者や外国人の市民等に対する分別指導などの活動

も行われました。 

今後とも、生ごみ処理機器購入費の補助を継続し、ごみの減量化や再利用・再資源化の推進に向け

て一層取り組んでいくことが必要です。また、事業系ごみ処理手数料単価の見直しや家庭ごみの有料

化について検討していきます。 

清掃センターは、昭和５８（１９８３）年３月の供用開始から長い年月が経過し老朽化しています。

大規模な修繕を行うなどの対策を講じながら維持管理に努めてきましたが、財政負担の軽減や効率的

な行政運営など将来を見据え、行田市とごみ処理施設の共同整備を進めることで合意しました。令和 4

（２０２２）年４月には「行田羽生資源環境組合」を設立し、安定したごみ処理体制の構築に向け整

備を進めています。 

 

■施策の課題 

１ ごみの発生の抑制 

２ 資源の再利用・再資源化の推進 

３ ごみに対する市民の意識啓発 

４ 行田市とのごみ処理施設の共同整備の推進 

 

 

 

 

 

７－２ ごみ処理の適正化 －適正なごみ処理を行うまちをつくります－ 



     

146 

■主な取り組み 

（１） ごみの発生抑制と減量化の推進 

地域のクリーン推進員との連携による分別収集の実施や、清掃センターに搬入されるごみの分別指導

を継続して実施します。 

 生ごみ減量化を促進するため、生ごみ処理機器購入費補助金の交付を継続します。 

 食品ロス削減に向けた取組の普及・啓発を行い、フードバンク、フードドライブなどの活動を推進し

支援します。 

今後のごみ排出量の状況や近隣市の動向を踏まえ、事業系ごみ処理手数料単価を見直すとともに、家

庭ごみの有料化について検討します。 

【主な事業】 

○ クリーン推進員事業 

○ ごみ減量推進事業 

○ 生ごみ処理機器購入費補助金交付事業 

○ 食品ロス削減推進事業 

○ ごみの有料化検討事業 

 

（２） 資源の循環利用の推進 

ごみや資源の分別方法を周知徹底し、地域との連携による資源循環の更なる推進を図ります。 

粗大ごみとして搬出された利用可能な家具類は、市民に無償譲渡し、再利用する取組を継続して実施

します。 

【主な事業】 

○ リサイクル推進事業 

○ リサイクル推進啓発事業 

○ 不要家具の再利用事業 

 

（３） 市民意識の向上 

４Rについての市民意識向上を図るため、環境講座や出前講座など各種講座を開催します。 

 ごみの分別方法については、パソコンやスマートフォンで検索できる羽生市ごみ分別辞典を活用し、

更なる情報の充実を図るなど、市民に分かりやすく周知します。 

【主な事業】 

○ 環境講座・出前講座の開催 

○ ごみの分別・減量等の情報発信の充実 

 

 

 

 

 

 

 



     

147 

（４） 処理体制の維持及び新たな処理施設の整備 

行田市との新たなごみ処理施設の共同整備を推進します。 

 また、新たなごみ処理施設の稼働までは、清掃センタ－の安定した運転を維持し、適切に管理し

ます。 

【主な事業】 

○ 行田市とのごみ処理施設共同整備事業 

○ 清掃センターの適切な維持管理 

 

■目標指標 

指標名(単位) 指標の説明 
現在値 目標値 

R3（2021） R9（2027） 

市民 1人 1日あたりのごみ排出量（ｇ） 
総排出量／ 

（人口×３６５日） 
９６５ ８９７ 

再生利用率（％） 資源物量／総排出量 ２３．５ ２７．２ 

最終処分率（％） 最終処分量／総排出量 ３．６ ３．０ 

 

■市民の役割 

・ごみの発生を意識して抑制することやごみの分別を徹底することが望まれます。 

・循環型社会を形成していくため、必要のないものは購入しない、詰め替え商品を利用するなど４R

の取組を推進していくことが望まれます。 

・家庭にある食材を確認し、生ごみや食品ロスの削減を推進していくことが望まれます。 

 

■関係計画等 

・第 3次羽生市環境基本計画（令和３（２０２１）年度～令和 12（２０３０）年度） 

・羽生市一般廃棄物処理基本計画（令和４（２０２２）年度～令和 13（２０３１）年度） 
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■施策の目的 

 「第３次羽生市環境基本計画」に掲げた環境像「水と緑を生かし、安心して暮らせる環境にやさしい

まち」の実現に向け、市民・事業者・市が協働し、持続可能な社会を目指します。 

 

■関連するＳＤＧｓ 

 

■施策の現状             

本市は、令和３（２０２１）年３月に策定した「第３次羽生市環境基本計画」に基づき、持続可能

な社会の実現に向け、市民や事業者と連携して各種施策を推進しています。 

また、大気や河川などの観測を実施し、公害の防止や水質の保全を図るとともに、環境講座の開催

や環境家計簿などの取組により、市民の環境に対する意識の向上に努めています。 

更に、脱炭素社会の構築を目指し、住宅用太陽光発電設備や蓄電池を設置する者に対し補助を行う

など、再生可能エネルギー設備の普及促進を図っています。 

国は、令和３（２０２１）年 5 月に改正地球温暖化対策推進法を成立させるなど、２０５０年ま

でにカーボンニュートラルを目指すとしており、本市も、気候変動の緩和と適応を進めるため、エネ

ルギーの有効活用や脱炭素社会の構築に向けた取組を一層推進していくことが必要です。 

 

■施策の課題 

１ 生活環境の保全 

２ 温暖化防止等による環境保全 

３ 環境問題に対する意識の向上 

４ 公共用水域の水質の保全 

 

■主な取り組み 

（１） 公害の防止 

水質や大気、騒音等の観測を行い、測定値を公表します。 

 環境基準値を超過した場合には、改善指導を徹底し、相談案件についての予防対策等を講じます。 

禁止されている野外焼却については、行為者への指導を行います。 

【主な事業】 

○ 環境指標の観測調査 

○ 公害に対する行政指導 

 

 

 

 

７－３ 環境保全の推進 －快適な生活環境で暮らせるまちをつくります－ 
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（２） 温室効果ガス排出削減及び気候変動への適応 

環境負荷の低減を図るため、公共施設における二酸化炭素排出量の削減を率先して行うとともに、太

陽光発電などの再生可能エネルギー設備の導入を促進し、脱炭素社会の構築を目指すとともに、地球温

暖化に対する適応策を推進します。 

【主な事業】 

○ 環境配慮型機器導入補助金交付事業 

○ 脱炭素化に向けた省エネ・再エネ導入検討・推進事業 

○ 地球温暖化適応策の推進 

 

（３） 市民の環境意識の向上 

環境講座の開催や環境家計簿の実施などを通して、市民の環境意識の向上を図ります。 

屋敷林や水路、田畑など、身近にある自然環境と、そこに生息する動植物を守るための意識の啓発に

取り組みます。 

 環境について市民が考える機会を設けるため、公害関係の観測データ等を広報誌やホームページ等で

公表するとともに、内容の充実を図ります。 

 ごみのポイ捨てについては、適切な指導を行います。また、ペットのふんの適正処理について、飼い

主のマナーの向上を図ります。 

【主な事業】 

○ 環境講座の開催 

○ 環境家計簿の普及事業 

○ ごみのポイ捨て禁止やペットのふんの適正処理などのマナー啓発事業 

 

（４） 水質の保全 

市内を流れる河川や水路について定期的な公共用水域の観測を行うとともに、公共施設や事業所の排

出水を定期的に検査し、水質保全に取り組みます。 

 単独処理浄化槽から合併処理浄化槽へ転換する場合には、引き続き補助金を交付するなどして、合併

処理浄化槽への転換を促進していきます。 

 また、浄化槽の維持管理に必要な清掃や保守点検、法定検査を行うよう、啓発活動を行います。 

 公共用水域の水質保全を図るため、し尿・汚泥処理施設の適切な運用を行います。 

【主な事業】 

○ 公共用水域の観測調査 

○ 合併処理浄化槽の整備促進事業 

○ 適切なし尿・汚泥処理 
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■目標指標 

指標名(単位) 指標の説明 
現在値 目標値 

R3（2021） R9（2027） 

本市の事務事業に伴う排出量（ｔ-CO₂） 

活動の種別によるの温

室効果ガス排出量の合

計 

８，２５２ 

（R2現在値） 
６，２２５ 

環境家計簿取組世帯数（世帯） 市内の小学5年生対象 １５７ ２８０ 

水質・大気・騒音の測定値の基準値達成

率（％） 

測定箇所の基準値内の

達成率 
７６．９ ９０．０ 

 

■市民の役割 

・野外焼却の禁止の徹底など生活環境を保全することが望まれます。 

・太陽光発電など再生可能エネルギーの活用や次世代自動車への乗り換えなど脱炭素化の取組に努め

ることが望まれます。 

・環境講座や地域で行う環境保全活動などに積極的に参加することが望まれます。 

・ごみのポイ捨てをしないなど環境意識の向上を図ることが望まれます。 

 

■関係計画等 

・第 3次羽生市環境基本計画（令和３（２０２１）年度～令和 12（２０３０）年度） 

・羽生市一般廃棄物処理基本計画（令和４（２０２２）年度～令和 13（２０３１）年度） 

・羽生市生活排水処理基本構想（令和２（２０２０）年度～令和７（２０２５）年度） 

・第３次省エネ・エコオフィス実践プラン２１（羽生市地球温暖化対策実行計画・事務事業編） 

（令和３（２０２１）年度～令和 12（２０３０）年度） 
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■施策の目的 

 空き家・空き地の発生を未然に防止することや適切な管理・活用の促進により、良好な生活環境を守

ります。 

 

■関連するＳＤＧｓ 

 

 

 

 
 

 

■施策の現状             

平成２９（２０１７）年度に実施した空家等実態調査において、本市には、市内全域に 602 件の空

家等があることが判明しました。 

その調査結果に基づき、平成３１（２０１９）年３月に「羽生市空家等対策計画」を策定し、空家

等の対策についての基本的な考え方を明確にするとともに、空き家等に関する総合相談窓口（ワンス

トップ窓口）を設置しました。 

また、令和元（２０１９）年度から、全ての固定資産税納税通知書に空き家・空き地の適切な管理

を促す文書を同封し意識向上を図っています。更に、空き家・空き地の管理等に困っている方を対象

とした、専門家による「空き家・空き地個別相談会」を実施し、必要に応じて空き家・空き地バンク

への登録につなげ、空き家等の解消に努めています。しかしながら、不適切な管理状況が散見されて

いることから、引き続き適切な管理を促していくことが必要です。 

今後、改めて空き家等の実態を把握し、「羽生市空家等対策計画」を見直すとともに空き家等の跡地

活用の促進を図ることが必要です。 

 

■施策の課題 

１ 空き家等の実態把握及びデータベースの整備 

２ 空き家・空き地の適切な管理及び跡地活用の推進 

３ 不適切な管理状況の空き家等への緊急措置の実施 

４ 空き家・空き地バンクの運営 

 

■主な取り組み 

（１） 「羽生市空家等対策計画」の施策の実施 

計画に定められた方針に基づき、空家等の発生抑制、管理不全解消の促進、有効活用の促進、相談体

制の構築といった施策を実施します。 

【主な事業】 

○ 空き家・空き地の適切な管理を促すチラシの配布など所有者等への意識啓発 

○ 空き家・空き地個別相談会の開催 

○ 定期的な空家等実態調査の実施及びデータベースの整備 

○ 空き家等の跡地の活用 

７－４ 空き家・空き地対策の推進 －空き家・空き地が活用され発生しないまちをつくります－ 
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（２） 不適切な管理状況の空き家等への緊急措置 

「羽生市空家等の適切な管理に関する条例」に基づき、老朽化による空き家の倒壊等を回避するため、

必要な緊急措置を実施します。 

【主な事業】 

○ 「羽生市空家等の適切な管理に関する条例」の運用 

○ 特定空家等への認定など速やかな改善指導 

 

（３） 空き家・空き地バンクの運営 

空き家・空き地バンクを運営し、空き家及び空き地の有効活用と定住促進による地域の活性化を図り

ます。 

【主な事業】 

○ 空き家・空き地バンクの運営 

 

■目標指標 

指標名(単位) 指標の説明 
現在値 目標値 

R3（2021） R9（2027） 

指導した空き家・空き地の改善状況（％） 
改善された件数／ 

指導した件数 
４２．４ ７０．０ 

空き家・空き地バンクの登録件数（件）  ３６ ６０ 

 

■市民の役割 

・管理不全な空き家・空き地を新たに発生させないよう、市のワンストップ窓口に相談するなど、事

前の情報収集が望まれます。 

・空き家・空き地の所有者は、適切な管理に努めるとともに、有効活用することが望まれます。 

 

■関係計画等 

・第２次羽生市空家等対策計画（令和５（２０２３）年度～令和９（２０２７）年度） 

 

 

 



     

 

 

 

 

 

政策８ 行政経営  

 

～健全な経営で自律するまちをつくる～ 
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■施策の目的 

地震・洪水などの自然災害、新型インフルエンザ等の感染症、原子力発電所の事故等による放射性

物質汚染、テロ行為、武力攻撃事態など、市民の生命、身体、財産及び市政に重大な影響を及ぼす全

ての危機事象に対して、市が取り組むべき危機管理体制を整えます。 

 

■関連するＳＤＧｓ 

 

 

 

 

 

 

■施策の現状             

令和３年（２０２１）年３月に、地震や洪水など大きな被害をもたらす可能性のある大規模な自然

災害対策として、地域強靭化に関する施策を総合的かつ計画的に推進するための指針となる「羽生市

国土強靭化地域計画」を策定しており、計画に位置付けた取組を着実に推進しています。 

また、国民保護計画を改定するなど、様々な危機に対応するための計画やマニュアルを整備し、危

機の発生時において迅速に対応できるよう備えています。 

新型コロナウイルス感染症の流行に際しては、感染拡大防止のため、令和２（２０２０）年２月に

新型コロナウイルス感染症対策本部を立ち上げるなど、危機管理に適切に対応してきました。 

危機事象が発生した場合に、その被害を最小限に抑え、市民の生命、身体及び財産を守るために、

国、県、事業者及び市民との連携による総合的な危機管理体制の強化が求められています。また、こ

の体制が有効に機能するために、市民一人ひとりが危機管理意識を持つことが大切です。 

引き続き、感染症対策を強力に推進するとともに、テロ行為、武力攻撃事態などへの対応として「羽

生市国民保護計画」を推進します。 

 

■施策の課題 

１ 危機管理体制の強化 

２ 国土強靭化の推進 

３ 市民の危機管理意識の醸成 

４ 国、県、企業及び市民との連携強化 

 

  

８－１ 危機管理の充実 －様々な危機に対応し、市民を守るまちをつくります－ 
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■主な取り組み 

（１） 市の危機管理体制の整備 

市民の生命、身体、財産及び市政に重大な影響を及ぼす全ての危機事象に対して迅速かつ的確に対応

できるよう、危機事象に応じた危機管理体制を確立するとともに、国土強靭化地域計画に基づく各施策

の推進や職員一人ひとりの危機管理意識、危機事象への対応力の向上を図ります。 

また、総合防災訓練等を通して、地域での共助や危機管理に対する市民の意識向上を図ります。 

【主な事業】 

○ 職員初動マニュアルの見直し事業 

○ 危機管理個別マニュアル策定事業 

○ 「業務継続計画（ＢＣＰ）」の見直し事業 

○ 総合防災訓練実施事業 

 

（２） 市民への情報提供 

大規模災害や想定外の危機へ対応するため、防災行政無線、全国瞬時警報システム（Ｊ‐ＡＬＥＲＴ）、

ホームページ、メール配信サービス等を整備し、市民に対し正確かつ迅速に情報を提供します。 

【主な事業】 

○ 防災行政無線管理運営事業 

○ 全国瞬時警報システム（Ｊ－ＡＬＥＲＴ）の管理事務 

○ ホームページによる情報提供 

○ メール配信サービス運営事業 

○ 防災アプリの活用事業 

 

（３） 関係各機関との連携の強化 

自然災害や新型インフルエンザ等の感染拡大、武力攻撃事態など、様々な危機事象の発生に備え、情

報提供や訓練の実施などについて、国や県などの関係機関との連携を強化します。 

【主な事業】 

○ 新型インフルエンザ等感染症対策推進事業 

○ 国・県等関係機関との連携強化 

 

■目標指標 

指標名(単位) 指標の説明 
現在値 目標値 

R3（2021） R9（2027） 

「羽生市地域防災計画」、「羽生市国土強

靭化地域計画」の見直し回数（累計） 
 1 7 

個別危機に対して対策本部を迅速に設

置できた割合（％） 
 １００ １００ 
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■市民の役割 

・「危険を察知してわが身を守る」という自主判断能力を高めることが望まれます。 

・日頃から家庭や個人での備えが望まれます。 

・行政機関からの避難に関する情報に敏感になり、各情報に応じた避難行動が望まれます。 

 

■関係計画等 

・羽生市地域防災計画（昭和５５（１９８０）年３月策定） 

・羽生市危機管理指針（平成２２（２０１０）年４月策定） 

・羽生市国民保護計画（平成２３（２０１１）年９月策定） 

・羽生市国土強靭化地域計画（令和３（２０２１）年３月策定） 
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■施策の目的 

 生産年齢人口が減少する中、限られた経営資源を効率的に配分し、持続可能な財政運営を構築しま

す。 

 

■関連するＳＤＧｓ 

 

 
 

 

 

 

■施策の現状             

全国的に高齢化が進展する一方、長年、出生数の減少が続いてきたことから、生産年齢人口が減少

しており、本市も市税収入への影響が懸念されます。 

本市の財政状況を示す各指標は改善傾向にあるものの、実質公債費率や将来負担比率などの指標は、

依然として県平均よりも高く厳しい状況にあります。 

前期基本計画期間中には、歳入確保のため、一般財源の根幹をなす市税の収納対策を図り、収納率

が向上しました。また羽生市公共施設等総合管理計画に基づき、市の現状に合わせた最適な公共施設

の配置に向け、羽生市公共施設個別施設計画を策定しました。 

一方、新型コロナウイルス感染症の流行も長期にわたり、景気と財政への悪影響が懸念されます。 

今後は、生産年齢人口が減少する中でも市税収入の確保に努め、開発が進められている上岩瀬産業

団地や岩瀬土地区画整理事業地の早期収益化、公共施設個別施設計画におけるリーディングプロジェ

クトの実施、自主財源の確保を進め、健全な財政運営を図ります。 

 

■施策の課題 

１ 効率的な財政運営 

２ 市税等自主財源の確保 

３ 羽生市公共施設等総合管理計画及び羽生市公共施設個別施設計画の着実な実施 

 

■主な取り組み 

（１） 効率的な財政運営 

更なる人口構造の変化やインフラを含む公共施設の更新等を踏まえ、限られた財源を有効活用します。 

また、市の財政状況や今後の見通しについて職員全員で情報を共有し、効率的な財政運営に対する意

識の向上を図ります。 

【主な事業】 

○ アウトソーシングの推進 

○ 地方公会計制度の運用 

○ 財政情報の公表 

○ 中期財政計画の策定 

○ 公債費管理計画の策定 

８－２ 持続可能な財政運営 －健全な財政を堅持するまちをつくります－ 
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（２） 安定した財源の確保 

自主財源の根幹をなす市税の適正な賦課・徴収を図るとともに収納対策を実施することにより、収納

率向上に取り組みます。 

その他の自主財源として、市有財産の有効活用や未利用地の売却、ふるさと納税制度の効果的な運用、

各種広告料収入等により市税以外の歳入を確保します。また、受益者負担の原則に基づき、各使用料や

手数料の見直しを定期的に実施します。更には、企業版ふるさと納税等、新たな制度の活用を図ります。 

【主な事業】 

○ 自主財源の確保 

○ 適正課税の実施 

○ 収納対策の実施 

○ 公有財産の活用 

 

（３） 「羽生市公共施設等総合管理計画」による施設の最適化 

計画的な保全と維持管理により、公共施設の長寿命化を図ります。また、社会環境の変化を勘案した

公共施設の複合化・適正化により、財政負担の削減・平準化を図ります。 

【主な事業】 

○ 羽生市公共施設個別施設計画の進捗管理 

 

■目標指標 

指標名(単位) 指標の説明 
現在値 目標値 

R3（2021） R9（2027） 

市税収納率（％） 

市税（国民健康保険税

を除く）の収納率 

滞納繰越分を含む 

９７．８ ９８．１ 

将来負担比率（％） 
財政規模に対する借入

金などの負債の割合 
７３．１ ７３．０ 

経常収支比率（％） 
財政構造の弾力性を判

断する指標 
９１．７ ９１．７ 

 

■市民の役割 

・納税者として市税について正しく理解し、適正に申告し納付することが望まれます。 

・財政状況を正しく理解することが望まれます 

 

■関係計画等 

・羽生市公共施設等総合管理計画（平成２８（２０１６）年度～令和４２（２０６０）年度） 

・羽生市公共施設個別施設計画（令和３（２０２１）年度～令和１２（２０３１）年度） 
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■施策の目的 

市民の市政への関心を高めるため、市政に関する情報や市民生活に必要な情報などを分かりやすく

発信・提供し、市民と情報を共有します。また、市民の個人情報をはじめ、行政が保有する情報を適

正に管理します。 

 

■関連するＳＤＧｓ 

 

 

 

 

 

 

■施策の現状             

市政に関する情報を市民と行政が共有していくために、市は正しく情報を管理し、市民に分かりや

すく情報を発信していくとともに、情報公開請求にも適正に対応する必要があります。 

また、行政が保有する個人情報の取り扱いについては、令和２年（２０２０）年の個人情報の保護

に関する法律の改正により、全国統一の取り扱いが求められており、これに対応していく必要があり

ます。 

本市では、様々な年代の市民が、市政に関する情報などを入手しやすいよう、広報誌を工夫して発

行しており、ホームページ、ＳＮＳ、メール配信サービスなどのＩＣＴ（情報通信技術）を有効活用

し、多様な方法で市内外に向けて広範囲に情報発信を行っています。 

また職員研修を実施し、情報セキュリティの保護及び情報公開・個人情報保護制度の適正な運用を

図っています。 

今後も公正で透明性の高い行政経営と市民の知る権利の確保のため、情報発信の拡充と適正な情報

管理、的確な情報公開を実施します。また、個人情報の保護に関する法律の改正に合わせた個人情報

保護制度の適正な運用を図ります。 

 

■施策の課題 

１ 市民との情報共有の強化 

２ 見やすく魅力ある広報誌、ホームページの充実 

３ 行政経営の透明性の確保 

４ 個人情報（マイナンバーを含む。）を含めた情報セキュリティの確保 

５ 個人情報保護条例等の見直し及びガイドラインの整備 

 

 

 

 

 

 

 

 

８－３ 開かれた市政の推進 －行政が正しく情報を扱い、市民が活用できるまちをつくります－ 
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■主な取り組み 

（１） ＩＣＴの活用による情報共有 

ホームページやメール配信サービスを活用し、市からの情報を的確かつ正確に提供することにより、

市民との情報共有を継続的に行います。また、情報提供方法の多様化を図るため、市民が利用しやすい

ＳＮＳ等の活用を推進します。 

【主な事業】 

○ ホームページ活用事業 

○ ＳＮＳ等活用事業 

 

（２） 広報の充実 

市政及び市民生活に必要な情報を提供できるよう、広報誌やホームページなどの充実を図ります。ま

た、マスメディアをはじめとした多様な媒体を活用して、迅速な情報発信を行います。 

【主な事業】 

○ 広報誌発行事業 

○ 多様な媒体での情報発信 

 

（３） 情報の公開と適正な運用 

情報公開制度の適正な運用や行政経営の意思決定過程等の公開など、市民に対し説明責任を果たすこ

とで信頼性を確保し、透明性のある行政経営を進めます。 

また、行政手続のルールについて、標準的な処理期間等の明確化を図るとともに、市民の権利・利益

救済のため、行政不服審査制度に対する体制を整えます。 

更に、改正された個人情報保護に関する法律に基づき個人情報保護制度を適正に運用し、市が保有す

る情報資産を適正に管理します。 

【主な事業】 

○ 情報公開・個人情報保護研修事業 

○ 個人情報保護制度見直し事業 

○ 行政手続制度の運用事業 

○ 行政不服審査体制整備事業 
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（４） 情報セキュリティの徹底 

市が保有する個人情報（マイナンバーを含む。）等の市民の重要な情報資産を適切に管理・運用するた

め、職員等の研修の充実や情報管理の強化を図ります。 

また、サイバー犯罪や災害等による危機への対策に継続して取り組み、情報セキュリティを強化しま

す。 

【主な事業】 

○ 情報セキュリティ研修事業 

○ 情報セキュリティ監査事業 

○ 情報セキュリティ強化事業 

 

■目標指標 

指標名(単位) 指標の説明 
現在値 目標値 

R3（2021） R9（2027） 

メール配信サービスの登録数（件）  ９，０１０ ９，５００ 

広報誌を読む人の割合（％） 

市民アンケート・市民

意識調査により「必ず

読む」、「ときどき読む」

を合わせた割合 

８１．１ ８６．６ 

行政不服審査処理割合 

（６か月以内）（％） 
 １００ １００ 

情報漏えいの件数（件）  ０ ０ 

 

■市民の役割 

・広報誌やホームページ等により、市の情報を取得することが望まれます。 

・市政への関心を高め、市と情報を共有することが望まれます。 

・情報公開制度及び個人情報保護制度の趣旨を理解し、各制度を適切に活用することが望まれます。 

 

■関係計画等 

・羽生市情報セキュリティポリシー（平成１５（２００３）年度策定） 

・特定個人情報安全管理基本方針（平成２７（２０１５）年度策定） 
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■施策の目的 

限られた財源と経営資源を有効に活用するとともにＤＸを推進し、多様化する市民ニーズに的確に

対応した行政サービスの提供と行政経営の効率化を進めます。 

また、人口減少や少子高齢化、地域経済の縮小から生じる課題を克服します。 

 

■関連するＳＤＧｓ 

 

 

 

 

 

 

■施策の現状             

前期基本計画期間中には、深刻化する人口減少・少子高齢化及びこのことに伴う地域経済の縮小に

対応するため、地方創生関連の施策の推進が強く求められてきました。また、厳しい財政状況の中、

あらゆる分野において効果的・効率的な行政経営、人材の育成と活用、広域行政の推進を図っていく

必要があります。 

「第６次行政改革大綱・前期行政改革プログラム」を推進し行政経営の効率化を進めるとともに、

必要最小限の職員体制においても市民ニーズに的確に対応するため、各種職員研修や職員提案制度な

どにより職員の育成や活用を図り、適正な定員管理を行いました。 

広域行政の推進においては、行田市とのごみ処理施設の共同整備に向けた協議を進めることができ

ました。 

また、総務省から「自治体 DX 推進計画（令和２（２０２０）年１２月）」が示され、デジタル化社

会の進展に合わせた行政サービス・行政経営の変革が求められています。 

デジタル化については、インターネットによる電子申請・届出サービスを拡充し、マイナンバーカ

ードを利用して住民票等各種証明書を全国のコンビニ等で取得できるコンビニ交付システムを導入し

たほか、RPA など新たなデジタル技術の実証試験を行い、更なる事務の効率化の検討を進めました。 

少子高齢化・人口減少対策として、「第２次羽生市まち・ひと・しごと創生総合戦略」に掲げた４つ

の基本目標を達成するため、各事業の実施状況や効果を把握・検証しながら、施策の推進に取り組み

ました。 

引き続き、「第２次羽生市まち・ひと・しごと創生総合戦略」を強力に推進するとともに、後期行政

改革プログラム、令和４（２０２２）年３月に策定した「羽生市ＤＸ推進計画」を着実に進め、行政

サービスの向上と効率的・効果的な行政経営を図ります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

８－４ 行政経営の効率化 －効率的で質の高い行政のまちをつくります－ 
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■施策の課題 

１ より効果的・効率的な行政経営 

２ 窓口サービス、市民相談の充実 

３ ＤＸの推進による行政サービスの質の向上・業務の更なる効率化 

４ 職員数の適正化、職員の能力向上 

５ ごみ処理施設整備等の広域行政の推進 

６ 少子高齢化・人口減少の課題の克服 

 

■主な取り組み 

（１） 効果的・効率的な行政経営 

「第６次羽生市行政改革大綱・後期行政改革プログラム」の着実な実施に向けた進行管理を行います。 

また、市民に質の高いサービスを提供するために、行政評価を活用し、事業の選択と集中を図ります。 

更に、窓口サービス及び相談業務の充実に努め、市民にとって安心感と信頼感を持てる市役所づくり

を推進します。 

【主な事業】 

○ 第６次行政改革大綱事業 

○ 行政評価事業 

○ 窓口、相談業務事業 

 

（２） ＤＸの推進による行政経営の効率化 

書面・押印・対面を前提とした行政手続の見直し、マイナンバーカードの活用によりオンライン化を

推進し、更なる行政サービスの向上につなげます。 

また、国が進めている自治体の行政システムの標準化・共通化にも対応していきます。 

更に、ＡＩ－ＯＣＲやＲＰＡなどのデジタル技術を本格的に導入し、業務の自動化や省力化を図り、

行政経営の効率化を進めます。 

【主な事業】 

○ 行政手続きのオンライン化 

○ マイナンバー制度活用事業 

○ 行政システムの標準化・共通化 

○ ＡＩ－ＯＣＲ・ＲＰＡ等デジタル技術の活用 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



     

164 

（３） 人材の育成と活用 

適正な定員管理を行うとともに、職員の能力開発や政策形成能力の向上を図り、適材適所の人事配置

に努めます。更に、職員の健康増進と質の高い生活、及びワーク・ライフ・バランスの実現のため、働

き方改革を推進します。 

また、拡大する行政需要に効果的かつ的確に対応できるよう、組織機構の見直しを柔軟に検討し、必

要に応じ実施します。 

【主な事業】 

○ 職員定員管理事業 

○ 職員研修事業 

○ 組織機構改正事業 

 

（４） 広域行政の推進 

近隣自治体を結ぶ道路・鉄道等の交通網の整備、大規模災害への対応、公共施設の相互利用、医療等、

広域的に取り組む施策を効果的に推進するため、県や関係自治体、関係機関との連携を強化します。 

また、単独での実施に比べ、広域連携による実施がより効果的、効率的であるものについては、今後

も市の自主性・自律性を維持しながら、関係自治体と協議し積極的に推進します。 

【主な事業】 

○ 北埼玉地域「彩の国づくり」連絡協議会事業 

○ 一部事務組合、広域連合事業 

○ 事務の広域化推進事業 

 

（５） 地方創生の推進 

人口減少・少子高齢化から発生する課題の克服と地域経済の活性化を図るため、「第２次羽生市まち・

ひと・しごと創生総合戦略」を着実に実施します。 

【主な事業】 

○ 「羽生市まち・ひと・しごと創生総合戦略」事業 

 

■目標指標 

指標名(単位) 指標の説明 
現在値 目標値 

R3（2021） R9（2027） 

「第６次羽生市行政改革大綱・後期行政

改革プログラム」の目標指標の達成率

（％） 

達成項目／実施項目 
４７．３ 

（R2現在値） 
１００．０ 

電子申請の利用件数（件）  ４，５９５ ５，０００ 

マイナンバーカードの普及率（％）  ３６．１ ９０．０ 

「第２次羽生市まち・ひと・しごと創生

総合戦略」の目標指標の達成率（％） 
達成項目／実施項目 

５０．０ 

（R2現在値） 
１００．０ 
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■市民の役割 

・市政に関心を持つことが望まれます。 

・市から提供されるデジタル技術やマイナンバー制度を活用したサービスを有効利用することが望ま

れます。 

 

■関係計画等 

・羽生市人材育成基本方針（平成１８（２００６）年２月策定） 

・羽生市人口ビジョン（平成２７（２０１５）年度～令和４２（２０６０）年度） 

・第５次定員適正化計画（令和２（２０２０）年度～令和６（２０２４）年度） 

・第２次羽生市まち・ひと・しごと創生総合戦略（令和２（２０２０）年度～令和６（２０２４）年

度） 

・第２次羽生市特定事業主行動計画（後期） 

 （令和３（２０２１）年度～令和７（２０２５）年度） 

・羽生市ＤＸ推進計画（令和４（２０２２）年度～令和７（２０２５）年度） 

・第６次羽生市行政改革大綱・後期行政改革プログラム 

 （令和５（２０２３）年度～令和９（２０２７）年度） 

 

 

 


